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倫理的配慮  

 

本研究におけるすべての調査は、所属大学における研究審査委員会の承認（承認番号：

21-04，22-03，25-04）を受け実施すると共に、研究対象者には本研究の研究趣旨と内容

の説明を十分に行い、参加の同意を得た。また、調査データにあたっては個人が特定で

きないように匿名化し、取り扱いに関しても漏洩がないように配慮した。 
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用語の説明 

 

本論文で用いる主な用語と略語は以下の通りである。 

 

〇運動不足感 

「運動不足感」は文字どおり「運動」が「不足」している「感覚」を指すが、本研究

では健康指標の一つとして位置づけ用いる。具体的なグループ分けとして、アンケート

調査において「現在、運動不足と感じていますか」の質問を設定し、回答が「はい」「い

いえ」の 2 件法による調査の場合、「はい」の回答者グループを「運動不足感あり」群

とし、「いいえ」の回答者グループを「運動不足感なし」群とした。4 件法による調査の

場合は、選択肢として「運動不足」、「どちらかというと運動不足」、「どちらかというと

運動不足ではない」、「運動不足ではない」を設定し、「運動不足」と「どちらかという

と運動不足」の回答者を合わせて「運動不足感あり」群とし、また「どちらかというと

運動不足ではない」と「運動不足ではない」の回答者を合わせて「運動不足感なし」群

とした。 

 

〇健康感 

三徳ら（2006）によれば、「主観的健康感」は、人々の主観的で自主的な判断に基づ

いて健康度を自己評価するところにその特徴があると述べられているが、本研究でもそ

の意味で「健康感」または「主観的健康感」の用語を用いる。具体的なグループ分けと

して、アンケート調査において「現在、健康状態がどちらだと思いますか」の質問を設

定し、回答が「どちらかというと健康だと思う」「どちらかというと不健康だと思う」

の 2 件法による調査の場合、「どちらかというと健康だと思う」の回答者グループを「健

康感あり」群とし、「どちらかというと不健康だと思う」の回答者グループを「健康感
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なし」群とした（第 4 章、第 5 章、第 6 章 6.1）。また、4 件法による調査の場合は、選

択肢として「健康」、「どちらかというと健康」、「どちらかというと不健康」、「不健康」

を設定し、それぞれの回答者グループを「I 健康」群、「Ⅱどちらかというと健康」群、

「Ⅲ群どちらかというと不健康」群、「Ⅳ群不健康」群とした（第 6 章 6.2）。 

 

〇体力 

体力は身体的要素と精神的要素に分けられ、さらにそれぞれが行動体力と防衛体力に

分類される。身体的要素の行動体力は、形態（体格、姿勢）および機能（筋力、敏捷性・

スピード、平衡性・協応性、持久性、柔軟性）で構成されており、いわゆる運動能力な

どの物理学的仕事に直結する能力を示している（猪飼、1969）。本研究での体力は上述

の意味での行動体力として扱う。本研究で分析に用いた具体的な測定項目は立位体前屈、

握力、背筋力、垂直跳び、上体起こし、両脚伸展パワー、最大酸素摂取量である。ただ

し、各調査年度で用いた項目は異なる部分があり、上記全項目を扱った課題は第 4 章第

一節（4.1）のみである。 
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本論文は、以下の論文に未発表の結果を加えてまとめられている。 

 

論文Ⅰ：王旭，張琬婧，蛭田秀一，島岡みどり「大学新入生における健康感の有無によ

る体力比較」総合保健体育科学, 38 巻 1 号, 21-26, 2015. （査読なし） 

論文Ⅱ：王旭「大学新入生における健康感と運動不足感の有無による運動・生活状況と

心身の自覚症状の比較」名古屋大学教育発達研究科紀要（教育科学）63 巻第 1 号, 95-

105, 2016. （査読あり） 

論文Ⅲ：王旭，張琬婧，蛭田秀一，島岡みどり「健康感と運動不足感の組み合わせによ

る多段階健康尺度の検討－大学男子新入生の自覚症状および体力項目データとの関連

から－」総合保健体育科学 42 巻 1 号, 25-33, 2019. （査読なし） 

論文Ⅳ：王旭，張琬婧，蛭田秀一，島岡みどり「大学新入生における運動不足感と体力

および運動習慣の関連」大学体育スポーツ学研究, 第 17 号, 086-092, 2020.（査読あり） 
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第1章 序論 

 

1.1 本研究の目的 

 

健康感と運動不足感は、健康状況に関連する主観的な項目として、これまで多くの

健康調査に用いられてきた。このうち、健康感については重要な健康指標の一つとし

て従来研究においてすでに使用されているが、運動不足感については調査項目として

は広く用いられているにもかかわらず健康指標としての位置づけは不明確である。ま

た、健康感と運動不足感の共通の課題として、それらと運動・体力との関係性につい

ての検討は必ずしも十分とはいえない。 

そこで、本研究では、研究対象者にアンケート調査と体力測定を実施し、健康感と

運動不足感がそれぞれ自覚症状・運動状況・体力に対してどのような関係性を有する

かについて検討を行う。さらに健康感と運動不足感の相互関係の検討から、健康感と

運動不足感の組み合わせによる多段階健康尺度の作成を試みる。これによって、運動

不足の改善および体力の向上がより考慮された総合的な健康管理に資することを目

的とする。 

  



 

2 

 

1.2 本論文の構成 

 

本論文の構成は以下のとおりである。 

 

第 1 章では、まず、本研究の目的と本論文の構成を述べる。 

第 2 章の文献研究では、「健康」、「健康感」、「運動」、「運動不足」、「運動不足感」の

それぞれについて、本研究に関わる基本概念を説明する。また、主として大規模調査に

よる健康および運動について結果報告や各種ガイドライン、運動不足と疾病および体力

との関係についての現状を記述する。次に、健康感、運動不足感をそれぞれ扱った先行

研究と大学生（特に新入生）を対象とした健康や運動に関する先行研究を紹介する。 

第 3 章では、先行研究を踏まえて、従来の健康感や運動不足感に関する研究における

問題点を論じ、本論文で検討すべき課題を設定する。 

第 4 章では、研究対象者に対して健康感の有無、体力状況、運動頻度及び自覚症状に

おいて調査を行い、主観的な指標である健康感と体力・運動頻度及び自覚症状との関連

について検討する。 

第 5 章では、研究対象者の運動不足感に影響する要因であると考えられる生活状況、

自覚症状、体力状況及び運動頻度において調査を行い、主観的健康項目である運動不足

感とこれらの要因の関連を検討する。 

第 6 章では、第 4 章と第 5 章の結果を踏まえて、新たな健康度を表す評価尺度の作成

を試みる。研究対象に対してアンケート調査を行った結果から、健康感と運動不足感の

組合せによって研究対象を 3 グループに分け、それぞれのグループが示す運動・生活状

況や心身の自覚症状などの特徴を分析する。それによって、健康度を健康感と運動不足

感の組み合わせによる 3 段階で総合的に評価できることを提示する。さらに、今回提示

した 3 段階の健康度評価尺度と一般的な健康感のみの評価尺度とを比較し両者の違い

を明らかにした上で、今回提示した 3 段階の健康度評価尺度の特徴を説明する。 
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第 7 章では、本研究の検討結果を踏まえ、本研究で得られた知見と意義をまとめる。 

第 8 章では、本研究の限界と今後の課題について述べる。 
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2.1 健康についての研究 

 

2.1.1 健康と健康指標 

WHO（世界保健機関）憲章では健康を以下のように定義している。「健康とは、肉体

的、精神的及び社会的に完全に良好な状態であり、単に疾病又は病弱の存在しないこと

ではない」（日本 WHO 協会訳）。WHO 加盟国（2021 年時点で 194 の国・地域）は、そ

れぞれ定期的な健康調査を行い、その結果を報告している。 

日本の「健康意識に関する調査」（厚生労働省 ，2014a）によれば、自身の健康につい

ての不安が「ある」と回答した者が 61.1%となっており、その不安の内容としては「体

力が衰えてきた」49.6%が最も多く、次いで「持病がある」39.6%、「ストレスが溜まる・

精神的に疲れる」36.3%などとなっていた。これらの結果から、健康か否かを判断する

に際して、より多くの人が、まずは身体面の徴候をより重視していることがうかがえる。 

そして、健康日本 21（厚生労働省，2001）によれば、身体活動量が多い者や、運動を

よく行っている者は、総死亡、虚血性心疾患、高血圧、糖尿病、肥満、骨粗鬆症、結腸

がんなどの罹患率や死亡率が低いこと、また、身体活動や運動が、メンタルヘルスや生

活の質の改善に効果をもたらすことが認められている。更に高齢者においても歩行など

日常生活における身体活動が、寝たきりや死亡を減少させる効果のあることが示されて

いる（厚生省保健医療局健康増進栄養課，1997；Pate ら，1995；Province ら，1995；Hakim

ら，1998）。健康日本 21 第 2 次（厚生労働省，2012）によると、身体活動・運動は、生

活習慣病の予防のほか、社会生活機能の維持及び向上並びに生活の質の向上の観点から

重要であると述べられている。その目標としては、 ① 日常生活における歩数の増加、

② 運動習慣者の割合の増加、③ 住民が運動しやすいまちづくり・環境整備に取り組む

自治体数の増加があげられる。このように、身体活動や運動の健康に対する効果につい

ての知識は国民の間に普及しつつある。 
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また、身体活動・運動分野における国民の健康づくりのための取組について、健康づ

くりと身体活動・運動の重要性に対して、普及啓発を一層推進するため、厚生労働省

（2013）によって「健康づくりのための身体活動基準 2013」が策定された。その意義と

して、日常の身体活動量を増やすことで、メタボリックシンドロームを含めた循環器疾

患・糖尿病・がんといった生活習慣病の発症及びこれらを原因として死亡に至るリスク

や、加齢に伴う生活機能低下をきたすリスクを下げることができ、加えて運動習慣をも

つことで、これらの疾病等に対する予防効果をさらに高めることが期待できる。特に、

高齢者においては、積極的に体を動かすことで生活機能低下のリスクを低減させ、自立

した生活をより長く送ることができる。こうしたことから、健康の維持・増進において

は運動ということが非常に重要な要素になっている。 

 一方、杉浦（2001）は、「健康指標とは健康の度合いを測る尺度のことである。長さ

は物差し、重さは重量計、時間は時計という道具で測定され、それぞれ cm、 g、min と

いう単位で表されている。これと同じように健康を何らかの道具で測定し、ある単位で

表すことができれば、A 市の人達は B 町の人より健康の度合いが優れているとか、P さ

んは Q さんより健康が劣っているとかという判断とする」と述べている。健康状態を

評価する総合的な健康指標や健康度は、様々な場面で扱われている。健康指標・健康度

は主に身体的健康と精神的健康の 2 つに分けられている。身体的健康について、健康診

断で測定した客観的な生理的指標と寿命や疾病の関係を検討した研究が多く報告され

ている（藤原ら，2003；渋谷ら，2005；近藤ら，2005；河口ら，2008；村田ら，2008；

平松ら，2009）。具体例として、日米仏の三大都市（東京、ニューヨーク、パリ）に関す

る入手可能な既存の衛生関連の統計資料を利用し、記述疫学により健康指標の相違を比

較した研究（藤原ら，2003）がある。そこでは、健康指標として、男女別平均寿命 （0

歳平均余命）、高齢者の年齢三階級（65-74 歳、 75-84 歳、 85 歳以上）別総死亡率（各

年齢階級別人口 10 万人対）並びに主要七疾患別死亡率（各年齢階級別人口 10 万人対）、
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乳児死亡率（出生 1000 対）、新生児死亡率（出生 1000 対)）、AIDS 発症率（人口 10 万

人対）、結核発症率（人口 10 万人対）が用いられ比較された。その結果、同一主要都市

内では中心部で平均寿命が短く、 AIDS・結核発症者の割合が多く、高齢期の総死亡率

や主要な疾患別死亡率については主要都市内での格差よりも主要都市間での年齢階級

別の相違のほうが顕著であった。 

精神的健康については、精神的健康度に関するものとして、心身両面の自覚的症状、

主観的健康感や自覚的健康度および生活習慣の行動に関する質問調査による心理的な

評価尺度の研究が多くみられ、目的や研究ごとに様々な健康指標が用いられている。例

えば健康度・生活習慣診断検査、主観的健康感、健康関連 QOL（HRQOL: Health Related 

Quality of Life）SF-36v2、「健康チェック票 THI」、GHQ 精神健康調査票 12 項目版（The 

General Health Questionnaire-12; GHQ-12）などがあげられる（徳永ら，2001；五十嵐ら，

2006；庄司ら，2007；井上ら，2015；中原ら，2016；益川ら，2017；早坂ら，2019；守

ら，2020）。このうち、精神的健康度の指標の一つ、GHQ 精神健康調査票 12 項目版（The 

General Health Questionnaire-12;GHQ-12）は神経症のスクリーニングテストとして用いら

れ、12項目の質問に対して 4 件法で回答を求め、点数が低いほうが良好とされている。

それを用いた研究（中原ら，2016）では、大学生を対象に、運動部活動の参加の有無に

よって精神的健康度に相違がみられるかどうかについて検討した結果、運動群は非運動

群より点数が有意に低く，精神的健康度が良好であることが示された。 
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2.1.2 健康感 

科学技術が進歩している現在においても、医学的検査・調査に基づく総合的な健康指

標で示された健康度だけで個人の健康を評価することは非常に難しいと考えられる。こ

のような状況の中、自身の健康状態を自らが評価する指標として、主観的健康感という

尺度を用いた研究成果が注目されている。 

健康感とは個人が自分の健康状態をどのように評価するかということである（甲斐，

2008）。個人における主観的な健康状態の評価は、身体的・精神的な健康状態を反映し、

寿命の予測因子（杉澤ら，1995）となる簡便かつ重要な健康指標である。主観的健康感

は、医学的なデータに基づいた客観的な健康状態ではなく、自らの健康状態を主観的に

評価する指標であり、死亡率，有病率等の客観的指標では表せない全体的な健康状態を

捉える健康指標であり、必ずしも医学的な健康状態と一致したものではない（五十嵐ら，

2013）。しかし、主観的健康感は医学的検査などによる客観的な健康度の調査が困難な

場合に、その代替指標として、主に社会調査において活用されており、人々の主観的で

自主的な判断に基づいて自己評価するところにその特徴があると考えられており（三徳

ら，2006）、健康度自己評価が健康の身体的側面、精神的側面、社会的側面を総合化し

た指標（杉澤ら，1995）といえる。アメリカでは 1972 年よりの国民健康栄養調査

（National Health Interview Survey）の調査項目に導入されており、日本においても 1986 

年から国民生活基礎調査の調査項目に追加されている（三徳ら，2006）。OECD（経済協

力開発機構）による加盟国を対象とした調査研究（西村，2016）によれば，日本は平均

寿命ではトップでありながら、主観的な健康状態では最低ランクという状態であると報

告されている。このような背景から、主観的健康感を重要視しなければならない現状に

あると考えられる。また、主観的健康感は用語が明確に統一されていないが、共通点と

しては自分自身の健康状況を自らが評価することである。本研究においては、主観的健

康感を自分の健康に対する意識を表す単一の項目として扱うこととした。 
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 なお、本研究では、健康感に関連する身体的要因として、主観的な指標である「運

動不足感」および「自覚症状」に着目して検討する。健康感に影響する社会的要因、す

なわち運動機会（時間）や場所 （空間）、プログラムコンテンツ、 あるいは仲間の存

在などについての検討は将来の研究課題とする。 
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2.2 運動についての研究 

 

2.2.1 運動 

「健康づくりのための身体活動基準 2013」（厚生労働省，2013）において、「身体活動」

とは、安静にしている状態よりも多くのエネルギーを消費する全ての動作のことと定義

されている。それは、日常生活における労働、家事、通勤・通学等の｢生活活動｣と、体

力の維持・向上を目的として計画的・意図的に実施し、継続性のある活動（各種スポー

ツ、余暇時間の散歩や活発な趣味など）、いわゆる「運動」の 2 つに分けられる。 

また、ユネスコの新「体育・身体活動・スポーツ国際憲章」によれば、第 1 条は、体

育・身体活動・スポーツの実践は、すべての人の基本的権利であり、第 6 条は、研究・

科学的根拠・評価は、体育・身体活動・スポーツの発展に不可欠な要素である（文部科

学省，2015b）と述べられている。世界各国では、日常生活の健康維持・増進において、

身体活動が重要視されており、さらに運動は最も有効的な手段として推奨されている。 

一方、健康のための身体活動に関する国際勧告（WHO, 2010）によれば、運動は下記

の重要な健康効果に関連する： 

・ 心肺機能の健康（冠動脈疾患、循環器疾患、脳卒中、高血圧） 

・ 代謝機能の健康（糖尿病や肥満） 

・ 筋骨格の健康（骨の健康や骨粗鬆症) 

・ 癌（乳癌や結腸癌） 

・ 機能的健康や転倒の防止 

・ 鬱症状 

このように、定期的な運動には、健康を脅かすリスクを低下させ、長期的に良好な健

康状態を維持する効果があることがすでに科学的に証明されている。 
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2.2.2 運動に関する各種ガイドライン 

運動に関連する重要なガイドラインとして、世界保健機関（WHO）による「健康のた

めの身体活動に関する国際勧告」（2010）が策定されている。18～64 歳の成人において、

全身持久力、筋力、骨の健康の向上や、非伝染病の発症リスクや鬱症状の軽減のために、

次の身体活動が推奨される。① 週あたり 150 分の中強度有酸素性身体活動、または、

週あたり 75 分の高強度有酸素性身体活動、または、同等の中～高強度身体活動を組み

合わせた身体活動を行うこと。② 有酸素性活動は 1 回につき、少なくとも 10 分間以

上続けること。③ 中強度有酸素性身体活動を週 300 分に増やすこと、または、週 150 

分の身体活動を高強度の有酸素性活動にすること、または、同等の中～高強度身体活動

を組み合わせて行う。④ 週 2 日またはそれ以上、大筋群を使う筋力トレーニングをす

ること。 

また、アメリカの「アメリカ人のための身体活動ガイドライン」（Piercy ら，2018）に

よれば、成人には、1 週間に 150-300 分の中程度身体活動、または 75-150 分の高強度有

酸素的身体活動、またはそれと同等の中-高強度身体活動が推奨され、さらに週に 2 日

以上の筋力トレーニングの実施が望ましい。中国の「中国健康行動」（中国衛生健康委，

2019）によれば、1 週間に 3 回以上、1 回あたり 30 分以上の中・強程度の運動が推奨さ

れ、その強度は運動時において最大心拍数の 64%～76%に達すべきである。韓国の「国

民健康栄養調査」（2017）によれば、1 週間の平均強度の身体活動を 2 時間 30 分以上、

または高強度の身体活動を 1 時間 15 分以上の強度と高強度の身体活動を混合すること

を目標にしている。 

日本では、運動習慣者を「週 2 回以上、1 回 30 分以上、1 年以上継続して実施してい

る者」として定義し推奨している（厚生労働省，2013）。また、18～64 歳における詳細

な運動基準として、健康づくりのための身体活動基準（厚生労働省，2013）が作成され

ている。具体的な推奨基準をみると、① 身体活動量の基準（日常生活で体を動かす量
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の考え方）である「18～64 歳の身体活動（生活活動・運動）の基準」 では、強度が 3 

メッツ1以上の身体活動を 23 メッツ・時/週行う。具体的には、歩行又はそれと同等以

上の強度の身体活動を毎日 60 分行う。② 運動量の基準（スポーツや体力づくり運動

で体を動かす量の考え方）では、「18～64 歳の運動の基準」強度が 3 メッツ以上の運

動を 4 メッツ・時/週行う。具体的には、息が弾み汗をかく程度の運動を毎週 60 分行

う。さらに、③ 体力（うち全身持久力）の基準を下の表 1-1 に示す強度での運動を約 3 

分以上継続できた場合、基準を満たすと評価できる。 

 

表 1-1 性・年代別の全身持久力の基準 （厚生労働省，2013） 

注）表中の（  ）内は最大酸素摂取量を示す。 

 

この他に、文部科学省が国民の体力・運動能力および運動実施状況の現状を把握する

ため、 1964 年（昭和 39 年）から「体力・運動能力調査」と「全国体力・運動能力、運

動習慣等調査」などを実施している。さらに、近年では、「体力・スポーツに関する世

論調査」と「スポーツの実施状況等に関する世論調査」の実施も行われており、それら

の結果を基に身体活動・運動を含めた健康づくりの指導と普及が進められている。 

 

 

                                                   
1メッツ（MET: metabolic equivalent）とは、運動強度の指数であり、身体活動における

エネルギー消費量を座位安静時代謝量（酸素摂取量で約 3.5 ml/kg/分に相当）で除したも

のである。（健康づくりのための身体活動基準，厚生労働省，2013） 

年 齢 18～39 歳 40～59 歳 60～69 歳 

男 性 
11.0 メッツ  

（39 ml/kg/分） 

10.0 メッツ 

（35 ml/kg/分） 

9.0 メッツ 

（32 ml/kg/分） 

女 性 
9.5 メッツ  

（33 ml/kg//分） 

8.5 メッツ 

（30 ml/kg/分） 

7.5 メッツ 

（26 ml/kg/分） 
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2.2.3 運動不足 

1）運動不足と身体活動不足との関係 

前述（2.2.1）により、「身体活動」は「生活活動」と「運動」の 2 つに分けられるこ

とから、「身体活動量」＝「生活活動量」＋「運動量」の式が成り立つ。人の日常生活に

おいて「生活活動」は一般的に安定していると考えられることから「生活活動量」も安

定的であるとすると、「運動量」の大小は「身体活動量」の変動を説明する決定的な要

素となる。したがって、「身体活動不足」≒「運動不足」であると考えられる。 

 

2）運動不足の実態 

世界保健機関（WHO）の Guthold ら（2018）は家庭・職場・通勤中・余暇時間の成人

の身体活動不足（「150 分/週の中等強度、もしくは 75 分/週の高強度の身体活動、また

はその同等量の運動」に満たない状態）に関する人口ベース調査データ（n=1, 900 万/168

国/378 調査）によれば、2001～2016 年までの身体活動量不足の人口割合は、2001 年の

28.5%から 20%台後半で安定しており（図 1-1，図 1-2；次ページ）、2016 年の世界的な

身体活動量の不足に関連する有訴率は 27.5%（男性 23.4%，女性 31.7%）と報告してい

る。 
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図 1-2  2001 年から 2016 年までの女性の運動不足の傾向 

(n=1, 900 万/168 国/378 調査，マーカー部分は 95%の信頼区間を示している) 

図 1-1  2001 年から 2016 年までの男性の運動不足の傾向 

(n=1, 900 万/168 国/378 調査，マーカー部分は 95%の信頼区間を示している) 
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さらに、青少年についての 146 か国の 11～17 歳の約 160 万人を対象にした 2001 年か

ら 2016 年までの報告（Guthold ら，2020）では、散歩や遊び、自転車、団体スポーツと

いった活動を運動の定義に含めて調査を行った結果、WHO が推奨する 1 日 1 時間以上

の運動をしていない対象者は 81%に上り、男子で 77.6%、女子で 84.7%に上った。また、

運動量を増やすことが世界的な目標とされているにもかかわらず、運動をしていない人

の割合は、2001 年の調査で男子 80.1%、女子で 85.1%であったことから、15 年にわたる

調査期間中、この状況にはほとんど変化が見られなかったことになる。 

世界各国は、人々に対し運動を積極的に実施させることに向けて、身体活動・運動に

よる健康づくりための方策を進めている。WHO は、運動不足を減らすために、2018 年

6 月に「身体活動についての国際アクションプラン 2018-2030」（The global action plan on 

physical activity 2018-2030 ）を立ち上げた。その中で、身体不活動者を 2025 年までに

10％、2030 年までに 15％減らすという目標を設定している。 

中国においては、「中国健康行動」（中国衛生健康委，2019）が、身体活動量のガイド

ラインを満たしていない割合が全体の 66.1%であることを示し、また、韓国の「国民健

康栄養調査」（2017）によれば、身体活動量のガイドラインを満たしていない割合は男

性 49.4%、女性 53.4%であった。 

一方、日本では、「運動」とは体力（スポーツ競技に関連する体力と健康に関連する

体力を含む）の維持・向上を目的とする計画的・継続的に実施される身体活動であると

捉えられている（厚生労働省，2013）。運動習慣について、厚生労働省は運動習慣者を

「週 2 回以上、1 回 30 分以上、1 年以上継続して実施している者」と定義し推奨してい

る（厚生労働省，2013）。平成 30 年「国民健康・栄養調査」の結果（厚生労働省，2020）

によると、運動習慣のある者の割合は、男性で 31.8%、女性で 25.5%であり、この 10 

年間でみると、男性では有意な増減はなく、女性では有意に減少している。このように

運動の実施については上昇する傾向がみられていないことが現状である。 
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「健康日本 21・第 1 次」（厚生労働省，2000）の運動習慣者の増加目標については、

目標値：男性 39%、女性 35%を設定している。しかし、21 年後の現在、最新の調査結

果（男性 31.8%、女性 25.5%）でも未だにその目標には達していない（厚生労働省，2018b）。

このような状況で、日本を含む世界各国は身体活動・運動の習慣化の促進をより普及す

ることに注力しているが、運動実施状況は未だに改善していない。 

 

3）運動不足と疾病の関係   

このように、近年、「運動不足」が世界的な健康問題として注目されており、WHO（2010）

は身体不活動の割合は多くの国々で増加傾向にあり、非伝染病（生活習慣病）の流行や

国民の健康と強く関係していると報告している。日本でも、生活習慣病の代表的な疾患

である肥満、高血圧、糖尿病等について、運動不足が原因であると指摘する報告が出さ

れている（春日，2000；中尾，2011；森谷，2011；高取ら，2012；井上ら，2014；宮下，

2014）。 

さらに、世界保健機関（WHO）が発行した、世界の健康を害する危険要因を分析した

報告書（WHO，2009）によれば、死につながる危険因子の 4 位に「運動不足」があげら

れている。日本においても、危険因子に関連する非感染症疾病と外因による死亡数の調

査では、運動不足による死亡者数は、喫煙、高血圧に次ぐ第 3 位で年間約 5 万人である

と発表されている（池田ら，2011）。 

一方、Paffenbarger ら（1986）の報告では、ハーバード大学卒業生 16,936 名について、

在学中および卒業後のライフスタイルが総死亡率や各種疾患の発症に及ぼす影響につ

いて調査した結果、1 週間の身体活動量が「2000 kcal 未満」の人では、「2000 kcal 以上」

の人に対して総死亡率の相対危険率は 1.31（「2000 kcal 以上」をとした時）であり、つ

まり身体活動量が少ないほど死亡率が高いと報告されている。また、運動不足を維持す

るライフスタイルは高血圧症、喫煙、高コレステロール血症の 3 大冠危険因子と同程度
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のインパクトを与えるものである（Powell ら，1987）。そのため、意識的に運動しなけ

れば運動不足の状態に陥る可能性が高く、生活習慣病が起こりやすくなると危俱される。 

運動不足が前述の生活習慣病危険因子を増進させ、健康に害をもたらす等のことを認

知している人々は多く、運動を実施することによって健康の保持・増進、体力の向上に

役に立つことは、常識として浸透してきているが、実態として、多くの人は十分には運

動をしていないことも現実である。従って、運動やスポーツ実施への方策と動機付けの

啓発の重要性がより高まっていると考えられる。 

 

4）運動不足と体力の関係 

運動不足は、運動量の減少に伴い、筋肉やからだのさまざまな機能を活発に働かせる

ことも少なくなり、からだ全体の機能が衰えていくことになる（水村，2004）。スポー

ツ庁の「体力・運動能力調査」によれば、運動と体力の関係では、運動・スポーツの実

施状況が良いほど、体力水準が高いという結果が毎年発表されている。 

小川ら（2014）によれば、習慣的運動実施が「週 1～2 日以上の頻度で 30 分以上の

実施時間」であっても体型、運動能力に関する体力・身体組成について有意に良好な影

響を与えているという所見を認め、軽度な運動実施でも習慣的な取り組みは健康保持に

有効な影響力を持つと報告している。廣野ら（2014）の調査では、運動を週に 1 回以上

行うことで体力は比較的高い水準に保たれ、月に 1〜3 程度でもまったく実施しないよ

りは概ね高い体力を示すことが示された。デンマークのコペンハーゲン大学の研究

（Andreas ら，2015）により、運動をしない期間がわずか 2 週間続いただけで、筋力と

筋肉量は大幅に低下することが明らかになった。このように、多くの調査・研究により

運動不足は体力との関連性が示されている。 
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2.2.4 運動不足感 

一般的に、身体活動・運動の実施は健康の維持・促進、生活習慣病の予防・改善、体

力の向上などに対して有益であると広く知られている。運動を十分に実施しているか否

かについては、実際の運動量や推奨のガイドラインなどから判断できるが、本人の主観

的感覚としての「運動不足感」を用いた調査も行われている。全国的な調査（スポーツ

庁，2020）によれば、運動・スポーツを行った上位 3 つの理由としては「健康のため」

が 73.9%と最も多く、「体力増進・維持のため」（53.9%）、「運動不足を感じるから」（51.5%）

であった。このことから、運動実施率の低下要因の一つとして、運動実施に向けての意

識が希薄であることが関係していると考えられる。すなわち、今まであまり研究されて

こなかった個人の主観的な感覚である「運動不足感」に着目し検討することで、運動の

積極的な実施につながる可能性があると考えられる。 

「スポーツの実施状況等に関する世論調査」は、昭和 54 年（1979 年）からスタート

し、その中で運動不足感は毎回の調査項目として扱われている。最新の調査（平成 31 年

1 月；スポーツ庁，2019）によれば、運動不足感に関する質問として普段運動不足を感

じるかを聞いたところ（図 1-3）、全体の集計（図の最上段）において、運動不足を「感

じる」（「大いに感じる」＋「ある程度感じる」）とする割合は 80.5%。運動不足を「感じ

ない」（「あまり感じない」＋「ほとんど（全く）感じない」）とする割合は 18.1%であっ

た。この結果、日本では 5 人中 4 人の割合で運動不足を感じている現状が示された。ま

た、図 1-3 の最下段から運動頻度別の運動不足感を「感じる」割合について読み取ると、

週 3 日以上の者は 62.6%、週 1～2 日の者は 82.4%、週 1 日未満の者は 93.3%となり、運

動頻度が低い人ほど運動不足を「感じる」割合が高い関係にある。しかし、割合の水準

自体は、週 3 日以上の運動頻度の者でも 6 割以上が運動不足を感じていることから、必

ずしも高頻度で運動をしさえすれば運動不足が感じにくくなるわけでもないことが示

唆され、高頻度の運動実施者における運動不足感についても検討されるべきである。 
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図 1-3 性別・年代・運動頻度における運動不足の割合 

（「スポーツの実施状況等に関する世論調査」，スポーツ庁，2019） 
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2.3 健康感に関連する研究 

 

健康感の研究は 1980 年代以降、若者から高齢者まで幅広い年代について報告されて

いる。栁澤ら（2018）は、健康感と生活形態、健康維持への意識、および地域社会活動

との関連について検討し、夢中になれるものがあることや、規則正しい生活を送ること、

直接スポーツを観戦することが、主観的健康感に大きな影響を与えていると述べている。

五十嵐ら（2006）は、健康感に関連する生活習慣を調査し、健康感を高めていくために

は、精神的な安定感が重要であるという結論を得た。また、三徳ら（2006）は、健康感

と死亡率の関連に関するレビューを行い、主観的健康感はその後の生存とその予測等に

関連していることを明らかにした。主観的健康感と死亡危険度に関する文献レビュー

（Idler ら，1997）では、健康感は医師の診断などの客観的な健康度によりも死亡率を強

く予測することが明らかになっている。1966 年 1 月から 2003 年 9 月文献レビュー

（DeSalvo ら，2006）によれば、うつ病、併存疾患や既往歴などの共変量を調整した後

でも、主観的健康感は死亡率と強い関連性が認められ、性別や人種の差異による影響も

受けないことが報告されている。この他、大学生を対象とした報告（佐々木、2012）で

は、主観的健康感には食及び睡眠習慣という生活習慣が関連していることや、主観的健

康感を持たない者は精神的な問題を抱えていることが示唆された。また、中学生・高校

生におけるメディア利用時間と生活習慣の関連について検討した調査（佐野ら，2020）

では、メディア利用時間の長さと主観的健康感との間の関連性が示された。 

対象者年齢に着目して先行研究を整理すると、中高齢者について多くの報告がみられ、

健康感は体力、身体的な痛みの訴え率、通院率、疾患の有無、死亡率など（杉澤，1995；

笹井ら，2001；岡戸ら，2003；小笠原ら，2005；艾ら，2005；三徳ら，2006；宮原ら，

2007；小西ら，2009；村田ら，2010）と深く関係している。一方、若者対象の研究はそ

れほど多くはないが、健康感は心身の自覚症状、性別、運動、睡眠、体脂肪率などとの
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関連（志水ら，2004；志水ら，2009；佐藤，2018）が示されている。 

また、最近では、多くの研究領域において健康感を関連要因の一つとして位置づけた

分析・検討を行われている。高校生を対象に，生活満足感および主観的健康感について

ケア役割の状況との関連を分析し、ケア役割がヤングケアラーの生活満足感や主観的健

康感に与える影響について検討した研究（宮川ら，2021）では、ケア役割の状況が過度

になった場合，ヤングケアラーの生活満足感や主観的健康感に悪影響が生じることが報

告されている。小学生の父親と母親を対象にした調査（丸山ら，2021）では、保護者の

健康意識や父親のヘルスリテラシーの高さ，母親の適切な体重を維持する習慣や主観的

健康感の高さは，良好な食行動の関連要因となることも報告されている。40 歳以上の

中高齢者を対象にした調査（吉田ら，2021）では、フレイルと関連する要因として、高

年齢、主観的健康感の低さ、経済状況の不良、主観的体力の低さ、睡眠が不十分、およ

びフレイル認知度の低さが報告されている。中小企業 294 人の従業員を対象にした調査

（熊谷，2020）では、WIF（仕事から家庭への葛藤）について、「欠食の有無」、「主観的

ストレス度」、「平均労働時間（h/日）」、「年齢」、「主観的健康感」、「休暇取得のしやすさ」

との関連が認められ、一方、FIW（家庭から仕事への葛藤）については「主観的健康感」

のみ関連がみられた。介護施設従業員を対象に，異なる健康感指標と炎症マーカーとの

関連を検討した研究（井上ら，2020）では、主観的健康感指標の種類が異なれば炎症マ

ーカーとの関連も異なること、特にこれらの関連は、若年層と高齢層に分けて行うこと

でより明確になることが明らかとなったと報告されている。主観的健康感については、

年齢や各世代の特徴を把握するため、若者と中高齢者の年齢別に検討する必要があると

の報告（Undén ら，2007；Tomten ら，2007）もある。 

このように、健康感は健康指標として様々な調査研究で使用されているが、必ずしも

統一した基準で用いられているわけではない。例えば、健康との関連で重要な運動や体

力要素を十分に考慮し検討された健康評価指標は少ないのが現状である（徳永ら，2001；
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藤原ら，2003；河口ら，2008；村田ら，2008；平松ら，2009;中原ら，2016；益川ら，2017；

早坂ら，2019）。そこで、次の節では、運動に関する主観的感覚である運動不足感を論

議する。  



 

22 

 

2.4 運動不足感に関連する研究 

 

2.4.1 運動不足感をテーマとした研究 

前述のように運動不足が現代社会において、大きな健康問題として重要視されている。

池田（1977）は「運動不足」化現象が社会問題として論議されているが、それが何によ

って起因するのかということに関しては、必ずしも明らかではないという問題意識を提

出し、「運動不足感」をキーワードとして論文を報告した（池田，1977；1978）。 

池田（1977）は「運動不足」の規定要因は単一的なものではなく、いろいろな要因が

複雑に絡み合っている考えられることから、運動不足感を基準変数として要因を分析し

た。40 歳以上の男性を対象とし、運動不足感を「運動満足群」と「運動不足群」に分け

て要因を分析した結果、年齢では、高年齢者よりも中年者の方が運動不足を訴える者が

多く、働き盛りにある者ほど運動不足感が強いことに注目される。また、職業では立位

作業者よりも座業者の方が、農村部よりも都市部居住者の方がそれぞれきわめて運動不

足感が強く、これらの社会要因も規定要因となっていることが報告されている。さらに、

池田（1978）の追加分析の報告では、大都市勤労者の方が運動不足感を訴える者が多く

75.6%であるのに対して、農村部住民は 46.9%と両者間には有意な差がみられた。また、

運動・スポーツの実施程度についてみると、大都市勤労者と農村部住民の間に「あまり

やらない」「ほとんどやらない」のカテゴリー分布に差がみられるが、「よくやる」「と

きどきやる」の定期的実施者の割合には大きな差がみられない。このことは両者の運動

不足感の割合の違いについて、運動実施の程度だけでは説明し切れず、他の要因の影響

も示唆される。このように、運動不足感という主観的な感覚は多様な要因に影響されて

いると予想され、それらの要因を明らかにすることが必要であると考えられる。 

また、大谷ら（1997）は勤労男性を対象として、運動不足感の有無による健康測定結

果を比較し、運動不足感は健康指標のひとつとして注目すべき要因である可能性が示唆
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されたと述べている。 

さらに、藤沢（2006）は 20 代から 50 代以上のサラリーマン男性を対象とした調査

で、運動不足感を持つ者の割合は 40 歳未満において 60%前後と高い水準にあり、特に

30 歳代を中心に体重が増加し、体力が劣っており、食習慣と飲酒日数は運動不足感を

持つ者が持たない者より好ましくない結果であったと報告している。このことから、運

動不足感を用いることによって、形態、体力および食習慣の評価につなげられる可能性

が示唆された。一方、田崎らが学齢期の子どもをもつ母親を対象とした調査（2006）で

は、運動不足感は健康状態の自覚に影響を及ぼしていないことが示唆されたが、同調査

の別の報告（2007）で 1 日のエネルギー消費量と運動不足感との間には、負の相関（r = 

-0.428, p≦0.01）がみられ、エネルギー消費量は運動不足感を反映していることが報告

された。 

 

2.4.2 運動不足感と運動実施頻度との関係を扱った研究 

運動不足感と運動実施頻度に関して、中川（1994）は農業協同組合職員、消防局職員、

交通局職員、一般市民を対象とした研究によれば、運動・スポーツの実施頻度と運動不

足感の関係について、運動不足感を「感じない」人は、運動の実施が多く、実施頻度と

運動不足感は密接に関連していた。並河（1993）は何らかのスポーツを実施している 18

歳以上を対象とした研究で、スポーツ活動に影響を及ぼす要因について、スポーツ実施

群と非実施群の比較を数量化理論第 2 類による判別分析の結果、各要因のスポーツ実

施・非実施に対する影響の度合いをレンジの大きさからみた規定力順位は、職業が 1 位、

次いで運動不足感が 2 位であったと報告している。 

運動不足感を有することは、運動実施の理由としてもあげられる。西山（1980）によ

れば、一般市民において運動不足感をいだいている者は約 73%で、男性に比べ女性に多

い。また、「運動不足を感ずる」の回答は、スポーツをする理由の 3 番目に多い要因で
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あったと報告されている。また、石山ら（1994）はミニテニス愛好者の健康生活調査を

実施した結果、ミニテニスをする理由について、「運動不足」は「健康・体力つくり」

に続く 2 位であった。運動不足を感じない群では、「楽しみ・気晴らし」「特に好き」の

理由が多く、運動不足を感じる群では、「運動不足解消」「健康・体力つくり」を理由と

する回答が多いと報告されている。このように、運動不足感は運動実施状況との関連が

明らかになっており、運動を積極的に実施することの要因にもなると考えられるが、こ

の他に運動不足感が関連する項目についての検討は乏しく、広範囲の健康課題に取り組

む際の重要な要因として運動不足感を研究する必要があると考えられる。 

 

2.4.3 運動不足感と健康・体力との関係を扱った研究 

運動不足感と健康の関連について、多々納（1982）は、小学生と高校生の父母を対象

として調査を行った。その結果、身体的健康を分類した 4 群における運動不足感なしの

割合はそれぞれ、第 I クラスター（積極的健康型）64.8%、第 II クラスター（健康無視

型）41.9%、第 III クラスター（健康安定型）46.0%、第 IV クラスター（健康不安型）

24.3%であった。また、身体的健康度と諸要因との関係について、特に健康群は過去・

現在共に体力が著しく高く、現在の体力に満足し、運動不足感がないのに対し、不健康

群は全く逆の傾向を示し、両者間の差は顕著であったことを報告している。すなわち、

運動不足感の有無が身体的健康の関連要因の一つとしてあげられている。中高年を対象

とした研究について、加藤ら（2015）の高齢女性を調査した報告では、運動不足だと感

じている者ほど骨密度は低かった。また、定期的に運動を実施している者が 62%いたが、

そのうち約 40%の者が運動不足を感じていた。早川ら（2016）の農業経験者が半数以上

を占めていた中高年者を対象とした調査では、運動不足は全体の 80%が感じていたが、

高年齢になるほど減少した。生活習慣病の罹患との関係では、男性に関与が認められた

のは運動不足を感じていることであった。及川（1994）が聴覚障害を持つ学生を対象と
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した健康生活調査において、運動不足感は非常に強いが、実践が伴っていない傾向がみ

られたと報告している。これらの報告では、運動不足感は一つのキーワードとして健康

状態との関連があると指摘されている。 

運動不足感と体力の関連について、田口ら（1980）の大学一年生の男性を対象とした

報告では、運動不足感を規定する要因は体力の全身持久力、健康の自覚コンディション

であり、日常の運動頻度や運動量といった実際に体を動かす運動実施量それ自体は、運

動不足を規定する要因として非常に弱かった。宮平ら（1995）は、女子短期大学生を対

象とした調査において、大学 1 年次での運動不足感が高いものほど、中学 2 年次から

高校 1 年次までの自己認識による体力レベルが高く、高校期での急激な低下を特微とし

ていることを報告した。その中では、体力の自己評価と運動不足感の間に統計的に有意

な関係が認められたが、運動不足感と体力テストの結果の間には有意な関係は認められ

なかった。 

以上の調査報告において、運動不足感は単に健康調査を補う要素として扱われること

が多く、運動不足感を主テーマとする研究は少ない。また、運動不足感については、職

業、年齢、居住地、身体的・自覚的健康度、身体活動量、運動実施状況、体格・体力、

生活習慣病の羅患、食習慣等様々な要因に影響されると報告されているが確証を得るま

でには至っていないと考えられる。 
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2.5 大学生における健康・運動に関連する研究 

 

運動・スポーツ活動を進めるにあたり、各ライフステージに応じた研究調査の有効性

が指摘されている（文部科学省，2012）。スポーツ庁においては、ライフステージに応

じたスポーツ活動の推進とその環境整備を行い、成人のスポーツ実施率を週 1 日以上が

65%程度となることを目指している（スポーツ庁，2020）。しかし、「令和元年度（2019）

スポーツの実施状況等に関する世論調査」（スポーツ庁，2020）によると、成人の週 1 日

以上のスポーツ実施率は全体で 53.6%であり、男性 40 代・50 代、女性 60 代では、前年

度を上回っている一方、20 代（45.7%）を中心に各年代で低下していると指摘されてい

る。それとともに、若者において健康状態と体力も低下していくことが危惧される。 

こうした状況の中、若者である大学生の現状が注目される。吉田（1982）によれば、

近年の大学生は運動習慣の減少が見られ、一般学生における身体活動量は少なく、運動

部の加入率も低く、運動不足による肥満傾向が増大していると報告されている。また、

18～20 代前半に相当する大学生期は、生涯の中で体力的に最も充実している時期であ

り、その後の人生の体力的なベースとなる時期であると言われている（北尾ら，2009）。

また、10 代後半から 20 代前半で身体活動量が高かった者は、45 歳以上での身体活動も

高い（Conroy ら，2005）と報告されており、若年期に身体活動量を認識した活動的な生

活習慣を身につけることが重要といえる（大下ら，2019）。 

日本では、健康に関わる良識的な決定を促すための運動・健康教育は、戦後から大学

体育に実技や講義として導入された（飯塚, 1975; 田崎, 2001）。多くの大学体育関係者

らが、青年期にあたる大学生の体力・運動能力の低下、運動習慣の減少、生活習慣およ

び健康状態を問題視している（吉田，1982；馬場ら，2001；奈良ら，2002；田中，2006；

木村ら，2008；森ら，2010；小川ら，2014；上村ら，2015；山内ら，2019）。その一方

で、中学生から社会人までの幅広い年齢層の運動を含めた生活習慣に関する調査（徳永
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ら，2002）では、大学生の生活習慣が他の年代と比較して著しく劣っていた。すなわち、

健康度評価と有意に関連している運動条件、食生活状況、休養状況、睡眠状況は、中学

生や高校生よりの方が大学生に比べてより良好であった。これは、大学生が、高校生や

社会人に比べて社会的規制が弱いなどから、一般に生活習慣の乱れが生じやすい世代

（水野，2006）であることが関係していると考えられる。 

大学生・新入生を対象に運動・体力と健康の関連を報告した多くのレビューでは、運

動頻度・習慣、体力と健康度・生活習慣との間には密接な関係があると示されている（徳

永ら，2004；廣野ら，2014；小川ら，2015；益川ら，2017；水月ら，2018；九鬼ら，2019）。

これらの報告によれば、若年期から運動・スポーツの実施頻度を高めることは、運動の

習慣化につながり、結果として生涯にわたって高い体力水準や健康状態に保つことが可

能と考えられ、また、運動実態を軸とした相乗的な体力・健康増進効果が検証されてい

る。これに加えて、運動実施者の主観的・感覚的視点による運動不足感に着目すること

により、運動と健康の関係についてより理解が深められると考えられる。 

大学生の中でも、特に新入生において、高校までは体育授業等によりある程度の運動

時間が確保されてきたのに対し、運動実施時間および運動頻度が減少していること（浅

井ら，2019）が報告されている。そして、受験勉強の期間、運動不足に陥りがちな高校

生は、おそらく体力が低下した状態で大学に入学してきていると思われる（木村ら，

2008）。大学生期に自主的で活発な身体活動や運動を営むことは、生涯を通じて健康づ

くりを行う上で重要であり、とりわけ、大学 1 年生は、高校から大学へと生活習慣の

変化が大きい時期であり、身体活動や運動および健康に関する生活習慣の実態を知るこ

とは、大学での健康教育を考える上で役立つ（門田，2002）と考えられる。大学生の運

動実施状況の調査（植田ら，1998）によれば、日常に運動をしている者の割合は、新入

学年時において最も高く（男子 65.0%、女子 49.3%）、学年があがるにつれてその割合が

低下し、女子でその傾向が著しい（4 年時で男子 50.7%、女子 25.4%）。また、4 年生を
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対象にして個人内の動向を追ってみると、1 年生の時に運動・スポーツ活動を実施して

いない者はその多くが 4 年間とも実施することはない。すなわち大学に入って一定期間

が過ぎてから開始する例はほとんどないということであり、大学に入ってから運動の実

施を止めた場合に再び開始する者の割合も低いことが報告されている。したがって、大

学時期において新入生の運動実施の養成は非常に重要で、より積極的に取り組んでいく

方策を検討することが課題であると考えられる。 

そして、運動・スポーツ活動に対する好意的な認識をもちながらも、日常生活におけ

る運動・スポーツ習慣の獲得に関する自己評価は高くない現状にあることから、入学時

に的確なスポーツプログラムを提供していく必要性（青木，2009）が示唆されている。

大学生にとって大学入学後に如何に定期的な運動の機会を作り出すかが、体力の維持・

増進、そして将来の健康のために重要となり、大学生の体力の維持・増進を図るために

は、まず新入生の体力の現状を把握することが大切である（木村ら，2008）。また、大

学新入生は家庭や学校の保護の下で育った生活とは異なり居住形態や教育環境が大き

く変化する「転換期」にあたることから，心身ともにかかる負担は特に大きく（藤塚ら，

2002）、特に大学 1 年生の前期は，学生の今後の大学適応状態がある程度決まる時期と

言える（高下，2011）。こうしたことから、成人期を迎える大学新入生の運動を含めた

健康状態・体力の現状を把握し、より健康・運動促進の良い方策を作成しておくことは、

将来の健康・体力に関する効果的な健康・運動の教育を実現するために必要なことであ

ると考えられる。 
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第 3 章 検討すべき問題点と課題の設定 

 

前章の文献研究により、本論文において検討すべき問題点を以下のように整理した。 

 

問題点 1.  多くの先行研究で、健康感は、中高年者において各種健康指標や自覚症状お

よび体力等との関連が認められているが、大学新入生を含む若者においての研究

報告は中高年者に比べて少なく、若者における健康指標としての健康感の位置づ

けに不明な点が多い。 

 

問題点 2．先行研究によれば、運動不足感は、職業・年齢・居住地・自覚的健康度・身

体活動量・運動実施状況・体格・体力・生活習慣病の羅患・食習慣等さまざまな

要因との関係が報告されているが、詳細な研究として運動・生活状況や体力およ

び運動習慣との関連等を検討したものはほとんど見当たらず、不明な点が多い。 

 

問題点 3．先行研究における健康評価については、その多くで主観的な健康指標が用い

られているが、必ずしも運動・体力に関する指標が考慮されているわけではない

ので、身体活動度や体力の高い人の健康評価には不十分な可能性がある。 
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本研究では、上記の 3 つの問題点を検討するために、以下の 6 つの課題を設定し

た。 

 

1. 問題点 1 に対する研究課題（第 4 章で検討） 

1) 健康感と体力および運動頻度との関連（論文Ⅰ） 

大学新入生を研究対象として、アンケート調査と体力測定を行い、健康感の

有無による体力比較をすることで、健康感と体力および運動頻度との関連を明

らかにする。 

 

2) 健康感と自覚症状との関連についての検討 

大学新入生を研究対象として、健康感と自覚症状に関するアンケートを行い、

その結果から、健康感と心身の自覚症状の関連性を検討する。 

 

なお、本論文の各課題については、全体を通して対象を大学新入生としている。そ

の理由は、以下のとおりである。 

第 2 章で述べたように、大学新入生は、居住形態や教育環境等を含めたライ

フスタイルが大きく変化する「転換期」を過ごすことになり、健康の維持・増

進が特に重要となる。しかし、近年の運動実施率（スポーツ庁，2020）をみる

と、中高年層で増加している一方、相対的に体力水準の高い若者では低下して

いると報告されている。これらのことを考慮し、本論文では以下の課題につい

ても研究対象者を大学新入生とする。 

 

2. 問題点 2 に対する研究課題（第 5 章で検討） 

1) 運動不足感と運動・生活状況および自覚症状との関連についての検討 
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研究対象者に対して、運動・生活状況および自覚症状のアンケート調査の

結果から、運動不足感に影響を及ぼす要因を検討する。 

 

2) 運動不足感と体力および運動習慣との関連（論文Ⅳ） 

研究対象者に対して、運動・生活状況および自覚症状のアンケート調査と

体力測定を実施し、運動不足感の有無と体力および運動習慣の関連を検討す

る。 

 

3. 問題点 3 に対する研究課題（第 6 章で検討） 

1) 健康感と運動不足感の有無による運動・生活状況と心身の自覚症状の比                  

較（論文Ⅱ） 

研究対象を、健康感の有無と運動不足感の有無を組合せることによって

グループ分けし、それぞれの群が、運動・生活状況や心身の自覚症状につ

いてどのような特徴を持っているか検討する。 

 

2) 健康感と運動不足感の組み合わせによる多段階健康尺度の検討（論文Ⅲ） 

研究対象の調査データから、健康感の有無と運動不足感の有無の組み合

わせによる健康尺度を作成し、そこで用いられる運動や体力指標の尺度に

及ぼす影響を検証する。また、従来の健康感のみの尺度と比較することで、

その特徴を検討する。 
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第 4 章 健康感に関連する研究 

 

4.1 健康感と体力および運動頻度との関連【論文Ⅰ】 

 

4.1.1 背景と目的 

主観的健康感について、五十嵐ら（2006）によれば、疾患の有無に関わらず、自分は

健康であると思うか、そう思わないかを主観的に捉えた指標であり、医学的な健康度と

は必ずしも一致するものではないと説明されている。 健康指標としての主観的健康感

に関する初期の研究は、1950 年代後半より米国の老年学の領域で始められ、日本にお

いては主観的健康感の予測的妥当性に関する研究 が 1980 年代から行われている（三徳

ら，2006）。最近の文部科学省の調査（2013）によれば、国民の健康状態について、健

康だと思うか聞いたところ、「健康である」とする割合は、20 代の 94.7%から 70 代以

上の 73.7%と加齢とともに減っていく傾向にある。 

 一方、健康感と体力レベルとの関連については、平成 27 年度体力・運動能力調査（文

部科学省，2016）によれば、ほとんどの年代（20～79 歳）において、「大いに健康」と

意識する群の体力合計点が最も高い。また高齢者を対象とした研 究では、上体起こし

（村田ら，2010）、握力、膝伸展力および最大歩行速度（宮原ら，2007）、身体的自立に

必要な体力（小西ら，2009）などは主観的健康感との関連が認められたと報告されてい

る。このように、健康感のある人は体力が高いという関連が示されているが、健康感と

体力レベルとの関連について、大学新入生を含む 10 代後半を対象とした研究報告は少

ない（北尾ら，2009）。 大学生の時期は、アイデンティティの形成や精神的自立の獲得

等、今後の人生にも重要な時期といえる（志水ら，2009）。特に大学新入生は家庭や学

校の保護の下で育った生活とは異なり、居住形態や教育環境が大きく変化する「転換期」

にあたることから、心身ともにかかる負担は特に大きい（藤塚ら，2010）と考えられ、
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より高い健康意識と体力の充実が求められる。したがって、この時期の健康意識と体力

の関係について、より理解を深めることは重要である。 以上を踏まえ、本研究では、

健康感の有無による体力比較をすることによって、大学新入生の健康感と体力および運

動頻度との関連について検討する。 

 

4.1.2 方法 

1）対象 

本研究の対象者は、中部地方 N 大学において、2010 年度新入生向けの健康・スポー

ツ科学の授業・実習の受講学生であった。研究に参加した学生は新入生と 2 年生 以上

を含む男子 133 人、女子 98 人、合計 231 人であった。 そのうち、入学時 18 歳の１年

生を分析対象者とした（男子 103 人、女子 83 人、合計 186 人）。 

本研究は、所属大学における研究審査委員会の承認（22-03）を受け実施すると共に、

研究対象者には本研究の研究趣旨と内容の説明を十分に行い、参加の同意を得た。また、

調査にあたっては個人が特定できないように匿名化し、データの取り扱いに関しても漏

洩がないように配慮した。 

 

2）調査方法 

A. 体力測定項目および測定方法  

体格項目として、身長と体重を測定し、BMI（Body Mass Index; 体重 (kg)/(身長(m))2）

を算出した。体力測定項目は、「新・日本人の体力標準値Ⅱ」（2007）に参考し、健康体

力指標として、柔軟性の立位体前屈、筋力の握力、脚部の筋力と瞬発力の垂直跳び、筋

持久力の上体起こし、上半身筋力の背筋力、脚伸展力の両脚伸展パワー、全身持久力の

最大酸素摂取量（Maximal Oxygen Uptake 、以下は V
．

O2max と略す）である。そのうち、

立位体前屈、握力（竹井機器社製、T.K.K.5401 デジタル握力計）、垂直跳び（竹井機器
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社製、T.K.K.5406 紐式デジタルジャンプメーター）、上体起こし、背筋力（竹井機器社

製、T.K.K.5402 デジタル背筋力計）は「新・日本人の体力標準値Ⅱ」（2007）の方法にし

たがって測定した。両脚伸展パワー測定は、レッグパワー（竹井機器社製、T.K.K.1865）

測定器を用いて、値が増加しなくなるまで行い、最高値を測定値とした。V
．

O2max は、

自転車エルゴメーター法（コンビウェルネス社製、2100U 型と 800 型の 3 段階負荷のス

テップ方式による 9 分間の体力テストモード）を用いて測定し、運動中の脈拍数から内

部プログラムによって算出された V
．

O2max 値を求めた。 

 

B. アンケート調査および調査内容  

体力測定と同日に、健康状態、運動頻度についてのアンケート（記名式）を対象者に

配布し、その日のうちに回収した。主観的健康感（以下、健康感と記す）について、「健

康状態がどちらだと思いますか」の質問に対して「どちらかというと健康だと思う」 と

「どちらかというと不健康だと思う」という二選択肢から、本人が主観的に判断し回答

した。「どちらかというと健康だと思う」と答えた人を「健康感あり」とし、「どちらか

というと不健康だと思う」と答えた人を「健康感なし」とした。運動習慣については、

「体力・スポーツに関する世論調査」（文部科学省，2013）を参考に質問を設定し、分

析の際に 2 段階にて分類した。すなわち、現在の運動頻度に関しては、週１回のスポー

ツ実習授業（90 分間）を除いた上で、「週 6-7 日」、「週 3-5 日」、「週 1-2 日」、「月 1-3

日」、「しない」という五つの選択肢で回答させ、分析では、「週 6-7 日」、「週 3-5 日」、

「週 1-2 日」を「週 1 日以上」とし、「月 1-3 日」、「しない」を「週 1 日未満」とした。 

 

C. 調査時期 

調査は 2010 年 5 月～6 月に、対象者が受講登録しているスポーツ実習授業時に実施

した。 



 

35 

 

 

3）統計処理  

統計処理には SPSS Statistics 17.0 を用い、有意水準を 5%とした。各体力測定項目に

ついては、それぞれ平均値と標準偏差を算出し、2 群間の比較には平均値の差の検定（独

立したサンプルの t 検定）を実施した。2 群間の比率の差の検定については、クロス集

計後、Fisher の直接確率（両側）を用いた。 

 

4.1.3. 結果 

1）健康感と運動頻度について  

運動頻度については、週１回のスポーツ実習授業を除く。 

 

表 4-1 は、男女別の健康感あり・なしの人数と割合、運動頻度について週 1 日未満と

週 1 日以上の人数と割合をそれぞれ示したものである。 健康感ありの割合は、男子で

7 割弱、女子で 7 割強であり、男女間に大きな違いはみられなかった。運動頻度につい

ては、男子では週 1 日以上の割合が高く（69.9%）、 逆に、女子では週 1 日未満の割合

が高く（69.9%）、男女間に有意な差（P< .001）が認められた。 

 

 

 

項目  

男子 n=103  女子 n=83  男女間の比率

の差の検定の

P 値 
人数 (%)  人数 (%) 

 

健康感 
あり 69 (67.0%)  61 (73.5%)  

n.s. 
なし 34 (30.0%)  22 (26.5%)  

運動頻度 
1 回未満/週 31 (30.1%)  58 (69.9%)  

p＜ .001 
1 回以上/週 72 (69.9%)  25 (30.1%)  

表 4-1 健康感と運動頻度 
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2）健康感の有無による体力比較 

表 4-2 は、健康感の有無で分けた二群の体格・体力項目の平均値と運動頻度週 1 回

（週１回のスポーツ実習授業を除外）以上の者の割合を男女別にそれぞれ示したもので

ある。男子では、各体格項目について、健康感あり群と健康感なし群の間に有意な平均

値の差はみられなかった。各体力項目の平均値については、9 項目全てで健康感あり群

の方が健康感なし群に比べてやや高い傾向（P 値.049～.639）を示し、そのうち上体起こ

しは有意に高い値（P=.049）を示した。女子では、各体格項目について、男子と同様に、

健康感あり群と健康感なし群の間に平均値の有意差がみられなかった。女子の各体力項

目の平均値については、男子とは逆に、9 項目中握力を除いて 8 項目で健康感なし群の

方がやや高い傾向（P 値.048～.915）にあり、そのうち垂直跳びは健康感あり群より有意

に高い値（P=.048）を示した。 

健康感の有無別の運動頻度週 1 回（週１回のスポーツ実習授業除外）以上の者の割合

の比較において、男子では健康感あり群の割合（76.8%）が健康感なし群（55.9%）より

有意（P=.029）に高かったが、女子では健康感あり群の割合（26.2%）は健康感なし群の

割合（40.9%）より、有意ではないが低い傾向（P=.198）を示した。 
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表 4-2 男女別にみた健康感の有無別の体格・体力項目の平均値と運動頻度週 1 回以上

の者の割合 

  
男子 女子 

全体 健康感あり 健康感なし   全体 健康感あり 健康感なし  

 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値＄ 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値＄ 

人数(人) 103a 69b 34c   83d 61e 22f   

身長(cm) 170.6 (5.5) 170.2 (5.1) 171.3 (6.4) .365 156.5 (4.4) 156.7 (4.4) 156 (4.4) .487 

体重(kg) 60.6 (8.3) 60.2 (8.6) 61.4 (7.7) .511 50.9 (6.1) 50.8 (6.1) 51.4 (6.2) .690 

BMI(kg/㎡) 20.8 (2.6) 20.8 (2.6) 21 (2.8) .716 20.8 (2.4) 20.7 (2.3) 21.2 (2.6) .418 

                

立位体前屈(cm) 11.7 (8.5) 12.6 (7.7) 9.8 (9.8) .118 13.3 (8.3) 12.5 (9.2) 15.5 (5.0) .157 

握力(kg) 41.8 (6.7) 42.1 (6.6) 41.2 (7.1) .498 25.6 (4.0) 25.8 (3.9) 25.1 (4.3) .492 

上体起こし(回/30 秒) 32.4 (5.5) 33.1 (5.1) 30.9 (6.0) .049 24 (5.2) 24 (5.2) 24.1 (5.5) .915 

背筋力(kg) 115.6 (20.3) 116.9 (19.7) 112.9 (21.5) .347 67.4 (12.5) 66.5 (12.3) 69.8 (13.0) .292 

垂直跳び(cm) 59.1 (8.1) 59.4 (7.9) 58.6 (8.5) .639 39 (6.1) 38.2 (5.8) 41.1 (6.4) .048 

両脚伸展パワー(w) 738.2 (146.7) 747 (147.4) 720.3 (145.8) .387 392.6 (116.6) 386.1 (119.8) 410.8 (107.8) .396 

体重あたり両脚伸展パワー(w/kg) 12.2 (2.2) 12.4 (2.1) 11.8 (2.3) .180 7.7 (2.2) 7.6 (2.2) 8 (2.0) .466 

V
．
o2max (L/min) 2.99 (0.6) 3.02 (0.6) 2.92 (0.6) .421 1.92 (0.5) 1.9 (0.5) 1.97 (0.5) .544 

体重あたり V
．
o2max (ml/kg/min) 49.3 (8.1) 50.1 (8.2) 47.8 (7.9) .182 38 (8.4) 37.7 (7.8) 38.8 (10.1) .604 

                

運動頻度週 1 回以上の者の割合 ― 76.80% 55.90% .040 ― 26.20% 40.90% .278 

                      

太数字：健康感あり群と健康感なし群間の高値。  

＄：健康感あり群と健康感なし群間の平均値の差の検定における P 値（ただし、運動頻度についてのみ両群間の比率の差の検定における

P 値）。 

a:身長、体重、BMI、体重あたり両脚伸展パワーは 102 人、V
．
o2max は 97 人、体重あたり V

．
o2max は 96 人。 

b:身長、体重、BMI、体重あたり両脚伸展パワーは 68 人、V
．
o2max は 65 人、体重あたり V

．
o2max は 64 人。 

c:V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 32 人。d: 同 78 人。 

e: V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 57 人。f: 同 21 人。 
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3）運動頻度別にみた健康感の有無による体力比較 

表 4-3 は、男女別にみた運動頻度週 1 回未満の者と 1 回以上の者の体格・体力項目の

平均値の比較を示したものである。男子では、運動頻度週 1 回以上の者は 1 回未満に比

べ、握力を除き、体格・体力 11 項目が高い値を示し、そのうち立位体前屈、上体起こ

しおよび体重あたり両脚伸展パワーの 3 項目で有意な差（P=.006～.013）が認められた。

女子でも、男子と同じ傾向で、運動頻度週 1 回以上の者の方が全体力項目で高い値を示

し、有意な差が認められたのは身長、立位体前屈、握力、上体起こし、背筋力、体重あ

たり V
．
o2max（P 値は<.001～.041）であった。 
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表 4-3 男女別にみた運動頻度週 1 回未満の者と 1 回以上の者の体格・体力項目の平均値 

  
男子 女子 

週 1 回未満 週 1 回以上   週 1 回未満 週 1 回以上  

 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値$ 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値$ 

人数(人) 31a 72b   58c 25d   

身長(cm) 172 (5.0) 169.9 (5.7) .080 155.8 (4.1) 158.1 (4.5) .030 

体重(kg) 61.3 (7.9) 60.3 (8.4) .595 50.8 (5.8) 51.2 (6.8) .775 

BMI(kg/㎡) 20.7 (2.7) 20.9 (2.6) .796 21.0 (2.4) 20.5 (2.2) .396 

            

立位体前屈(cm) 8.5 (8.7) 13.1 (8.1) .013 12.0 (8.8) 16.3 (6.2) .029 

握力(kg) 42.1 (7.7) 41.7 (6.3) .771 24.7 (3.9) 27.5 (3.5) .003 

上体起こし(回/30 秒) 30.3 (5.5) 33.3 (5.2) .011 23.0 (5.3) 26.4 (4.1) .005 

背筋力(kg) 114.4 (24.1) 116.0 (18.7) .712 64.1 (11.6) 75.0 (11.5) <.001 

垂直跳び(cm) 57.9 (8.3) 59.6 (8.0) .329 37.7 (5.8) 41.8 (5.9) .005 

両脚伸展パワー(w) 705.5 (136.8) 752.3 (149.5) .139 381 (115.6) 419.6 (116.7) .168 

体重あたり両脚伸展パワー(w/kg) 11.5 (1.4) 12.5 (2.4) .006 7.5 (2.3) 8.1 (1.8) .248 

V
．
o2max (L/min) 2.88 (0.6) 3.03 (0.6) .216 1.86 (0.5) 2.06 (0.4) .081 

体重あたり V
．
o2max (ml/kg/min) 47.0 (9.1) 50.3 (7.5) .064 36.7 (8.5) 41.0 (7.5) .041 

＄：健康感あり群と健康感なし群間の平均値の差の検定における P 値 

a: V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 29 人。 

b: 身長、体重、BMI、体重あたり両脚伸展パワーは 71 人、V
．
o2max は 68 人、体重あたり V

．
o2max は 67 人。 

c: V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 55 人。d:同 23 人。 
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表 4-4 は、男子における運動頻度別にみた健康感の有無による体格・体力項目の平均

値の比較を示したものである。運動頻度週 1 回未満において、健康感あり群は健康感な

し群に比べ、体力 9 項目中 6 項目で有意ではないがやや高い値（P=.627～.848）を示し

た。しかし、脚パワーについての 3 項目（垂直跳び、両脚伸展パワー、体重あたり両脚

伸展パワー）では健康感あり群の方が低い値（P=.600～.859）を示した。一方、運動頻

度週 1 回以上において、全ての体力項目で健康感あり群の方が、有意ではないが高い値

（P=.100～.619）を示した。 
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表 4-4 運動頻度別にみた健康感の有無による体格・体力（男子） 

  
週 1 回未満 週 1 回以上 

健康感あり 健康感なし   健康感あり 健康感なし  

 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値$ 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値$ 

人数(人) 16a 15b   53d 19e   

身長(cm) 171.5 (4.1) 172.6 (5.9) .543 169.8 (5.3) 170.2 (6.7) .793 

体重(kg) 61.3 (9.7) 61.2 (5.9) .987 59.9 (8.3) 61.5 (9.0) .489 

BMI(kg/㎡) 20.8 (3.1) 20.6 (2.3) .835 20.7 (2.4) 21.2 (3.1) .485 

            

立位体前屈(cm) 8.8 (8.4) 8.2 (9.2) .848 13.8 (7.2) 11.1 (10.3) .222 

握力(kg) 42.6 (7.1) 41.6 (8.5) .722 42 (6.5) 40.8 (6.0) .499 

上体起こし(回/30 秒) 30.6 (4.8) 30 (6.4) .758 33.9 (4.9) 31.6 (5.8) .100 

背筋力(kg) 116.5 (19.6) 112.2 (28.6) .627 117 (20.0) 113.4 (14.6) .471 

垂直跳び(cm) 57.1 (7.7) 58.7 (9.2) .632 60 (8.0) 58.4 (8.2) .455 

両脚伸展パワー(w) 701.2 (147.5) 710.1 (130.0) .600 760.9 (146.0) 728.3 (160.5) .419 

体重あたり両脚伸展パワー(w/kg) 11.4 (1.3) 11.6 (1.5) .859 12.7 (2.2) 12 (2.8) .255 

V
．
o2max (L/min) 2.91 (0.7) 2.85 (0.5) .763 3.05 (0.5) 2.98 (0.6) .619 

体重あたり V
．
o2max (ml/kg/min) 47.3 (10.9) 46.6 (7.2) .846 51 (7.1) 48.6 (8.5) .259 

太数字：健康感あり群と健康感なし群間の高値  

＄：健康感あり群と健康感なし群間の平均値の差の検定における P 値。 

a: V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 15 人。b: 同 14 人。 

c:身長、体重、BMI、体重あたり両脚伸展パワーは 52 人、V
．
o2max は 50 人、体重あたり V

．
o2max は 49 人。 

d: V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 18 人。 
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表 4-5 は、女子における運動頻度別にみた健康感の有無による体力比較を示したもの

である。運動頻度週 1 回未満において、健康感あり群は健康感なし群に比べ、体力 9 項

目中 8 項目で有意ではないがやや低い値（P=.135～.902）を示した。一方、運動頻度週

1 回以上においては、健康感あり群の方が 9 項目中 5 項目で高い値（P=.004～.644）を

示し、そのうち握力は健康感なし群より有意に高い値（P=.004）を示した。 
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表 4-5 運動頻度別にみた健康感の有無による体格・体力（女子） 

  
週 1 回未満 週 1 回以上 

健康感あり 健康感なし   健康感あり 健康感なし  

 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値＄ 平均値 (SD) 平均値 (SD) P 値＄ 

人数(人) 45a 13b   16c 9   

身長(cm) 155.9 (4.0) 155.6 (4.7) .813 159 (4.7) 156.5 (4.0) .188 

体重(kg) 50.4 (5.6) 52.1 (6.5) .356 51.8 (7.5) 50.3 (5.8) .623 

BMI(kg/㎡) 20.8 (2.2) 21.6 (3.0) .273 20.4 (2.4) 20.5 (1.9) .944 

            

立位体前屈(cm) 11.4 (9.5) 14.2 (5.4) .328 15.7 (7.3) 17.4 (3.7) .529 

握力(kg) 24.6 (3.6) 25.1 (5.1) .679 29 (2.9) 25.0 (3.2) .004 

上体起こし(回/30 秒) 22.9 (5.0) 23.2 (6.5) .831 27 (4.3) 25.3 (3.6) .340 

背筋力(kg) 63.0 (10.1) 67.9 (15.4) .298 76.3 (12.9) 72.6 (8.6) .444 

垂直跳び(cm) 37.1 (5.0) 39.8 (7.7) .135 41.1 (6.9) 43.0 (3.7) .446 

両脚伸展パワー(w) 370 (114.0) 418.9 (119.0) .182 431.1 (129.0) 399.1 (95.3) .523 

体重あたり両脚伸展パワー(w/kg) 7.4 (2.3) 8.1 (2.3) .332 8.3 (2.0) 7.9 (1.5) .644 

V
．
o2max (L/min) 1.85 (0.5) 1.87 (0.6) .902 2.03 (0.4) 2.1 (0.5) .714 

体重あたり V
．
o2max (ml/kg/min) 36.8 (7.8) 36.5 (10.9) .926 40.4 (7.2) 41.8 (8.4) .671 

太数字：健康感あり群と健康感なし群間の高値。  

＄：健康感あり群と健康感なし群間の平均値の差の検定における P 値。 

a:V
．
o2max と体重あたり V

．
o2max は 43 人。b:同 12 人。c:同 14 人。 
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4.1.4.考察 

1）健康感について 

本研究において、大学新入生の健康感ありの割合は、男子では 7 割弱、女子では 7 割

強であった（表 4-1）。他の大学 1 年生対象の調査報告のうち、蒲の報告（2008）は健康

と自己評価をしている男子が 72.9％、女子が 74.8％であり、本研究と同程度の結果であ

ったが、藤塚らの報告（2002）は「ほとんど健康である」と回答した学生が 94.0%であ

った。さらに、成人を対象とした全国的な調査（厚生労働省，2014a；文部科学省，2013）、

中高齢者対象の調査（小笠原ら，2005；笠井ら，2001）、および労働者の調査（五十嵐

ら，2006）等の結果をみると、健康であると回答・評価する割合が 50%台後半～90%台

の報告が多く、本研究の対象者の結果はこれらの報告の範囲内であった。 

 

2）健康感と体力について 

健康感の有無による体力比較（表 4-2）において、男子では健康感あり群の方が健康

感なし群より、全体力項目でやや高い水準を示した。その理由の一つとして、健康感あ

り群は運動頻度週 1 日以上の人数割合がより多く、高い体力水準は相対的に高頻度の運

動習慣の影響を受けていることが考えられた。 

一方、女子では、健康感なし群と比較して健康感あり群の方が体力水準において全体

としてやや低い傾向であったことは、男子とは逆の結果であった。しかし、その結果に

ついて、健康感あり群は健康感なし群に比べて運動頻度週 1 日以上の割合は低い傾向に

あり、健康感あり群の低い体力水準となる理由の一つとしては相対的に低い運動頻度で

あると考えられた。 

 いずれにしても、男女ともに健康感の有無による体力水準は運動頻度の高低に影響さ

れていると示唆されたことから、健康感の有無による体力比較をするためには運動頻度

別に検討すること（表 4-4、表 4-5）が必要と考えられた。 
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3）運動頻度別にみた健康感の有無による体力について 

体力について、運動頻度の影響を避けるため、健康感の有無による体力比較を運動頻

度別に検討した（表 4-4、表 4-5）。まず、男女とも、運動頻度の高いグループは、グル

ープ全体として運動頻度の低いグループに比較してほとんどすべての体力項目の平均

値が高かった。本研究の対象者において、男女それぞれ運動頻度と体力レベルの間に関

連があることは明らかであった。 

表 4-4 によれば、男子では、運動頻度の低いグループにおいて、健康感の有無による

明確な体力差がみられなかったが、運動頻度の高いグループにおいては、健康感あり群

の方がなし群に比較して全ての体力項目が高い傾向を示した。すなわち、運動頻度の低

いグループにおける結果と比べて、運動頻度の高いグループでは、健康感の有無がと体

力との関連性が現れやすいと考えられた。それについて、明確な理由は不明であるが、

運動頻度の高い場合では、体力水準を高める要素（例えば、適切な運動強度や運動時間）

を含む運動を多くすることが、より明確な健康感をもちやすくすることに影響している

と推察された。 

表 4-5 によれば、女子では、運動頻度の低いグループにおいて、健康感なし群の方が

9 項目中 8 項目で体力値は高い傾向であり、健康感の有無は体力水準と負の相関性がみ

られた。北尾ら（2009）は、女子で体力が低いほど健康であると自覚しているというア

ンバランスの傾向もみられたと報告しており、本研究の結果と類似していた。この負の

相関について、その理由は不明であるが。体力との関係とは別に、他の研究で、健康感

があることは朝食を毎日食べることや栄養のバランス、自覚的ストレスが少ないこと

（志水ら，2004）、や一人暮らしでないこと（吉岡ら，2011）などに影響されると報告さ

れており、本研究における運動頻度が低く健康感のない女子は、それらの要因が相対的

に欠けていたのかもしれない。一方、運動頻度の高いグループにおいては、健康感あり

群の方が 9 項目中 5 項目の体力項目で高い傾向にあり、特に握力は有意に高く、運動頻
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度の低いグループにおいてみられた負の相関性はみられなかった。 

以上の結果から、本研究の男女の大学新入生において、運動頻度が高いグループでは、

健康感をもつことがより高い体力水準と関連していることが示された。 
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4.2 健康感と自覚症状との関連についての検討 

 

4.2.1 背景と目的 

大学新入生はライフスタイルが高校生時期と大きく変わり、心身ともに新たな負担を

受けながら生活することになる。志水ら（2004）によれば、新しい環境下では、生活習

慣の乱れや新生活に対する期待と現実の齟齬から、心身の健康を害してしまう危険性に

も曝される。そのため、若者の健康の維持・増進を図るためには、大学生の健康状態を

把握することも重要であると考えられる。 

主観的健康感は健康状態を表し、中高齢者を対象に健康指標としての有用性は多くの

先行研究（杉澤ら，1995；笠井ら，2001；艾ら，2005；五十嵐ら，2006；三徳ら，2006）

で明らかにされているが、若年者を対象とした研究は少ない。 

そこで、第 4 章 4.1 と同じデータを用いた未発表分析結果から、大学新入生における

主観的健康感と心身の自覚症状の関連性を検討する。 

 

4.2.2 方法 

1) 対象 

対象と倫理的配慮については、第 4 章 4.1（33 ページ）と同様にした。 

 

2) 調査方法 

A. アンケート調査および調査内容  

主観的健康感、心身の自覚症状についてのアンケートを対象者に配布し、その日のう

ちに回収した。主観的健康感について、「健康状態がどちらだと思いますか」という質

問に対する二択回答のうち、「どちらかというと健康だと思う」を「健康感あり」とし、

「どちらかというと不健康だと思う」を「健康感なし」とした。心身の自覚症状の質問
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項目については厚生労働省の「国民生活基礎調査」を参考にして作成した。腰痛と肩こ

りについて、それぞれ「よくある」、「たまにある」、「めったにない」の 3 つの選択肢の

回答から、抽出条件を「よくある」とした。便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧

血気味、精神的ストレスについては、それぞれ「はい」、「いいえ」2 つの選択肢の回答

から、抽出条件「はい」を「あり」とした。主観的な運動不足感は、「現在、運動不足と

感じていますか」の質問に対する二択回答のうち、「はい」を「運動不足感あり」とし、

「いいえ」を「運動不足感なし」とした。 

 

B. 調査時期 

調査は 2010 年 5 月～6 月に、対象者が受講登録しているスポーツ実習授業時に実施

した。 

 

3) 統計処理  

統計処理には SPSS Statistics 21.0 を用い、有意水準を 5% とした。2 群間の比率の差

の検定については、クロス集計後、Fisher の直接確率（両側）を用いた。健健康感の有

無に対して、自覚症状との関連性の検討には、多変量解析のロジスティック回帰分析を

用いた。具体的には、健康感の有無を従属変数（なし＝0、あり＝ 1）として、共変量

（独立変数）は性別（男=0、女=1）、腰痛、肩こり（以上 2 項目、たまにある・めった

にない=0；よくある=1）、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ス

トレス、運動不足感（以上 6 項目、なし=0；あり=1）を投入し、強制投入法による分析

を行った。 
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4.2.3 結果  

表 4-6 と表 4-7 は自覚症状 7 項目（腰痛、肩こり、便秘気味、下痢気味、体の疲れや

すさ、貧血気味、精神的ストレス）運動不足感を加えた 8 項目について、それぞれの抽

出条件に該当する回答を集計し、その人数と割合を 2 群間で比較したものである。 

男子（表 4-6）では、便秘気味を除いた 7 項目で健康感あり群に比べて健康感なし群

の訴え率が高い割合を示した。そのうち、下痢気味、体の疲れやすさ、精神的ストレス、

運動不足感の有訴率について、2 群間に統計的に有意差が認められた。 

 

*: P<0.05，**: P<0.01 

§： 2×2 クロス表における P 値 

 

表 4-6 健康感の有無による自覚症状有訴率の比較（男子） 

項目   

全体 [健康感あり] [健康感なし] 
2 群間の比率 

の差の検定 

n=103 n=69 n=34 

2×2 クロス表にお

ける Fisher の直

接確率（両側）の  

人数(%) 人数 (%) 人数 (%) P 値§ 

自覚症状       

腰痛 

よくあり 

7 (6.8%) 3 (4.3%) 4 (11.8%) .215 

肩こり 14 (13.6%) 8 (11.6%) 6 (17.6%) .542 

便秘気味 

あり 

13 (12.6%) 11 (15.9%) 2 (6.3%) .211 

下痢気味 21 (20.4%) 8 (11.6%) 13 (38.2%)  .003** 

体の疲れやすさ 58 (56.3%) 31 (44.9%) 27(79.4%) .001* 

貧血気味 21 (20.4%) 12 (17.4%) 9 (26.5%) .306 

精神的ストレス 38 (36.9%) 19 (27.5%) 18 (55.9%) .009** 

 運動関連       

運動不足感 あり 76 (73.8%) 44 (63.8%) 32 (94.1%) .001** 
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女子（表 4-7）では、便秘気味と下痢気味を除いた 6 項目で、健康感あり群に比べて

健康感なし群の有訴率が高い割合を示した。そのうち、体の疲れやすさ、貧血気味、精

神的ストレスの有訴率について、2 群間に統計的に有意差が認められた。 

男女間でそれぞれの全体について比較すると、下痢気味と精神的ストレスを除いた 6

項目で男子より女子の有訴率が高い傾向を示した。 

 

*: P<0.05，**: P<0.01，***: P<0.001 

§： 2×2 クロス表における P 値 

  

表 4-7 健康感の有無による自覚症状有訴率の比較（女子） 

項目   

全体 [健康感康あり] [健康感なし] 
2 群間の比率 

の差の検定 

n=83 n=61 n=22 

2×2 クロス表にお

ける Fisher の直

接確率（両側）の  

人数(%) 人数 (%) 人数 (%) P 値§ 

自覚症状       

腰痛 

よくあり 

7 (8.2%) 5 (8.2%) 2 (9.1%) 1.000 

肩こり 28 (33.7%) 18 (29.5%) 9 (45.5%) .197 

便秘気味 

あり 

20 (24.1%) 16 (26.2%) 4 (18.2%) .568 

下痢気味 5 (6.0%) 4 (6.6%) 1 (4.5%) 1.000 

体の疲れやすさ 55 (66.3%) 36 (59.0%) 19 (86.4%) .034* 

貧血気味 25 (30.1%) 11 (18.0%) 14 (63.6%) <.001** 

精神的ストレス 25 (30.1%) 14 (23.0%) 11(50.0%) .029* 

 運動関連       

運動不足感 あり 51 (85.5%) 51 (83.6%) 20 (90.9%) .502 
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さらに、健康感を従属変数として、共変量に性別、腰痛、肩こり、便秘気味、下痢気

味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレス、運動不足感を強制投入し、ロジステ

ィック回帰分析を実施した。その結果から、有意なオッズ比が得られた項目を表 4-8 に

示した。健康感と有意な関連が認められたのは、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、

貧血気味、精神的ストレスと運動不足感であった。そのうち、便秘気味のみを除いた 5

項目が健康感との間に逆相関性（各項目の訴えありが健康感の低下に関連）を示した。

判別的中率は 76.3%であった。 

 

表 4-8 健康感に関するロジスティック回帰分析の結果 

 共変量 β 調整オッズ比 95%信頼区間 P 値 

便秘気味 1.091 2.977 1.048-8.458 0.041* 

下痢気味 -1.208 0.299 0.096-0.934 0.038* 

体の疲れやすさ -0.914 0.401 0.163-0.987 0.047* 

貧血気味 -1.288 0.276 0.121-0.629 0.002** 

精神的ストレス -1.054 0.349 0.161-0.753 0.007** 

運動不足感 -1.818 0.162 0.046-0.574 0.005** 

判別的中率＝76.3%       

調整オッズ比が有意な共変量のみ表示。* ：P＜0.05，**：P＜0.01。 

従属変数：健康感（なし=0, あり=1）。独立変数：性別（男=0、女=1）、腰痛、肩こり（以上 2 項目、たまにある・めったにない 

=0；よくある=1）、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレス、運動不足感（以上 6 項目、なし=0；あ 

り=1）。 

β（ベータ）：偏回帰式の係数。   

 

  



 

52 

 

4.2.4.考察 

本研究の結果から、健康感との関連が認められた自覚症状について、男子では下痢気

味、体の疲れやすさ、精神的ストレス、運動不足感であり（表 4-6）、女子では体の疲れ

やすさ、貧血気味、精神的ストレスであった（表 4-7）。この結果は、健康感を持ってい

る人は自覚症状の訴えがより少ないことを示している。 

健康感に有意に関連する要因のうち男女共通の項目として、体の疲れやすさと精神的

ストレスがあげられた。山王ら（2004）によれば、「自覚的健康状態」が悪い者や「ス

トレス」を感じている者は疲労度が高い傾向があった。また、波多野らの調査（1999）

によれば、異なるグループ（20 代－70 代）の比較において、健康状態に関わる各危険

因子の中、最も該当していたのは精神的ストレスがあったと報告された。このように、

精神的ストレスあるいは心の健康は健康感と大きく関連していると考えられる。また、

健康感に関連する要因において男女別の特徴としては、男子の下痢気味、女子の貧血気

味があげられ、一部の項目について男女の感じ方の違いがみられた。折原ら（2006）は

生活習慣と健康意識に関する因子の性差が認められ、落合ら（2011）は健康行動の性差

が認められたとそれぞれ報告している。そして、一方、本研究での腰痛と肩こりの有訴

率は男女とも健康感なし群でやや高い傾向であったが健康感あり群に比較して有意な

差ではなかった。田邉ら（2021）によれば、中高年者に比べて若年者の腰痛や肩痛を有

する割合は低い傾向がみられ、自身の健康状態を健康でないと認識する者においては、

膝や腰、股関節、肩に痛みを有していた。したがって、青年期にある大学新入生におい

ては、腰痛や肩こりは他の自覚症状項目に比べ健康感の有無を分ける要因としては相対

的に弱いことが示唆された。 

健康感と運動不足感の関係について、男子（表 4-6）では有意差が認められ、女子（表

4-7）では統計的に有意ではないが、男女とも健康感あり群の方が運動不足感の訴え率

が低い傾向がみられた。このことから、健康感を調査する際に運動に関する要因も考慮
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する必要性が示唆された。 

ロジスティック回帰分析の結果では、性別、腰痛、肩こりは、それぞれ健康感の有無

とは有意な関連性がみられなかったが、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血気

味、精神的ストレスと運動不足感が健康感に影響を及ぼす有意な変数として抽出された。

表 4-8 から、便秘気味を除いた 4 項目の自覚症状の訴えと運動不足感について、それぞ

れ訴えがある方が、健康感が低いことが示された。中高齢者を対象とした研究（小笠原

ら，2005；笠井ら，2001；鹿瀬島ら，2015）結果でも健康感の良否は自覚症状と身体的

な痛みなどからの訴え率との関係を示していることが報告されている。以上のように本

研究の結果は先行研究の結果と矛盾しないことが確認できた。 

また、自覚症状を含めた健康実態を知ることは、大学での健康教育を考慮する上で役

立つと考えられる。 
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4.3 章のまとめ 

 

第 4 章では問題点 1（29 ページ）について、2 つの課題（「健康感と体力および運動頻

度との関連」と「健康感と自覚症状との関連についての検討」）を設定し、検討した。 

その結果、以下のことが示された。 

 

1. 若者である大学新入生の健康感の割合は約 7 割であり、中高年者と類似した結

果であった。 

2. 健康感の有無による体力水準の違いは、男女ともに運動頻度の高低に影響され

ていると示唆された。 

3. 運動頻度別に健康感の有無による体力比較を検討した結果、男子の運動頻度の

低いグループでは、健康感の有無による明確な体力差がみられなかった。一方、

女子において健康感なし群の方でより高い体力値を示す傾向がみられたが、運

動頻度が高いグループに限定すれば、男女とも健康感をもつことがより高い体

力水準と関連していた。 

4. 健康感に影響を及ぼす要因として、自覚症状の便秘気味、下痢気味、体の疲れ

やすさ、貧血気味、精神的ストレスと運動不足感が示された。その結果は、中

高年者における結果と同様の傾向を示した。 
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第 5 章 運動不足感に関する研究 

 

5.1 運動不足感と運動・生活状況および自覚症状との関係についての検討 

 

5.1.1 背景と目的 

近年では、多くの公的機関や企業（堺市，2015；神栖市，2015；渋谷区教育委員会事

務局生涯学習・スポーツ振興部，2017；沖縄県文化観光スポーツ部スポーツ振興課，2017；

スポーツ庁，2019；株式会社ストライド，2020；三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング

株式会社，2020）がスポーツに関する調査を実施し、それら結果として 5 割から 9 割の

人が運動不足感を有していると報告している。このように、運動不足感は運動・スポー

ツに関する調査において、運動関連の主観的な指標として広く用いられているが、それ

に関連する要因についての検討は十分とはいえない。 

そこで本研究の目的は、大学新入生を対象に、運動・生活状況および自覚症状を調査

し、運動不足感と関連する要因を検討することである。 

 

5.1.2 方法 

1) 対象 

本研究の対象者は、中部地方 N 大学において、2009 と 2010 年度新入生向けの健康・

スポーツ科学の授業・実習の一部受講学生であった。具体的な分析対象について、運動

不足感と運動・生活状況および自覚症状においては、2010 年度の男子 101 人、女子 81

人、合計 191 人であり、運動不足感と運動量の分析においては、2009 年度と 2010 年度

の２年度分の男子 167 人、女子 155 人、合計 322 人であった。すべての分析対象者は入

学時 18 歳の 1 年生であった。 

本研究は、所属大学における研究審査委員会の承認（21-04，22-03）を受け実施する



 

56 

 

と共に、研究対象者には本研究の研究趣旨と内容の説明を十分に行い、参加の同意を得

た。また、調査にあたっては個人が特定できないように匿名化し、データの取り扱いに

関しても漏洩がないように配慮した。 

 

2) 調査方法 

A. アンケート調査および調査内容  

健康状態、運動不足感、運動実施状況、生活状況、心身の自覚症状に関する項目につ

いてのアンケート用紙を対象者に配布し、その日のうちに回収した。 

運動不足感と運動・生活状況および自覚症状の分析において、各項目についての回答

形式および割合を算出するための抽出条件を以下のように設定した。主観的な運動不足

感は、「現在、運動不足と感じていますか」の質問に対する 2 択回答のうち、「はい」を

「運動不足感あり」とし、「いいえ」を「運動不足感なし」とした。運動状況の質問項

目として、現在の運動頻度について、週 1 回の健康・スポーツ授業以外に「週 6-7 日」、

「週 3-5 日」、「週 1-2 日」、「月 1-3 日」、「しない」の 5 つの選択肢から 1 つ回答しても

らい、抽出条件は「週 6-7 日」、「週 3-5 日」を合わせた「週 3 日以上」とした。また、

高校の運動経験として、抽出条件を「運動経験 2 学年以上」とした。生活状況の質問項

目として、朝食は平均的に週何日食べるかを回答してもらい、抽出条件を「毎日（週 7

日）摂取」とした。一日の食事回数について、「原則三食」、「二食」、「一食」の 3 つの

選択肢の回答から、抽出条件を「原則三食」とした。平日の平均的な睡眠時間について、

「6 時間未満」、「6 時間-8 時間未満」、「8 時間以上」の 3 つの選択肢の回答から、抽出

条件を「6 時間未満」とした。寝不足情況について、「週 6-7 日」、「週 3-5 日」、「週 1-2

日」、「月 1-3 日」、「ない」の 5 つの選択肢の回答から、抽出条件を「週 6-7 日」とした。

一日の視聴時間（テレビやインターネット）について、時間数を回答してもらい、抽出

条件を「2 時間以上」とした。一週間のアルバイト時間について、時間数を回答しても
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らい、抽出条件を「5 時間以上」とした。一日の自習時間について、時間数を回答して

もらい、抽出条件を「2 時間以上」とした。一人暮らしの状況について、「同居人あり」、

「一人暮らし」2 つの選択肢の回答から、抽出条件を「一人暮らし」とした。心身の自

覚症状の質問項目として、腰痛と肩こり、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血

気味、精神的ストレスについては、4 章 4.2（48 ページ）と同様にした。月経周期（女

子のみ）について、「正常」、「ほぼ正常」、「正常と言えない」の 3 つの選択肢の回答か

ら、抽出条件を「正常と言えない」とした。生理痛（女子のみ）について、「よくある」、

「たまにある」、「めったにない」3 つの選択肢の回答から、抽出条件を「よくある」

とした。 

運動実施状況（運動頻度、週運動時間）の違いによる運動不足感訴え率の検討におい

て、運動頻度は 5 つの選択肢（「週 6-7 日」「週 3-5 日程度」「週 1-2 日程度」「月 1-3 日

程度」「しない」）をそのまま用いた。週運動時間については、運動頻度（回/週）×運動

時間（分/回）で算出可能であるが、本研究では選択肢が幅をもった区分であるため、各

区分の中間値を利用して算出した。すなわち、頻度では「週 6-7 日」は 6.5 回/週、「週

3-5 日程度」は 4 回/週、「週 1-2 日程度」は 1.5 回/週、「月 1-3 日程度」は 0.5 回/週、「し

ない」は 0 回/週を用いた。運動実施日 1 回あたりの時間については、「3 時間以上」は

180 分/回、「2 時間-3 時間未満」は 150 分/回、「1 時間-2 時間未満」は 90 分/回、「30 分-

1 時間未満」は 45 分/回、「30 分未満」は 15 分とした。 

 

B. 調査時期 

調査は 2009 年度と 2010 年度の各年度 5 月～6 月に、対象者が受講登録しているスポ

ーツ実習授業時に実施した。 
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3) 統計処理  

統計処理には SPSS Statistics 21.0 を用い、有意水準を 5%とした。2 群間の比率の差

の検定については、クロス集計後、Fisher の直接確率（両側）を用いた。 

 

5.1.3 結果 

1) 運動不足感の有無別にみた運動・生活状況と自覚症状 

表 5-1 と表 5-2 は男女それぞれについて、運動不足感の有無別にみた運動・生活状況

と自覚症状の各項目における抽出条件該当者の割合（該当率）を比較したものである。 

 男子について（表 5-1）、高校時代に 2 学年以上運動部経験のある者の割合は「運動不

足感あり」群が 80.0%と「運動不足感なし」群（69.7%）より有意ではないがやや大き

く、一方、現在の運動頻度が週 3 日以上の者の割合は、「運動不足感なし」群（76.8%）

の方が「運動不足感あり」群（15.8%）より有意に大きかった。食生活では、朝食毎日

摂取と三食摂取の該当率についてそれぞれ「運動不足感なし」群の方がやや高かった（有

意差なし）。生活状況 6 項目における該当率は、いずれも「運動不足感あり」と「運動

不足感なし」の 2 群間で有意差は示されなかったが、寝不足情況と一週間アルバイト時

間では、「運動不足感あり」群の方が 15～20%ポイント該当率が高かった。自覚症状で

は、7 項目中 5 項目（腰痛、便秘気味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレス）

において、「運動不足感あり」群の該当率が「運動不足感なし」群より高かった（体の

疲れやすさのみ有意差あり）。 

 女子の該当率（表 5-2）について、「運動不足感あり」群の高校運動経験（33.8%）と

現在の運動頻度（2.8%）は、「運動不足感なし」群（各 80.0%、50.0%）に比較してそれ

ぞれ有意に低かった。食生活（朝食摂取、三食摂取）では、「運動不足感あり」群の該

当率は、男子と同様、いずれも運動不足感なし群の方がやや高かった（有意差なし）。

生活状況 6 項目では、一人暮らしを除く 5 項目で運動不足感あり・なし 2 群間の該当率
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は大差なく、一人暮らしでのみ「運動不足感あり」群の該当率（14.1%）が「運動不足

感なし」群（40.0%）より低い傾向を示した。自覚症状の 9 項目の該当率はいずれも運

動不足感の有無で有意差は見られなかったが、体の疲れやすさ・貧血気味について「運

動不足感あり」群の該当率の方がより高い傾向を示し、逆に下痢気味・月経周期非正常

については「運動不足感なし」群の方がより高い傾向の該当率を示した。 
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表 5-1 運動不足感の有無による運動・生活状況および自覚症状の 

抽出条件該当率の比較（男子） 

  抽出条件 
全体 

(n=101) 

運動不足感の有無 

Fisher の直接確率 

（両側）の P 値 
なし 

(n=25) 

あり 

(n=76) 

「運動状況」      

高校運動経験 2 学年以上 72.3% 69.7% 80.0% .441 

運動頻度 週 3 日以上 30.7% 76.0% 15.8% <.000*** 

「食生活」      

朝食の摂取状況 毎日摂取 71.3% 76.0% 69.7% .619 

三食の摂取状況 三食摂取 84.2% 92.0% 81.6% .345 

「生活状況」      

平日の睡眠時間 6 時間未満 59.4% 60.0% 59.2% 1.000 

寝不足頻度 週 6-7 日 27.7% 16.0% 31.6% .197 

一日視聴時間 2 時間以上 76.2% 72.0% 77.6% .594 

一週間アルバイト時間 5 時間以上 26.7% 12.0% 31.6% .069 

一日の自習時間 2 時間以上 29.7% 28.0% 30.3% 1.000 

一人暮らし している 45.5% 52.0% 43.4% .494 

「心身の自覚症状」      

腰痛 
よくあり 

6.9% 4.0% 7.9% .678 

肩こり 12.9% 16.0% 11.8% .731 

便秘気味 

あり 

12.9% 4.0% 15.8% .177 

下痢気味 19.8% 20.0% 19.7% 1.000 

体の疲れやすさ 55.4% 36.0% 61.8% .036* 

貧血気味 20.8% 12.0% 23.7% .266 

精神的ストレス 36.6% 24.0% 40.8% .156 

数字(%)は抽出条件該当率を表す 

*P<.05, **P<.01, ***P<.001 
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表 5-2 運動不足感の有無による運動・生活状況および自覚症状の 

抽出条件該当率の比較(女子) 

  抽出条件 
全体

(n=81) 

運動不足感の有無 

Fisher の直接確率 

（両側）の P 値 
なし 

(n=10) 

あり 

(n=71) 

「運動状況」      

高校運動経験 2 学年以上 39.5% 80.0% 33.8% .012* 

運動頻度 週 3 日以上 8.6% 50.0% 2.8% <.000*** 

「食生活」      

朝食の摂取状況 毎日摂取 79.0% 80.0% 78.9% 1.000 

三食の摂取状況 三食摂取 92.6% 100.0% 91.5% 1.000 

「生活状況」      

平日の睡眠時間 6 時間未満 59.3% 60.0% 59.2% 1.000 

寝不足頻度 週 6-7 日 24.7% 30.0% 23.9% .702 

一日視聴時間 2 時間以上 56.8% 60.0% 56.3% 1.000 

一週間アルバイト時間 5 時間以上 46.9% 47.9% 40.0% .743 

一日の自習時間 2 時間以上 38.3% 30.0% 39.4% .743 

一人暮らし している 17.3% 40.0% 14.1% .065 

「心身の自覚症状」      

腰痛 
よくあり 

8.6% 10.0% 8.5% 1.000 

肩こり 33.3% 30.0% 33.8% 1.000 

便秘気味 

あり 

23.5% 20.0% 23.9% 1.000 

下痢気味 6.2% 20.0% 4.2% .113 

体の疲れやすさ 65.4% 40.0% 69.0% .086 

貧血気味 28.4% 0.0% 32.4% .055 

精神的ストレス 29.6% 30.0% 29.6% 1.000 

月経周期 正常といえない 18.5% 30.0% 16.9% .383 

生理痛 あり 33.3% 40.0% 32.4% .724 

数字(%)は抽出条件該当率を表す 

*P<.05, **P<.01, ***P<.001 
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2) 運動不足感と運動実施状況（運動頻度、週運動時間）との関係 

A. 運動不足感と運動頻度 

図 5-1 と図 5-2 は、男女それぞれの現在の運動頻度 5 段階による運動不足感の訴え率

を比較したものである。 

男子について、運動不足感訴え率は週 6-7 日の群が 25.0%、週 3-5 日の群は 40.6%、

週 1-2 日、月 1-3 日、しないの群はそれぞれ 80%以上となっている。週 6-7 日、週 3-5

日、週 1-2日と運動頻度が少なくなるにしたがって運動不足感の訴え率は大きくなるが、

週 1-2 日より運動頻度が少なくなっても運動不足感の訴え率は週 1-2 日とあまり変わら

ないことが示された。 

女子について、運動不足感訴え率は週 6-7 日の群が 0%、週 3-5 日の群は 33. 3%、週

1-3 日、月 1-3 日、しないの 3 群はともにそれぞれ 80%以上の高い割合となっていた。

男子同様、週 6-7 日、週 3-5 日、週 1-2 日と運動頻度が少なくなるにしたがって運動不

足感の訴え率は大きくなるが、週 1-2 日より運動頻度が少なくなっても運動不足感の訴

え率は週 1-2 日とあまり変わらないことが示された。 
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% 
（2×5 クロス表について、χ2=40.471, P<.001） 

84.1

90.9

84.2

40.6

25.0

0 20 40 60 80 100

しない(n=44)

月1-3日(n=22)

週1-2日(n=57)

週3-5日(n=32)

週6-7日(n=12)

現在の運動頻度別にみた運動不足感の訴え率（男子）

図 5-1 現在の運動頻度別にみた運動不足感の訴え率（男子） 

（2×5 クロス表について、 P=0.000） 

図 5-2 現在の運動頻度別にみた運動不足感の訴え率（女子） 
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100
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33.3

0.0
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週1-2日(n=34)

週3-5日(n=15)

週6-7日(n=3)

現在の運動頻度別にみた運動不足感の訴え率（女子）

（2×5 クロス表について、χ2=68.160, P <.001） 
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B. 運動不足感と週運動時間 

運動不足感は、運動頻度だけでなく運動時間にも左右される可能性があると考えら

れることから、運動頻度（回/週）と時間（分/回）を掛け合わせた週運動時間（分/

週）と運動不足感の関係を調べた。図 5-3 と図 5-4 は、男女それぞれの週運動時間別

にみた運動不足感の訴え率を示したものである。 

男子について、週運動時間が 360 分以下の 4 群では、運動不足感の訴え率は 76.9～

91.7%と 4 人に 3 人以上の割合であったが、360 分超の群では 28.6%とかなり低い訴え

率を示した。女子については、360 分超の群ではさらに低い訴え率（10.0%）を示し、

次いで低いのが 240 超～360 分以下の群の 50.0%であった。240 分以下の 3 群について

は、すべて 90%超の高い訴え率であった。 
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（2×5 クロス表について、χ2=44.768, P<.001） 

図 5-3 週運動時間（単位：分）区分別にみた運動不足感の訴え率（男子） 

 

 

 
（2×5 クロス表について、χ2=78.096, P<.001） 

図 5-4 週運動時間（単位：分）区分別にみた運動不足感の訴え率（女子） 
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5.1.4 考察 

1) 運動不足感の有無による運動・生活状況および自覚症状 

本研究において運動不足感の有無による運動・生活状況および自覚症状の割合を比較

した結果について、運動不足あり群に比べて、運動不足感なし群は男女とも運動頻度が

高く、朝食と三食の摂取率がよく、一人暮らし率が高かったことが示された。男子では、

寝不足頻度は少なく、アルバイトに使う時間が少なく、多くの自覚症状の訴え率が低か

ったという傾向がある。女子では、運動経験が多く、自覚症状の便秘気味、体の疲れや

すさ、貧血気味で運動不足感なし群の訴え率が低い傾向も示された。統計的に有意が認

められたのは、男子の運動頻度と体の疲れやすさであり、女子の高校運動経験と運動頻

度であった。これらのことから、運動不足感は実際の運動頻度・経験と直接的に関係し、

身体的感覚である体の疲れにも反映されると考えられる。客観的運動と自覚症状の関連

について、奥田ら（1998）によれば運動習慣をもつ学生は身体的と精神的自覚症状の訴

え率が運動習慣を持たない学生より低かったと報告しており、本研究は今までの研究と

異なり、男子において主観的な感覚である運動不足感は体の疲れやすさとの関連性が示

唆された。運動不足感は食習慣の評価を行う場合の有用性が報告しており（藤沢，2006）、

本研究で男女とも運動不足感の有無による朝食と三食の摂取率が異なることも確証で

きたと考えられる。 

また、運動不足感あり・なし 2 群間において、大きな差としてみられたのは男子の体

の疲れやすさで 25.8 ポイント、女子の貧血気味で 32.4 ポイントもあった。このことは

第 4 章 4.2 の健康感と自覚症状との関連について、健康感と体の疲れやすさ、健康感と

貧血気味の結果と類似した傾向はみられた。男女差については、健康意識調査（折原，

2006；落合ら，2011）で報告しているが、運動不足感の調査ではみられなかった。 

さらに、本研究で男女とも運動不足感は運動そのものと最も関わることが示唆された。

これらのことから、運動不足感は健康状況と運動実施状況両方を反映した一つの健康評
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価指標として扱う可能性が示唆された。 

 

3) 運動不足感と運動実施状況（運動頻度、週運動時間） 

前述の結果では、運動不足感は運動状況との関連があると示唆されたことから、より

量的に詳細な運動実施状況との関係についても検討していく必要がある。そのため、運

動不足感と 5 段階の運動頻度、週運動時間の影響を調べた。 

現在運動頻度による運動不足感の比較では、男女とも運動頻度の高い 2 群（「週に 3-

5」と「週 6-7」）が運動頻度の低い 3 群より運動不足感を有する人数割合はそれぞれ有

意に大幅に低いことが示され、運動頻度と運動不足感の関連はあることが示唆された。

職業を有する成人を対象とした（中川，1994）調査報告では、運動の実施頻度と運動不

足感は密接に関連していたことから、本研究同様な結果が得られた。 

週運動時間区分別による運動不足感の比較は、男女とも週運動時間の少ない 0 分の

群、中程度の 120 分以下の群、240 以下の群において、いずれも高い訴え率が示され、

360 分超の群が最も低かった。240 超～360 分以下の群では、男女の違いが現れ、男子が

高い訴え率（84.6%）であったことに対し、女子が低い訴え率（50%）が示されたことか

ら、運動不足感を減らすための運動時間では、男子が長く、女子の方が少ないことが考

えられ、運動頻度のみならず、運動時間も運動不足感と関連していると示唆された。 

これらの結果から、大学新入生についての運動不足感は、実際の運動量（運動頻度・

時間）を反映し、その中、特に運動頻度に大きく左右されると示唆された。運動実施状

況を揃えているにも関わらず、運動不足感に影響する要因として運動頻度が最も大きい

と考えられる。一方、運動を実施しているのに、運動不足を感じている人もいることは、

運動不足感は潜在的な運動への意欲を持っているかもしれないと推察される。 
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5.2 運動不足感と体力および運動習慣の関連【論文Ⅳ】 

 

5.2.1 背景と目的   

近年、生活の利便化に伴い体を動かす機会が減少してきていることが、運動不足をも

たらしている。実用日本語表現辞典（2012）によれば運動不足とは、「健康の増進・維

持のために最低限必要とされる運動量に対して足りない」ことを指している。Regina ら

（2018）によれば、世界各地の合計約 200 万人の参加者（世界人口の 96％を代表する）

データからの分析では、2016 年には全世界の成人の 4 分の 1 以上が運動不足とみられ

る。これにより、14 億人以上の成人が身体不活動に関連する病気の発症または悪化の

リスクにさらされており、緊急に対処する必要があると述べられている。日本における

危険因子に関連する非感染症疾病と外因による死亡数の調査（池田ら，2011）では、運

動不足による死亡者数は、喫煙、高血圧に次ぐ第 3 位で年間約 5 万人であると発表され

ている。「今や、「生活習慣病」は「運動不足病」と言っても過言ではない」（森谷，2012）。

こうしたことから、人々の運動不足は看過できない現況になっており、重要視すること

が必要とされている。 

一方、厚生労働省（2013）は、運動を「生活活動以外の、スポーツなど、特に体力の

維持・向上を目的として計画的・意図的に実施し、継続性のある活動である」と定義し

ており、運動習慣として、「30 分以上の運動を週 2 日以上行うこと」を推奨している。 

全国的な調査 （文部科学省，2013）によれば、20 代～70 代以上の運動不足を感じる

割合は 7 割以上に達し、1979 年調査開始以来、過去 8 回の調査中最も高い割合であっ

た。一方、スポーツを定期的に行う運動習慣を持つ割合は 3 割に過ぎず、特に 20 代で

は男女それぞれ 16.4%、11.4%と低割合であった。その結果から、多くの人、特に若い世

代が運動不足と感じながら、運動習慣を持ってないことが明らかになっている。このよ

うな背景から、運動時間や運動頻度が足りない状態にあることは運動不足であると考え

られる。 
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また、「体力は活動の源であり、健康の維持のほか、意欲や気力の充実に大きくかか

わっており、人間の発達・成長を支える基本的な要素」であり、「病気から体を守る体

力を強化してより健康な状態をつくり、高まった体力は人としての活動を支えることと

なる」（文部科学省，2002）。そのため、健康の維持・増進を図る上で、体力の向上が不

可欠である。 

運動不足感と体力との関連を検討した研究について、藤沢（2006）による男性のサラ

リーマンを対象とした調査では、運動不足感を持つ者の体力が劣っており、運動不足感

は身体形態、体力および食習慣の評価を行う場合の有用性が示唆された。スポーツ庁の 

18～79 歳までの男女を対象としたスポーツの実施状況等に関する世論調査（2019）よ

れば、運動不足を「感じる」ほど運動頻度が低く、「体力に自信がある」とする割合が

低い傾向があると報告されている。このように、一般的に運動不足感の少なさと体力水

準との間には正の相関が示唆されている。 

一方、大学生は、高校生や社会人に比べて社会的規制が弱く、生活習慣の乱れが生じ

やすい世代といえる（水野ら，2006）。徳永・橋本（2002）による中学生から社会人ま

でを対象とした調査では、他の年齢集団に比較して大学生の健康度・生活習慣が最も望

ましくない傾向にあることが報告された。 

そして、大学生の生活習慣病に関する意識、知識、行動についてみると、予防態度は

あまり積極的ではなく、関心も知識も不十分で、受診状況、健康行動・意識にも問題が

みられた（門田，2002）。また、近年運動系のサークルへの参加率が低水準で、日常生

活で運動習慣がなく、体力水準がないという大学生が多い（田中，2006；森ら，2010）

と報告されている。さらに、宮元・日高（2005）が 10 年間の体格・体力を測定した結

果によると、背筋力、握力、立位体前屈などの体力は経年的に低下していた。犬塚ら（2005）

は、大学生の体力状況はほとんどの項目で新・日本人の体力標準値を下回り有意差が認

められたと報告した。 
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大学生の中でも特に大学新入生は、「入学前の学校や家庭での生活が大きく影響して

いると考え、大学に入るまでの数か月間は部活動など引退し、運動頻度の低下が見込ま

れる」（佐藤ら，2015）。また、新たな大学生活に移ることで生活形態、教育環境とライ

フスタイルの変化が大きいと考えられる（王，2016）。そのような「転換期」にいる大

学新入生の心身ともにかかる負担は特に大きいと報告されている（藤塚・藤原，2002）。

そのため、大学新入生は運動不足になりがちであり、体力の状況が注目されている。例

えば、石井（2017）は新入生の大学生の体力と健康に関する研究を行い、加藤ら（2018）

は健康教育や実技授業における教育内容に寄与する基礎的資料を得るために新入生の

体力水準を調査し、池田ら（2010）と本間ら（2019）は新入生における体力・運動能力

の推移に関する研究を行った。また、下門ら（2013）によれば、26 年間に渡り、ある大

学の新入生の体型および体力の推移から、体型は肥満とやせの割合が増加し、体力が低

下する傾向があったと報告した。このように大学新入生の体力に関する調査研究は多く

みられるが、大学新入生における主観感覚である運動不足感と実際の体力および運動頻

度との関連に着目して検討した報告は筆者の調べた限りでは見当たらない。 

そこで本研究では、大学新入生における健康管理、運動不足の改善および体力向上に

必要となる知見を提供することをねらいとして、大学新入生を対象に、運動不足感の有

無と体力および運動習慣の関連を明らかにし、検討することを目的とした。 

 

5.2.2 方法 

1) 対象 

本研究の対象者は、中部地方 N 大学において 2009・2010 年度新入生向けに開講され

た健康・スポーツ科学系科目の一部を受講した新入生で、男子 221 人、女子 190 人であ

った。データの完全性を確保するため、最終的に本研究の分析対象者は、体力とアンケ

ートデータに欠損値があった者を除いた 4 月 1 日時点で 18 歳の新入生、男子 154 人（年
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齢 18.2±0.4 歳）、女子 145 人（年齢 18.2±0.4 歳）、合計で 299 人（年齢 18.2±0.4 歳）とし

た。 

本研究は、所属大学における研究審査委員会の承認（21-04，22-03）を受け実施する

と共に、研究対象者には本研究の研究趣旨と内容の説明を十分に行い、参加の同意を得

た。また、調査にあたっては個人が特定できないように匿名化し、データの取り扱いに

関しても漏洩がないように配慮した。 

 

2) 調査方法 

A. 体力測定項目および測定方法 

体格項目は、身長と体重を測定し、BMI（Body Mass Index; 体重 (kg)/(身長(m))2）を

算出した。体力測定項目は、「新・日本人の体力標準値Ⅱ」（2007）に参考し、健康体力

指標として、柔軟性の立位体前屈、筋力の握力、脚部の筋力と瞬発力の垂直跳び、筋持

久力の上体起こし、全身持久力の最大酸素摂取量（V
．

O2max）について 4 章 4.1（33 ペー

ジ）と同様にした。 

 

B. アンケート調査および調査内容 

体力測定と同日に、運動不足感、運動習慣についてのアンケート用紙を対象者に配布

し、その日のうちに回収した。 

運動不足感の有無については、「体力・スポーツに関する世論調査」（文部科学省，2013）

と「健康づくりに関する意識調査」（厚生労働省，1997）および「平成 14 年保健福祉動

向調査の概況－運動習慣と健康意識－」（厚生労働省，2002）を参考し、2 段階評価にて

設定した。「現在、運動不足と感じていますか？」の質問に対して「はい」と「いいえ」

の 2 件法で調査した。「はい」と答えた人を「運動不足感あり」とし、「いいえ」と答え

た人を「運動不足感なし」とした。 
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運動習慣については、「体力・スポーツに関する世論調査」（文部科学省，2013）を参

考に質問を設定し、分析の際に 2 段階にて分類した。現在の運動習慣に関しては、週 1

回の体育授業以外に運動を「週 6-7 日」、「週 3-5 日」、「週 1-2 日」、「月 1-3 日」、「しな

い」という五つの選択肢で回答させた。厚生労働省（2013b）は運動習慣について具体

的には、運動を週 2 日以上行うことを推奨している。本研究の分析では、週 1 回 90 分

の健康・スポーツ授業を実施していることを考慮し、運動を「週 6-7 日」、「週 3-5 日」、

「週 1-2 日」（週 1 日以上）と回答した人を「運動習慣あり」とし、「月 1-3 日」、「しな

い」（週 1 日未満）と回答した人を「運動習慣なし」とした。 

 

C. 調査時期 

調査は 2009 年度と 2010 年度の各年度 5 月～6 月に、対象者が受講登録しているスポ

ーツ実習授業時に実施した。 

 

3) 統計処理 

統計処理には IBM SPSS Statistics 21.0 を用い、有意水準を 5%とした。各体力測定項

目については、それぞれ平均値と標準偏差を算出し、2 群間の比較には平均値の差の検

定（t 検定）を実施した。2 群間の比率の差の検定については、クロス集計後、残差分

析、Fisher の直接確率（両側）を用いた。運動不足感の有無に対して、各体格・体力項

目および運動習慣との関連性の検討には、多変量解析のロジスティック回帰分析を用い

た。具体的には、運動不足感の有無を従属変数（あり＝0、なし＝ 1）として、共変量

（独立変数）は運動習慣（なし＝0、あり＝1）、身長（cm）、体重（kg）、BMI（kg/m2）、

立位体前屈（cm）、握力（kgf）、上体起こし（回/30 秒）、垂直跳び（cm）、体重あたり

V
．

O2max （ml/kg/min）を投入し、強制投入法による分析を行った。 
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5.2.3 結果 

1) 運動不足感と運動習慣の割合について  

運動不足感の有無についての人数および割合と、現在の運動習慣の有無についての人

数および割合を男女別にそれぞれ表 5-7 に示した。 

運動不足感ありの割合は、男子で 74.0%、女子で 87.6%であり、男女ともそれぞれ 7

割以上を占めたが、女子の割合は男子より有意に高かった。一方、運動習慣については、

男子では運動習慣ありの割合（61.0%）はなしの割合（39.0%）より高いが、女子では運

動習慣なしの割合（66.9%）の方が高く、男女間に有意差が認められた。 

 

表 5-7 運動不足感と運動習慣についての男女別人数と割合 

 

2) 運動不足感の有無からみた体力と運動習慣 

運動不足感の有無で分けた 2 群の体格・体力項目の平均値と運動習慣の有無の人数割

合を男女それぞれ表 5-8 に示した。男子においては、すべての体格・体力項目で運動不

足感なし群の方があり群に比べて高値を示し、特に上体起こし（運動不足感なし群

32.9±6.3 回、同あり群 30.8±5.5 回）では有意に高かった。 

女子においては、BMI を除いた全項目について運動不足感なし群の方が高値を示し、

有意差が認められたのは立位体前屈（運動不足感なし群 17.1±5.4cm、同あり群

13.0±7.8cm）、握力平均（運動不足感なし群 27.8±3.0kgf、同あり群 25.1±4.1kgf）、上体起

こし（運動不足感なし群 28.6±4.8 回、同あり群 23.4±5.3 回）の 3 項目であった。 

項目  
男子 n=154  女子 n=145  男女間の比率の差

の検定の P 値 人数 (%)  人数 (%)  

運動不足感 
あり 114 (74.0%)  127 (87.6%)  

P=.003 
なし 40 (26.0%)  18 (12.4%)  

現在の 

運動習慣 

あり 94 (61.0%)  48 (33.1%)  
P＜.000 

なし 60 (39.0%)  97 (66.9%)  
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運動習慣ありの割合は、男子において全体で 61.0%、運動不足感あり群で 53.8%、運

動不足感なし群で 82.5%をそれぞれ示し、運動不足感の有無の 2 群間には有意差がみら

れた（Z = -3.235, p＜.01）。一方、女子においては全体で 33.1%、運動不足感あり群で

26.0%、運動不足感なし群で 83.3%をそれぞれ示し、運動不足感の有無の 2 群間には有

意差がみられた（Z = -4.839, p＜.01）。 
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3）運動不足感に関するロジスティック回帰分析 

運動不足感に関するロジスティック回帰分析の結果を男女それぞれ表 5-9 と表 5-10

に示した（有意なオッズ比を示した共変量のみ記載）。その結果、運動不足感の少なさ

と有意な正の関連が認められたのは、男子では運動習慣（オッズ比 4.499、95%信頼区

間 1.799-11.252）と体重（オッズ比 1.046、95%信頼区間 1.001-1.094）であり（表 5-9）、

女子では、運動習慣（オッズ比 10.701、95%信頼区間 2.798-40.920）と上体起こし（オ

ッズ比 1.184、95%信頼区間 1.048-1.338）であった（表 5-10）。男女それぞれの分析の判

別的中率は 73.4%と 88.3%であった。 
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表 5-9 運動不足感に関するロジスティック回帰分析の結果（男子） 

 共変量 β オッズ比 95%信頼区間 p 値 

運動習慣 1.504 4.499 1.799-11.252 .001* 

体重 0.045 1.046 1.001-1.094 .046* 

判別的中率＝73.4%       

* ：p＜0.05，**：p＜0.01 

β（ベータ）が偏回帰式の係数を表す。 

従属変数：運動不足感の少なさ（あり＝ 0、なし＝ 1） 

共変量：運動習慣（なし= 0、あり=1）、身長、体重、BMI、立位体前屈、握力、上体起こし、垂直跳び、体重あたり V
．
o2max 

強制投入法 

 

表 5-10 運動不足感に関するロジスティック回帰分析の結果（女子） 

 

 

 

* ：p＜0.05，**：p＜0.01 

β（ベータ）が偏回帰式の係数を表す。 

従属変数：運動不足感の少なさ（あり＝ 0、なし＝ 1） 

共変量：運動習慣（なし＝ 0、あり＝ 1）、身長、体重、BMI、立位体前屈、握力、上体起こし、垂直跳び、体重あたり V
．
o
．

2max 

強制投入法 

 

 

 

 

  

  共変量 β オッズ比 95%信頼区間 p 値 

運動習慣 2.370 10.701 2.798-40.920 .001** 

上体起こし 0.169 1.184 1.048-1.338 .007** 

判別的中率＝88.3%       
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5.2.4.考察 

 宮平ら（1995）は大学等での体力テストの実施が形式的に済まされ、学生への適切な

フィードバックがなされなければ、体力の自己評価や身体運動の motivation（動機）が

運動不足感へ結びついてこないと考えられると述べている。田崎らは（2009）運動不足

と運動不足感は個人のこれまでの経験や主観により個々によって捉え方が様々で、個人

に適した運動の量や方法を知る必要があると報告している。松本 （2012）は、運動継

続の決定に関する動機づけを評価する際には、「なぜ」や「何のために」という行為の

目的に注目する動機の質的な側面を評価する必要性を述べている。これらのことから、

身体活動や運動実施の増加にさらなる改善を目指すためには、より強い根拠に基づいた

運動への動機づけを探り、効果的な対策を見出していくことは重要である。そこで、本

研究では、運動不足感に着目し、体力と運動頻度との関連を多角的な視点から検討した。 

 

1) 運動不足感と運動習慣 

表 5-7 により、運動不足感を感じている学生は、男子で 4 人中 3 人（74.0%）、女子で

8 人中 7 人（87.6%）と高い割合の水準を示した。その男女差については、女子が男子

より 13.6 ポイント高く、統計的にも有意差が認められた。相澤ら（2014）によれば、一

般大学生男女 272 名の運動不足感を調査した結果では、217 名（79.8%）が運動不足を

感じていた。また、王（2016）の大学新入生を対象とした調査においても、運動不足感

の割合は男女それぞれ 73.8%と 85.5%であり、本研究の結果はそれらの報告と男女とも

ほぼ同様であった。さらに、他の報告（厚生労働省，1997；2002；文部科学省，2013；

早川ら，2016；中川，1994）でも 20 代の若年層の運動不足感の分布は男女とも 7 割～

9 割であり、いずれも男子より女子の方が高い割合を示した。 

一方、運動習慣について、健康・スポーツ授業以外に週 1 日以上の運動をしている割

合は、男子で 61.0%、女子で 33.1%であった。北尾ら（2009）による大学新入生を対象
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とした調査では、運動習慣が週 1～2 日以上の男子は 69.8%、女子は 39.8%であり、本調

査はそれよりやや低い数値を示した。しかし、女子の運動実施状況が男子よりかなり低

調であったことは共通していた。 

 

2) 運動不足感と運動習慣の関連 

本研究において運動不足感の有無別にみた運動習慣の比較（表 5-8 下段）によれば、

男女とも運動不足感なし群における運動習慣ありの人数割合（男子 82.5%、女子 83.3%）

はそれぞれかなり高い値を示し、運動不足感あり群における運動習慣ありの人数割合

（男子 53.5%、女子 26.0%）に比べてそれぞれ有意に高かった。この結果は、大学新入

生において運動不足感を感じていない者の方がより運動習慣があることを示しており、

特に女子においてより強い関係性が示唆された。      

運動不足感と運動習慣の関係については多くの調査報告がなされており、例えば、一

般成人（並河，1993；早川ら，2016）や市民（中川，1994）を対象とした調査において、

運動不足感はスポーツ実施との関連性がみられたと報告されている。また、全国的な調

査（厚生労働省，2002）では 18～65 歳以上の男女を対象とした調査によれば、運動不

足だと思わない割合について「運動も日常生活での身体活動も行っている者」34.5%で、

「運動などを行っていない者」の 11.5%に比べて、高かったと報告されている。本研究

における大学新入生の運動不足感と運動習慣の関係を検討した結果も、これらの先行研

究と同じ傾向であった。 

また、男女の運動不足感あり群における運動習慣ありの人数割合では、男子の 53.5%

に対して、女子は 26.0%と有意に低かった。このことから、同じ運動不足感あり群であ

っても男子と女子は、日常での運動実施の実態が、かなり異なっていることが推察され

る。特に、女子は運動不足を感じながらも、運動への態度がより消極的であることが示

唆される。 
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3) 運動不足感と体力の関連  

運動不足感の有無による体力水準を比較した結果（表 5-8）では、男子において、す

べての体格・体力項目で運動不足感なし群の方があり群に比べて高値を示し、特に上体

起こしでは統計的に有意に高かった。同様に女子においても、BMI を除いた全項目につ

いて運動不足感なし群の方が高値を示し、有意差が認められたのは立位体前屈、握力平

均、上体起こしの 3 項目であった。勤労男性を対象とした調査（大谷ら，1997）では、

運動不足感は低体力を反映していると報告されているが、扱った体力項目としては最大

酸素摂取量のみであった。本研究の結果から、より多くの体力項目との関連があった。 

平成 26 年度体力・運動能力調査結果（文部科学省，2014）によれば、体力水準は男

女ともにどの年齢でも運動・スポーツの実施頻度と関連していることが報告されている

が、運動不足感との関係性についての報告は少ない。一例として、男性のサラリーマン

対象の調査（藤沢，2006）では、運動不足感を持つ者の体力は、いずれの年齢において

も劣っており、30 代の VO2max、上体起こし、全身反応時間、及び 50 代の全身反応時間

においては、運動不足感を持たない者に対して有意差が認められ、運動不足感は体力と

の関連があると報告されている。しかし、この報告では運動習慣や運動頻度との関係は

検討されていない。 

大学新入生を対象とした本研究では、男女とも運動不足感なし群の方がより高い体力

を示したが、同時に運動習慣ありの割合も高かったことから、運動不足感と体力の関係

を検討するためには、運動習慣の影響を調整して分析する必要がある。 

そこで、運動習慣を調整して分析するために、運動不足感を従属変数、体格・体力項

目および運動習慣を独立変数としたロジスティック回帰分析を行った（表 5-9、表 5-10）。

統計的に有意なオッズ比が得られた独立変数は、男子の運動習慣（オッズ比 4.499、95%

信頼区間 1.799-11.252）と体重（オッズ比 1.046、95%信頼区間 1.001-1.094）、女子の運
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動習慣（オッズ比 10.701、95%信頼区間 2.798-40.920）と上体起こし（オッズ比 1.184、

95%信頼区間 1.048-1.338）であった。表 5-8 において運動不足感の有無で有意差がみら

れた 4 項目（男子の上体起こし、女子の立位体前屈、握力、上体起こし）のうち、有意

なオッズ比が得られたのは女子の上体起こしのみであった。このことから、運動不足感

の有無による体力差は運動習慣の違いによって影響されていたことが示唆された。一方、

特定の体格項目（男子の体重）や体力項目（女子の上体起こし）が運動不足感の有無に

関係していたことから、健康調査等において運動不足感を検討する際には、運動習慣だ

けでなく、体格や体力による影響にも注意する必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

82 

 

5.3 章のまとめ 

 

第 5 章では問題点 2（29 ページ）について、2 つの課題（「運動不足感と運動・生活状

況および自覚症状との関連についての検討」と「運動不足感と体力および運動習慣の関

連」）を設定し、検討した。 

その結果、以下のことが示された。 

1. 運動不足感の有無による運動・生活状況および自覚症状の割合を比較した結果

では、運動不足あり群に比べて、運動不足感なし群は男女とも運動頻度が高く、

朝食と三食の摂取率がよく、一人暮らし率が高かったことが示されたが、統計

的に有意が認められたのは、男子の運動頻度（p<.001）と体の疲れやすさ（p< 

.036）2 項目であり、女子の高校運動経験（p<.012）と運動頻度（p<.001）であ

った。 

2. 運動不足感と運動実施状況を調べた結果では、実際の運動量（運動頻度・時間・）

を反映し、特に運動頻度に大きく左右されると示唆された。 

3. 大学新入生の運動不足感の割合では、男子で 7 割以上、女子で 9 割弱であり、

他の報告とほぼ同様な傾向で、いずれも男子より女子の方が高い割合を示した。 

4. 大学新入生の運動不足感と運動習慣の関係を検討した結果では、運動不足感を

持たない者はより運動習慣があることが示された。 

5. 運動不足感の有無による体力を検討した結果において、有意差がみられた 4 項

目（男子の上体起こし、女子の立位体前屈、握力、上体起こし）であり、いず

れも高値を示されたのは、運動習慣の割合が高い運動不足感なし群であったこ

とから、運動不足感の有無による体力差は運動習慣の違いによって影響されて

いたことが示唆された。 

6. ロジスティック回帰分析による要因は、男女の運動習慣、男子の体重、女子の
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上体起こしであったことから、健康調査等において運動不足感を検討する際に

は、運動習慣だけでなく、体格や体力による影響にも考慮する必要があると考

えられる。 
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第 6 章 健康感と運動不足感の組み合わせによる健康度評価の研究 

 

6.1 健康感と運動不足感の有無による運動・生活状況と心身の自覚症状の比較

【論文Ⅱ】 

 

6.1.1 背景と目的 

現代社会は、高度な情報化や機械化などを通じた経済発展により人々の生活が便利に

なり、結果的に身体的不活動化を招いている。これに伴って、人間の健康を脅かすいろ

いろな生活習慣病の増加が危惧されている。世界保健機構（WHO）は運動不足が原因

の１つとしてみられる疾患で死亡する人は世界で 200 万人に達するとの推計を発表し

ている（山田ら，2002）。また、森谷（2003）は近年の運動医科学の研究成果により、こ

れら生活習慣病に慢性的な運動不足が大きく関係していることが明らかとなったと述

べており、現代社会において運動不足は大きな健康問題として注目されている。 

文部科学省（1997）によれば、健康を取り巻く社会状況の中で、国民一人一人が生涯

にわたる心身の健康の保持増進を図るためには、疾病の発症そのものを予防するのみな

らず、ストレス解消やストレスへの抵抗力を増す観点からも、運動、栄養及び休養を柱

とする調和のとれた生活習慣の確立が不可欠である。 

日本において全国的な調査である「体力・スポーツに関する世論調査（平成 25 年 1

月調査）」（2013）によれば、「このところ健康だと思うか」と聞いたところ、「健康であ

る」と回答する者の割合が全対象者（20 代～70 代以上）で 87.1%、「健康でない」とす

る者の割合が 12.7%となっている。一方、普段、運動不足を感じるか聞いたところ、「感

じる」とする者の割合が 74.6%、「感じない」とする者の割合が 25.3%となっている。そ

の中で、20～29 歳の若い世代では、健康だと思う割合が高く 94.7%であったが、その一

方で、運動不足を感じる割合も高く 82.3%であった。総合的な健康増進の観点から身体

活動を推奨する重要性は高く（厚生労働省，2013）、一般的には健康と運動習慣は正の
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関連性があると考えられているが、健康だと思いながら運動不足と感じる人が数多く存

在しているのが現状である。 

上記は主観的な健康感や運動不足感の割合を調べたものだが、艾・星（2005）によれ

ば、主観的健康感とは、心身の健康度について自分自身の感覚により自分で判断する指

標であり、評価主体と被評価者が同一であるという特性がある。三徳ら（2006）によれ

ば、主観的健康感は医学的検査などによる客観的な健康度の調査が困難な場合に、その

代替指標として、主に社会調査において活用されており、人々の主観的で自主的な判断

に基づいて自己評価するところにその特徴があると考えられている。さらに、健康度自

己評価が健康の身体的側面、精神的側面、社会的側面を総合化した指標であるという見

方もなされるようにもなってきている（杉澤ら，1995）。健康感の研究は 1980 年代から

高齢者を対象とした報告（小笠原ら，2005；笠井ら，2001；杉澤ら，1995；三徳ら，2006）

が多くみられるが、若者についての研究も近年から始められており（志水ら，2004；2009；

王ら，2015）健康感は心身の自覚症状、性別、運動、睡眠（志水ら，2004；2009）体力

（王ら，2015）などとの関連が示されている。運動不足感については、明確な定義は見

当たらないが、それについての研究（加藤ら，2015；藤沢，2006）は始められており、

運動不足感は形態、体力および食習慣の評価を行う場合の有用性が示唆されている（藤

沢，2006）。しかし、健康感と運動不足感を一緒に扱い両者の関係を検討した報告は筆

者の調べた限りでは見当たらない。 

徳永・橋本（2002）の中学生から社会人を対象とした報告では、生活習慣行動、運動、

食生活、休養と睡眠状況を総合すると、大学生の健康度・生活習慣が最も望ましくない

傾向にあることが明らかにされた。特に、若者である大学生は、高校生や社会人に比べ

て社会からの規制が比較的弱いことなどから、一般に生活習慣の乱れが生じやすい世代

（水野ら，2006）といえる。そのうち、特に大学新入生は、それまでの高校生活から受

験期を経て、新たな大学生活に移ることで生活環境とライフスタイルの変化が生じてい
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るため、健康面、運動面など、心身ともに大きな影響がもたらされていると考えられる。 

 そこで本研究では、対象とした大学の新入生を、主観的な健康感の有無と運動不足感

の有無を組合せたグループに分け、運動・生活状況や心身の自覚症状について、それぞ

れの群がどのような特徴を持っているか検討することを目的とした。 

 

6.1.2 方法 

1) 対象 

対象と倫理的配慮については、第 4 章 1 節（33 ページ）と同様にした。分析において

最終的に本研究の分析対象者は、年齢と学年を揃えるために 2 年生以上（1 年生の 19 歳

を含む）を除いた 4 月 1 日時点で 18 歳の新入生（男子 103 人、女子 83 人）とした。 

 

2) 調査方法 

A. アンケート調査および調査内容 

健康関連のアンケート内容として、「運動状況」（西垣ら，2012；文部科学省，2016）、

「食生活」（志水ら，2004）、「生活状況」（志水ら，2004；2009；総務省 2013；三徳ら，

2006；升田ら，2006；吉岡ら，2011）、「心身の自覚症状」（小林ら，1999；徳永ら，2002）

について扱った先行研究を参考に質問項目をそれぞれ設定した。 

アンケート調査および調査内容の詳細においては、5 章 5.1（56～57 ページ）と同様

にした。主観的健康感について、4 章 4.1（33 ページ）と同様にした。運動不足感の有

無については、「体力・スポーツに関する世論調査」（文部科学省，2013）と「健康づく

りに関する意識調査」（厚生労働省，1997）および「平成 14 年保健福祉動向調査の概況 

－運動習慣と健康意識－」（厚生労働省，2002）を参考し、2 段階評価にて設定した。

主観的な運動不足感は、4 章 4.2（47～48 ページ）と同様にした。 
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B. 調査時期 

 調査は 2010 年 5 月～6 月に、対象者が受講登録しているスポーツ実習授業時に実

施した。 

 

3) 統計処理 

統計処理には IBM SPSS Statistics 21.0 を用い、有意水準を 5%未満とした。健康感の

有無と運動不足感の有無については、それぞれ男女間の比率の差の検定および、健康感

の有無別の運動不足感の有無の比率の差の検定を行った（Fisher の直接確率法）。また、

各アンケート調査項目に対して、それぞれ抽出条件に該当するか否かの 2 条件と 3 つの

分析群（後述）についての 2×3 クロス集計、χ 二乗検定と残差分析を行った。 
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6.1.3.結果 

1) 健康感と運動不足感の人数割合 

 表 6-1 は、男女別の健康感の有無と運動不足感の有無のそれぞれ人数と割合を示した

ものである。健康感について、健康感ありの割合は男女それぞれ 67.0%と 73.5%であり、

男女間で統計的に有意な差はみられなかった。一方、運動不足感について、運動不足感

ありの割合は、男子で 73.8%、女子で 85.5%であり、男女間に有意な差が認められ、女

子は男子より運動不足感ありの割合が高かった。 

 

表 6-1 健康感の有無と運動不足感の有無のそれぞれ人数と割合（男女別） 

 

  

   

男子 n=103   女子 n=83   男女間の比率の差

の検定の P 値 人数 (%)   人数 (%)   

健康感 

あり 69 (67.0%)  61 (73.5%)  

P = .422 

なし 34 (33.0%)   22 (26.5%)   

運動不足感 

あり 76 (73.8%)  71 (85.5%)  

P = .039* 

なし 27 (26.2%)   12 (14.5%)   
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2) 健康感の有無別にみた運動不足感の有無の人数割合 

表 6-2 と表 6-3 は、男女それぞれついての健康感の有無別にみた運動不足感の有無の

割合をそれぞれ示したものである。男子について、健康感あり群における運動不足感あ

りの割合）（63.8%）は健康感なし群における割合（94.1%）に比較して有意に低かった。

女子についても、健康感あり群における運動不足感ありの割合（83.6%）は健康感なし

群における割合（90.9%）に比較して低い値であったが、有意ではなかった。このよう

に、男女ともに、健康感あり群における運動不足感ありの割合は健康感なし群での割合

に比べてそれぞれ低かったが、健康感を有しているにもかかわらず、半数以上（男子で

63.8%、女子 83.6%）が運動不足感も併せて有していたことが示された。 

 

表 6-2 健康感の有無別にみた運動不足感の有無の割合（男子） 

 

 

表 6-3 健康感の有無別にみた運動不足感の有無の割合（女子） 

 

  

男子  N 運動不足感あり 運動不足感なし 

比率の差の

検定 P 値 

健康感 

あり 69 (100%) 44 (63.8%) 25 (36.2%) 

P < .001** 

なし 34 (100%) 32 (94.1%) 2 (5.9%) 

女子  N 運動不足感あり 運動不足感なし 

比率の差の

検定 P 値 

健康感 

あり 61 (100%) 51 (83.6%) 10 (16.4%) 

P = .060 

なし 22 (100%) 20 (90.9%) 2 (9.1%) 
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3) 健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた 4 群の人数割合 

健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせることで、対象者を A 群（[健康感あ

り] かつ[運動不足感なし]）、B 群（[健康感あり] かつ[運動不足感あり]）、C 群（[健康

感なし] かつ[運動不足感あり]）および D 群（[健康感なし] かつ[運動不足感なし]）の

4 つのグループに分けることができる（表 6-4、以下グループ名の「かつ」を省略する）。

表 6-4 は、男女それぞれについて、健康感・運動不足感を組み合わせた 4 群の人数と割

合を示したものである。4 群の中で、B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）が、男女そ

れぞれ全体の 42.7%、61.4%を占め、最も人数の多いグループであった。なお、後述の

健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた群間比較の分析の際、D 群（健康感な

し][運動不足感あり]）は極めて少人数（男子で 1.9%、女子で 2.4%）のため、今回の分

析からは除外した。 

 

表 6-4 男女におけるグループ別人数と割合（健康感と運動不足感で分けた４群） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D 群は、グループ間の分析（後述）から除外（極めて少人数のため） 

これ以降の表中および本文中において、A～D のグループ名の「かつ」を省略する。 

  

 グループ属性 
男子 n=103   女子 n=83 

人数 (%)   人数 (%) 

A 群（[健康感あり]かつ 

[運動不足感なし]） 
25 (24.3%)  10 (12.0%) 

B 群（[健康感あり]かつ 

[運動不足感あり]） 
44 (42.7%)  51 (61.4%) 

C 群（ [健康感なし]かつ 

[運動不足感あり]） 
32 (31.1%)   20 (24.1%) 

D 群（ [健康感なし]かつ 

[運動不足感なし]） 
2 (1.9%)  2 (2.4%) 
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4) 健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた群間での運動・生活状況と心身の

自覚症状についての比較 

表 6-5 は、男子において健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた 3 群間での

運動・生活状況と心身の自覚症状の人数割合についての比較を示したものである。 

運動状況において、高校の運動経験と現在の運動頻度がそれぞれ多い条件の該当者（2

学年以上、週 3 日以上）について、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）が最も大きな

人数割合（80.0%、76.0%）を示した。一方、B 群（健康感あり][運動不足感あり]）では、

それら 2 項目についての割合は 3 群のうちそれぞれ中間に位置し、C 群（健康感なし][運

動不足感あり]）ではそれぞれ一番小さな割合であった。χ2 検定では、高校運動経験と

3 つの群と間に有意な関連が認められなかったが、運動頻度については 3 つの群との間

に有意な関連が認められた。そこで残差分析を行うと、A 群（[健康感あり][運動不足感

なし]）では、週 3 日以上運動している人の割合（76.0%）が全体の割合（30.7%）に比

較して有意に大きく（Z = 5.662, P < .01；Z = -2.3953, P < .05；Z =-2.700, P < .01）、一方、

B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）（18.2%）、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）

（12.5%）ではそれぞれ全体での割合より有意に小さかった。 

 食生活において、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）の朝食および三食の摂取率が

3 群中最も高かった（76.0%、92.0%）。また、三食摂取率では B 群（[健康感あり][運動

不足感あり]）が 3 群のうち中間に位置した。χ2 検定では、両項目とも 3 つの群との間

に有意な関連は認められなかった。 

 生活状況においては、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）が、6 項目中、4 項目（睡

眠時間、寝不足情況、一日視聴時間、一日自習時間）の抽出条件について全体に占める

割合がそれぞれ 3 群の中で一番大きかった。一方、寝不足情況、視聴時間および一人暮

らしの 3 項目では、B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）が 3 群のうち中間に位置し

た。χ2 検定では、各項目とも 3 つの群との間にそれぞれ有意な関連はみとめられなか
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った。 

心身の自覚症状において、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）が、7 項目中 5 項目

（腰痛、便秘気味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレス）の抽出条件について、

それぞれ 3 群のうち最も低い訴え率を示した。それとは反対に、C 群（[健康感なし][運

動不足感あり]）は、7 項目中 5 項目（腰痛、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血気味、精

神的ストレス）で、それぞれ最も高い訴え率を示した。残る B 群（[健康感あり][運動不

足感あり]）では、腰痛、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレスの 4 項目の訴え率

が、3 群のうちそれぞれ中間に位置した。χ2 検定では、便秘気味、下痢気味、体の疲れ

やすさ、精神的ストレスの 4 項目の自覚症状の有無について、それぞれ 3 群とのクロス

表に有意な関連が認められた。残差分析によれば、そのうちの 3 項目、すなわち下痢気

味（Z = -2.877, P < .01；Z = 3.039, P < .01）、体の疲れやすさ（Z = -2.255, P < .05；Z = 3.123, 

P < .01）、精神的ストレス（Z = 2.787, P < .01）について、C 群（[健康感なし][運動不足

感あり]）の訴え率がクロス表の期待値の訴え率に比較してそれぞれ有意に高かった。 

表 6-5 における各項目の抽出条件の回答割合（抽出条件該当率）について、それぞれ

B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）の順位に注目すると、全 17 項目中 10 項目で 3 群

のうちの中間に位置した。 
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表 6-5 健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた群間での 

運動・生活状況と心身の自覚症状の人数割合（抽出条件該当率）についての比較（男子） 

  抽出条件 

（全体

の該

当率） 

健康感の有無と運動不足感の有無の組み合わせのグループ χ2 

検定

の 

P 値 

 （参考）※ 

A 群（[健康感あり] 

[運動不足感なし]） 

B 群（ [健康感あり] 

[運動不足感あり]） 

C 群（[健康感なし] 

[運動不足感あり]） 
 

D 群（[健康感なし] 

[運動不足感なし]） 

人数   (101) 25 44 32     2 

「運動状況」                 

高校運動経験 2 学年以上 (72.3%) 80.0% 77.3% 59.4% .139   100% 

現在の運動頻度 週 3 日以上 (30.7%) 76.0%△ 18.2%▼ 12.5%▼ < .001   50% 

「食生活」                 

朝食の摂取状況 毎日摂取 (71.3%) 76.0% 68.2% 71.9% .363   50% 

三食の摂取状況 三食摂取 (84.2%) 92.0% 84.1% 78.1% .785   50% 

「生活状況」                 

平日の睡眠時間 6 時間未満 (59.4%) 60.0% 56.8% 62.5% .881   50% 

寝不足状況 週 6-7 日 (27.7%) 16.0% 25.0% 40.6% .104   50% 

一日視聴時間 2 時間以上 (76.2%) 72.0% 77.3% 78.1% .845   50% 

一週間アルバイト時間 5 時間以上 (26.7%) 12.0% 31.8% 31.3% .158   50% 

一日自習時間 2 時間以上 (29.7%) 28.0% 25.0% 37.5% .489   50% 

一人暮らし状況 一人暮らし (45.5%) 52.0% 50.0% 34.4% .304   50% 

「心身の自覚症状」                 

腰痛 
よくあり 

(6.9%) 4.0% 4.5% 12.5% .323   0% 

肩こり (12.9%) 16.0% 9.1% 15.6% .608   50% 

便秘気味 

はい 

(12.9%) 4.0% 22.7%△ 6.3% .033   0% 

下痢気味 (19.8%) 20.0% 6.8%▼ 37.5%△ .004   50% 

体の疲れやすさ (55.4%) 36.0%▼ 50.0% 78.1%△ .004   100% 

貧血気味 (20.8%) 12.0% 20.5% 28.1% .329   0% 

精神的ストレス (36.6%) 24.0% 29.5% 56.3%△ .019   50% 

△：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に高い（p<.05） 

▼：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に低い（p<.05） 

※：D 群（[健康感なし][運動不足感なし]）は極めて少人数（2 人）のため分析から除外した 

下線：B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）の値が中間に位置することを表す 
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表 6-6 は、女子において健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた 3 群間での

運動・生活状況と心身の自覚症状の人数割合についての比較を示したものである。 

 運動状況において、高校の運動経験と現在の運動頻度がそれぞれ多い条件の該当者（2

学年以上、週 3 日以上）について、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）は最も大きな

人数割合（80.0%、50.0%）を示した。χ2 検定では、両項目ともに 3 つの群と間に有意

な関連が認められた。残差分析で、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）では、運動経

験2学年以上の割合と週3日以上運動している人の割合がそれぞれ全体の割合（39.5%、

8.6%）に比較して有意に高かった（Z = 2.798, P < .01）（Z = 4.972, P < .01；Z = -2.790, P 

< .01）。 

食生活において、3 群間で朝食の毎日摂取率は大きな差がなかったが、三食の摂取率

は「A. [健康感あり][運動不足感なし]」群が 100%で一番高く、B 群（[健康感あり][運動

不足感あり]）は 3 群のうち中間に位置し、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）の割

合が残差分析で有意に低かった（Z = -2.478, P < .05）。 

  生活状況において、一人暮らしの有無については、3 つの群とのクロス表に有意な

関連が認められ、残差分析で A 群（ [健康感あり][運動不足感なし]）の一人暮らし率

（40.0%）が期待値（17.3%）に比較して有意に高かった（Z = 2.029, P < .05；Z = -2.321, 

P < .05）。それ以外の 5 項目（睡眠時間、寝不足状況、一日視聴時間、一週間アルバイト

時間、一日自習時間）では、χ2 検定で各項目と 3 つの群とのクロス表にそれぞれ有意な

関連は認められなかった。寝不足情況、自習時間の 2 項目で、B 群（[健康感あり][運動

不足感あり]）の抽出条件の回答割合が 3 群のうち中間に位置したが、寝不足状況つい

ては訴え率が一般的な健康との関係とは逆順傾向（小さい順に C 群、B 群、A 群）にあ

った。 
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表 6-6 健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた群間での 

運動・生活状況と心身の自覚症状の人数割合（抽出条件該当率）についての比較（女子） 

  抽出条件 

（全体

の該

当率） 

健康感の有無と運動不足感の有無の組み合わせのグループ χ2 

検定

の 

P 値 

 （参考）※ 

A 群（[健康感あり] 

[運動不足感なし]） 

B 群（ [健康感あり] 

[運動不足感あり]） 

C 群（[健康感なし] 

[運動不足感あり]） 
 

D 群（[健康感なし] 

[運動不足感なし]） 

人数   (81) 10 51 20     2 

「運動状況」                 

高校運動経験 2 学年以上 (39.5%) 80.0%△ 33.3% 35.0% .020   50% 

現在運動頻度 週 3 日以上 (8.6%) 50.0%△ 2.0%▼ 5.0% < .001   50% 

「食生活」                 

朝食の摂取状況 毎日摂取 (79.0%) 80.0% 80.4% 75.0% .259  50% 

三食の摂取状況 三食摂取 (92.6%) 100.0% 96.1% 80.0%▼ .042   50% 

「生活状況」                 

平日の睡眠時間 6 時間未満 (59.3%) 60.0% 56.8% 60.0% .995   0% 

寝不足状況 週 6-7 日 (24.7%) 30.0% 27.5% 15.0% .504   0% 

一日視聴時間 2 時間以上 (56.8%) 60.0% 54.9% 60.0% .905   0% 

一週間アルバイト時間 5 時間以上 (46.9%) 40.0% 54.9% 30.0% .150   100% 

一日自習時間 2 時間以上 (38.3%) 30.0% 35.3% 50.0% .439   50% 

一人暮らし状況 一人暮らし (17.3%) 40.0%△ 9.8%▼ 25.0% .040   100% 

「心身の自覚症状」                

腰痛 
よくあり 

(8.6%) 10.0% 7.8% 10.0% .946  0% 

肩こり (33.3%) 30.0% 29.4% 45.0% .443  50% 

便秘気味 

はい 

(23.5%) 20.0% 27.5% 15.0% .518  50% 

下痢気味 (6.2%) 20.0% 3.9% 5.0% .150  0% 

体の疲れやすさ (65.4%) 40.0% 62.7% 85.0%△ .041  100% 

貧血気味 (28.4%) 0.0%▼ 21.6% 60.0%△ .001  100% 

精神的ストレス (29.6%) 30.0% 21.6%▼ 50.0%△ .062  50% 

月経周期 正常といえない (18.5%) 30.0% 13.7% 25.0% .332  0% 

生理痛 あり (33.3%) 40.0% 37.3% 20.0% .341  100% 

△：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に高い（p<.05） 

▼：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に低い（p<.05） 

※：D 群（[健康感なし][運動不足感なし]）は極めて少人数（2 人）のため分析から除外した 

下線：B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）の値が中間に位置することを表す 
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心身の自覚症状において、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）が、肩こり、体の疲

れやすさ、貧血気味、精神的ストレスの 4 項目の訴え率が最も高かった。そのうち、χ2

検定から、体の疲れやすさ、貧血気味、2 項目についてそれぞれ 3 群とのクロス表に有

意な関連が認められた。残差分析によれば、3 項目体の疲れやすさ（Z =2.120, P < .05）、

貧血気味（Z =-2.127, P < .05；Z =3.612, P < .01）、精神的ストレス（Z =-2.984, P < .01；Z 

=3.025, P < .01）について、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）の訴え率が期待値に

比較してそれぞれ有意に高かった。体の疲れやすさ、貧血気味、生理痛の 3 項目では、

B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）の訴え率が 3 群のうち中間に位置したが、生理

痛については訴え率が一般的な健康との関係とは逆順傾向（小さい順に C 群、B 群、A

群）にあった。 

表 6-6 における各項目の抽出条件の回答割合について、それぞれ B 群（[健康感あ

り][運動不足感あり]）の順位に注目すると、全 19 項目中 6 項目で 3 群のうちの中間に

位置した。 

健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた３群について、健康度の良い順に並

べるとすると、表 6-5 と表 6-6 の結果から、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）、B 群

（ [健康感あり][運動不足感あり]」）、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）の順になる

ことが考えられた。 
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6.1.4 考察 

1) 健康感と運動不足感について 

本研究の対象者について、健康感の有無を調べた結果、男女とも 70%前後の割合で健

康感を有していた。蒲（2008）は大学生を対象とした調査で、健康と自己評価している

男子が約 73%、女子が約 75%という結果を報告した。本研究の結果は、ほぼ同様の結果

を示した。一方、本研究での運動不足感の訴え率は、男子が 73.8%、女子が 85.5%であ

り、女子の方が男子より運動不足感を有していることが示された（表 6-1）。この結果は、

体力・スポーツに関する世論調査（2013）の中で、運動不足を感じる割合が 20-29 歳の

若い世代において男子が 70.9%、女子が 92.2%と報告されているのと同じ傾向であった

といえる。このことから、今回の対象者は健康感と運動不足感の訴えについて、特殊な

集団ではないと考えられる。 

 

2) 健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた群間での運動・生活状況と心身の

自覚症状についての比較  

本研究において、健康感の有無別に運動不足感の有無の割合をみた結果では（表 6-2、

表 6-3）、男女とも健康感を有する人の方が有さない人より運動不足感をもつ割合が低か

った。このことは、健康と運動の関係についての多くの研究報告から支持されている運

動と健康の正の相関関係を示していると考えられる。実際、健康状態に関する意識と運

動・スポーツの実施頻度との関係については、男女ともに、健康を意識する群の方が運

動をしていることが報告されている（文部科学省，2013）。その一方で、本研究では、

健康感を有している学生のうち運動不足感も併せもっている人（B 群（[健康感あり][運

動不足感あり]）の割合が、男子で 6 割強、女子で 8 割強であり、彼ら B 群が男女別の

全体に占める割合も男子全体の 4 割強、女子全体の 6 割となり、表 6-4 の 4 つの群の中

で最大の割合であった。それでは、B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）の健康評価に
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はどのような特徴があるのであろうか。そこで、本研究では、表 6-4 における 4 群のう

ち極めて少ない少人数 D 群（[健康感なし][運動不足感なし]）を除いた 3 群間で健康関

連項目の回答割合について、その特徴を比較検討した。 

表 6-5 により、男子の A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）は、全 17 項目中 12 項

目でそれぞれの回答割合が他の 2 群に比べ最も良い健康評価を示すものであった。一

方、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）は 11 項目で他の 2 群に比べ最も低い健康評

価を示すものであった。それらに対し、B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）は 10 項

目で中間の割合を示したことから、健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた 3

群について、健康度の良い順に並べることを試ると、A 群（[健康感あり][運動不足感な

し]）、B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）の

順となった。また、表 6-6 により、女子についても、男子ほど全体的には明確な順位順

序を示さなかったが、やはり 3 群において同様の健康度順が示唆された。これらの結果

から、運動・生活状況や心身の自覚症状の改善がより上位の健康度につながる可能性が

示唆された。 

多くの先行研究や調査（小笠原ら，2005；笠井ら，2001；小林ら，1999；志水ら，2004；

三徳ら，2006；文部科学省，2013）は、健康度を 5 段階または 4 段階でアンケート調査

を行っているが、分析や結果記述の際に 2 段階にまとめている場合が多く（小笠原ら，

2005；笠井ら，2001；小林ら，1999；志水ら，2004）、健康と不健康の中間にある状態を

扱った研究は少ない（内山ら，2014；吉川，1997）。本研究における B 群（[健康感あり][運

動不足感あり]）は、健康感を有している一方で同時に運動不足感も併せもっているこ

とから、高水準の健康段階とは言い難く、いわゆる「半健康」（吉川，1997）や東洋医

学の「未病」と近い状態かもしれない。日本未病研究学会（2016）によれば、未病とは

「健康状態の範囲であるが病気に著しく近い身体又は心の状態」を言うと一応に定義し

ている。中・高校生を対象とした調査（内山ら，2014）では、健康でも病気でもないと
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感じている集団は約 4 割を占め、就寝起床時間が不規則な者の割合が高かった。吉川

（1997）は、健常群に属さず、しかも異常群の手前の中間地帯にある半健康人に着目し、

他の群との違いを比較した。その結果として、半健康人の割合は、男性で 3 人に 1 人

（32.5%）、女性で 2.4 人に 1 人（41.3%）であり、健康診断の検査値の比較では半健康

群は健常群との差があまりないが、ライフスタイルの比較では半健康群は健常群との差

が認められ、異常群と近いことが報告されている。このように、健康と不健康の中間状

態の集団の存在を浮かびあがらせることは、より高水準への健康段階を目指す方策や健

康度悪化を防ぐための方策を検討するために重要であると考えられる。本研究で対象と

した大学新入生についても、健康感と運動不足感の組み合わせによる 3 つの群は、心身

の自覚症状や生活状況からみて、健康状態の良し悪しの評価に対応した順位づけが可能

であり、そのうち B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）の健康評価は中間に位置づけ

られた。しかも、その人数は全体の中の最大割合（男子 43%、女子 61%）を占めていた

ことから、本研究の結果は、健康感を有しているからといって対策が不要または消極的

でよいというわけではなく、より上位の健康状態へ向けたより積極的な運動実践の必要

性を示していると考えられる。 

本研究において、健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせることで、比較的簡

便に、健康・不健康の中間状態の集団として B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）を

見出せること（しかも最大人数の集団として）が示唆された。このことから、健康感と

運動不足感の組み合わせは、単なる健康・不健康の 2 区分評価ではなく、運動の影響を

考慮に入れた健康評価としてより多段階の健康の度合の設定に役立ち、その度合は総合

的な健康度として活用されることが期待できる。 
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6.2 健康感と運動不足感の組み合わせによる多段階健康尺度の検討【論文Ⅲ】 

 

6.2.1 背景と目的 

一般的に大学生は、高校生や社会人に比べて社会から受ける規制が弱いなどから、生

活習慣の乱れが生じやすい世代といえる（水野ら，2006）。中学生から社会人までを対

象とした報告では、大学生の健康度・生活習慣が最も望ましくない傾向にあることが明

らかにされた（徳永ら，2002）。生活習慣病に対する大学生の意識、知識、行動につい

てみると、予防態度はあまり積極的ではなく、関心も低く、知識も不十分で、受診状況、

健康行動・意識にも問題がみられた（門田，2002）。多くの大学では、週に１回の健康・

スポーツ実施の授業が実施されてはいるものの、時間や頻度の点からも、高校までの体

育授業に比べても十分な運動の機会が確保されているとは言い難い（森ら，2010）。ま

た、大学生における 26 年間（1984～2014）の体型と体力の推移の報告によると、体型

は肥満とやせの割合が増加し、体力も低下していた（下門ら，2013）。このような状況

のもとでは、病気が顕在化する前からの予防的健康評価がより重要となる。   

健康評価には大きく分けて医学的な検査に代表される客観的評価とアンケート等へ

の本人の回答・訴えによる主観的評価がある。それぞれの評価方法は、状況に応じてそ

れぞれ単独あるいは双方の組み合わせで使用されるが、客観的評価法だけでは必ずしも

十分とはいえない。その理由の一つは、医学的な健康度だけで個人の健康を評価するこ

とは困難であるからである（五十嵐ら，2006）。 

主観的健康評価に用いられる「主観的健康感」は、医学的検査などによる客観的な健

康度の調査が困難な場合に、その代替指標として主に社会調査において活用されている

（三徳ら，2006）。多くの調査において、簡便で実用性の高い健康評価指標（艾ら，2005）

として、また、健康の身体的側面、精神的側面、社会的側面を総合化した指標（杉澤ら，

1995）として扱われている。 

実際の主観的健康感の研究や調査においては、健康感を 5 段階または 4 段階で回答し
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てもらう一方、分析や結果記述の際にはそれを 2 分類（健康か否か）にまとめた上で報

告される例が多くみられる（五十嵐ら，2006；三徳ら，2006；小笠原ら，2005；笠井ら，

2001；文部科学省，2013）。一例として、文部科学省の「体力・スポーツに関する世論

調査（平成 25 年 1 月調査）」（2013）によれば、このところ健康だと思うか聞いたとこ

ろ、「健康である」とする者の割合が 87.1%（「健康である」55.1%＋「どちらかといえば

健康である」32.1%）、「健康でない」とする者の割合が 12.7%（「どちらかといえば健康

でない」7.8%＋「健康でない」4.9%）となっている。さらに、『年齢別にみると「健康

である」とする者の割合は 20 歳代から 40 歳代で、「健康でない」とする者の割合は 70 

歳以上で、それぞれ高くなっている』（文部科学省，2017）のように記述されている。 

健康感とそれに関連する項目についての研究は、主に高齢者を対象とした報告が多く

みられ、健康感の良否は感覚器系と身体的な痛みなどからの訴え率、通院率などと深く

関連し（門田，2002；三徳ら，2006；艾ら，2005；杉澤ら，1995）、他にも体力水準との

関連（小西ら，2009；宮原ら，2007；村田ら，2010）も認められている。一方、大学生

対象の研究も近年増えてきており、健康感は心身の自覚症状、性別、運動、睡眠（志水

ら，2004；2009）、体力（王ら，2015）などとの関連が挙げられているが、高齢者に比べ

れば研究報告の数は少ない。 

健康感と体力の関係については、厚生労働白書の調査において、健康に不安が「ある」

と答えた人に対して、さらに具体的に抱えている不安について聞いたところ、全体では

「体力が衰えてきた」をあげた人が半数で最も多かったと報告されている（厚生労働省，

2014b）。このように、健康かどうかを考える際に、体力と関係した身体的な健康をイメ

ージする人も少なくない。すなわち、体力の低下は健康で活動性を高く保ったまま老い

るための潜在的能力の低下につながる（李ら，1996）という考え方である。また、平成

27 年度体力・運動能力調査（文部科学省，2016）によれば、全ての年代において、「大

いに健康」と意識する群の体力合計点が最も高かったことが報告されている。このよう
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に、一般的に健康感と体力水準との間には正の関係が示唆されており、その説明として、

文部科学省（2001）は「意図的に体を動かすことは、更なる運動能力や運動技能の向上

を促し、体力の向上につながっていき、同時に、病気から体を守る体力を強化してより

健康な状態をつくり、高まった体力は人としての活動を支えることとなる」と述べてい

る。 

上記と同様に、健康感と運動実施状況の関係についても、両者の間には正の相関性が

報告されている（王ら，2015；文部科学省，2015a；浅井ら，2016；小泉ら，1992）。一

例をあげると、文部科学省の平成 27 年度体力・運動能力調査（2015）によれば、「ほと

んど毎日」又は「ときどき」運動をしている者の割合は、「大いに健康」と意識する群

の男子で約 70%、女子で約 60%、「まあ健康」と意識する群では男女ともに約 50%、「あ

まり健康でない」と意識する群では男子で約 30 %、女子で約 35%であったことが報告

されている。 

このように、健康と運動は一般的に正の相関性を有していると考えられるが、その一

方で、運動不足感を扱った調査結果からみると、両者の関係は必ずしもそうとはいえな

い実態がある。すなわち、前述の体力・スポーツに関する世論調査（2013）では全体の

87.1%が「健康である」と回答しているが、同じ調査において運動不足を感じる者の割

合も 74.6%と高水準を示している。また、他の報告（小泉ら，1992）でも、健康状態の

主観認識は「普通」である者が 78.2%を占めているが、運動不足感の訴え率は 97.1%で

あった。さらに、上位の健康度に属する集団にも運動頻度が少ない人が多数含まれてい

ることから（志水ら，2004；王ら，2015）、同様に体力水準についても比較的低い人が

相当数含まれていることが推測される。これらの報告結果は、従来の健康感のみの尺度

では、健康度の段階設定について運動頻度や体力水準が十分反映されているとはいえな

いことを示唆している。したがって、健康評価について健康増進との関連性をより強め

るためには、より高水準の運動頻度や体力が考慮されたさらに上位の健康度の設定を含
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む健康尺度が必要であると考えられる。 

特に大学新入生は家庭や学校の保護の下で育った生活とは異なり居住形態や教育環

境が大きく変化する「転換期」にあたることから、心身ともにかかる負担は特に大きい

（藤塚ら，2002）。そこで、本研究は、大学男子新入生を健康感の有無と運動不足感の

有無を組み合わせた 3 群に分けることによって、健康関連指標と体力水準で順位付けさ

れた 3 段階の健康尺度を作成しその特徴を検討することを目的とした。 

 

6.2.2 方法 

1) 対象 

本研究の対象者は、中部地方 N 大学において、2013 年度新入生向けに開講された健

康・スポーツ科学系科目の授業に登録した学生の一部として、特定の曜日・時限を受講

した男子学生 164 人であった。分析対象者は、年齢と学年を揃えるために当該年度 4 月

1 日時点で 18 歳の新入生 111 人に限定し、最終的にはデータに欠損値のない 105 人と

した。同時期に 43 名の女子学生についてもデータが得られたが、対象数が少ないため

に今回は男子学生に限って分析を行った。 

本研究は、所属大学における研究審査委員会の承認（25－04）を受け実施すると共に、

研究対象者には本研究の研究趣旨と内容の説明を十分に行い、参加の同意を得た。また、

調査にあたっては個人が特定できないように匿名化し、データの取り扱いに関しても漏

洩がないように配慮した。 

 

2) 調査方法 

A. アンケート調査および調査内容 

対象者に健康関連のアンケート調査用紙を配布し、記入済みの用紙をその日のうちに

回収した。アンケート調査項目のうち、心身の自覚症状の質問項目（7 項目：腰痛、肩
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こり、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレス）については、

それぞれ「よくある」、「たまにある」、「めったにない」の 3 つの選択肢を設定し、分析

のための抽出条件として、「よくある」と「たまにある」の回答を合わせた「ある」を

用いた。現在の運動頻度については、週 1 回の健康・スポーツ授業以外に「週 6-7 日」、

「週 3-5 日」、「週 1-2 日」、「月 1-3 日」、「しない」の 5 つの選択肢を設定し、抽出条件

として「週 1-2 日」、「月 1-3 日」、「しない」を合わせた「週 2 日以下」を用いた。主観

的健康感については、「現在、健康状態がどちらだと思いますか」という質問に対して、

「健康」、「どちらかというと健康」、「どちらかというと不健康」、「不健康」の 4 つの選

択肢から 1 つ選んで回答してもらい、同じ回答者の集団を健康度の良い順に、I 群（健

康）、Ⅱ群（どちらかというと健康）、Ⅲ群（どちらかというと不健康）、Ⅳ群（不健康）

とした。ただし、Ⅳ群（不健康）所属者が 1 人のみであったため、その 1 人を分析にお

いてはⅢ群（どちらかというと不健康）に含めた（以下、Ⅲ群にはⅣ群の 1 人を含むも

のとする）。運動不足感の有無については、「体力・スポーツに関する世論調査」（文部

科学省，2013）と「健康づくりに関する意識調査」（厚生労働省，1997）および「平成

14 年保健福祉動向調査の概況－運動習慣と健康意識－」（厚生労働省，2002）を参考し、

質問を設定した。主観的な運動不足感は、「現在、運動不足と感じていますか」の質問

に対して 4 つの選択肢を設定し、回答のうち「運動不足」と「どちらかというと運動不

足」を合わせて「運動不足感あり」、また「どちらかというと運動不足ではない」と「運

動不足ではない」を合わせて「運動不足感なし」とした。 

前述した健康感のみの尺度における健康度順の I 群、Ⅱ群、Ⅲ群とは別に、健康感の

有無と運動不足感の有無を組み合わせた新たな群をつくるために、まず、I 群（健康）

とⅡ群（どちらかというと健康）を合わせて[健康感あり]群とした。次にその中を運動不

足感の有無により二分して、A 群（[健康感あり]かつ[運動不足感なし]）と B 群（[健康

感あり]かつ[運動不足感あり]）とした。残るⅢ群（どちらかというと不健康、ただし元々
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Ⅳ群所属の 1 人を含む）については、全員が[運動不足感あり]であったため、名称を C

群（[健康感なし]かつ[運動不足感あり]）とした上で、A 群、B 群との比較を行った。 

なお、これ以降、A 群、B 群、C 群のそれぞれについて、条件説明のための「かつ」

（[健康感なし/あり]かつ[運動不足感なし/あり]）を省略する。 

 

B. 体力測定項目および測定方法 

アンケート調査と同日に、体格項目として身長と体重を測定し、BMI（Body Mass Index;

体重 kg･(身長 m) -2）を算出した。体力測定項目は、健康体力指標として、柔軟性の立位

体前屈、筋力の握力、脚部の筋力と瞬発力の垂直跳び、筋持久力の上体起こしについて

4 章 4.1（33 ページ）と同様にした。全身持久力の最最大酸素摂取量(ml･kg-1･min-1)につ

いては、20m シャトルラン（往復持久走）の折り返しの総回数から推定表を用いて推定

した（文部科学省，2017）。 

 

C. 調査時期 

調査は 2013 年 5 月～6 月に、対象者が受講登録しているスポーツ実習授業時に実

施した。 

 

3) 統計処理 

統計処理には IBM SPSS Statistics 21.0（日本アイ・ビー・エム(株)）を用い、有意水準

を 5%未満とした。2×2 の比率の差の検定には Fisher の直接確率法を用いた。また、各

アンケート調査項目に対して、それぞれ抽出条件に該当するか否かの 2 条件と 3 つの分

析群についての 2×3 クロス集計と χ2 検定、残差分析（御式，2008）、および傾向性の検

定（IBM，2017）を行った。各体格・体力測定項目については、それぞれ群別に平均値

と標準偏差を算出し、3 群間の比較には平均値の差の検定（一元配置分散分析とその後
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の多重比較（Tukey-Kramer 法））とトレンド検定としての Jonckheere-Terpstra 検定（IBM，

2017）を実施した。 

 

6.2.3 結果 

1) 健康感尺度の順序による健康関連指標の傾向 

健康感のみの尺度（3 段階）における人数分布は、健康度の良い順にⅠ群（健康）が 38

人（全体の 36.2%）、Ⅱ群（どちらかというと健康）が 50 人（同 47.6%）、Ⅲ群（どちら

かというと不健康）が 17 人（同 16.2%）であった（表 6-8）。なお、統計分析の際には

Ⅲ群（どちらかというと不健康）に元々Ⅳ群（不健康）の 1 人を含めている。 

 表 6-8 は、健康関連指標としての自覚症状 7 項目（腰痛、肩こり、便秘気味、下痢気

味、体の疲れやすさ、貧血気味、精神的ストレス）と運動関連指標 2 項目（運動不足感、

運動頻度の少なさ）について、それぞれ抽出条件に該当する回答を集計し、その人数と

割合を 3 群間で比較したものである。表 6-8 から、貧血気味の訴え率（23.5%～28.0%）

については 3 群間に大きな違いがみられなかったが、他の全項目では、それぞれ 3 群間

で最も訴え率や該当率が低いのはⅠ群で（15.8%～73.7%）、次はⅡ群（18.0%～88.0%）、一

番高いのはⅢ群で（47.1%～100.0%）あった。特に、便秘気味、下痢気味、体の疲れや

すさ、精神的ストレス、運動不足感の 5 項目についての傾向は、傾向性の検定によって

それぞれ有意であり、Ⅰ群が最も良く、Ⅲ群が良くない傾向ことが示された。また、χ2 検

定によって、便秘気味、体の疲れやすさ、精神的ストレス、運動不足感の訴え率につい

て、それぞれ 3 群間に有意な関連性があると認められた。残差分析の結果、Ⅰ群の体の

疲れやすさ、精神的ストレスの訴え率は、それぞれの期待値比率に比較して有意に低か

った。一方、Ⅱ群の精神的ストレスと、Ⅲ群の便秘気味、下痢気味、精神的ストレス、

運動不足感の訴え率は、それぞれの期待値比率に比べ有意に高かった。 
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表 6-8 健康感尺度の順序による健康関連指標についての比較 

 

 

 

項目 

抽出条件 

全体 Ⅰ健康 
Ⅱどちらかというと 

健康 

Ⅲどちらかというと 

不健康 χ2 検定

の 

P 値 

傾向性 

検定の 

P 値 

n=105 n=38 n=50 n=17# 

人数(%)  人数 (%)    人数 (%)      人数 (%)    

自覚症状              

腰痛 

あり‡ 

44 (41.9%) 15 (39.5%) ① 21 (42.0%) ➁ 8 (47.1%) ➂ .870 .610 

肩こり 46 (43.8%) 13 (34.2%) ① 24 (48.0%) ➁ 9 (52.9%) ➂ .308 .143 

便秘気味 25 (23.8%) 6 (15.8%) ① 9 (18.0%) ➁  10 (58.8%)△ ➂ .001** .003** 

下痢気味 41 (39.0%) 12 (31.6%) ① 18 (36.0%) ➁  11 (64.7%)△ ➂ .055 .039* 

体の疲れやすさ 85 (81.0%)   26 (68.4%)▼ ① 44 (88.0%) ➁ 15 (88.2%) ➂ .048* .033* 

貧血気味 27 (25.7%) 9 (23.7%) ➁ 14 (28.0%) ➂ 4 (23.5%) ① .878 .898 

精神的ストレス 76 (72.4%)  18 (47.4%)▼ ① 42 (84.0%)△ ➁  16 (94.1%)△ ➂ .000**   .000** 

運動関連            

運動不足感 あり‡‡ 84 (80.0%) 27 (71.1%) ① 40 (80.0%) ➁  17 (100%)△ ➂ .046* .018* 

運動頻度(少なさ） 週 2 日以下 82 (78.1%) 28 (73.7%) ① 38 (76.0%) ➁ 16 (94.1%) ➂ .211 .137 

*： P<0.05，**： P<0.01 

①➁➂：各行項目毎に良好順の順位を示す 

△：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に高い（P<0.05） 

▼：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に低い（P<0.05） 

#：「Ⅲどちらかというと不健康」には，1 名の「Ⅳ不健康」を含む 

‡：「よくあり」+「たまにあり」 

‡‡:「運動不足」+「どちらかというと運動不足」 
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2) 健康感と運動不足感の組み合わせによる健康関連指標の比較 

健康感の有無と運動不足感の有無を組み合わせた 3 群の所属人数は、A 群（[健康感

あり] [運動不足感なし]）21 人（全体の 20.0%）と B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）

67 人（同 63.8%）、C 群（[健康感なし][運動不足感あり]）17 人（同 16.2%）であった（表

6-9）。 

表 6-9 は、A 群、B 群、C 群の 3 群間で、表 6-8 と同様に、自覚症状 7 項目と運動関

連指標 2 項目のそれぞれについて、抽出条件に該当する人数とその割合（訴え率または

該当率）を比較したものである。自覚症状 7 項目中 4 項目（肩こり、便秘気味、下痢気

味、体の疲れやすさ）について、A 群が 3 群のうち最も低い訴え率を示した。B 群では、

肩こり、便秘気味、下痢気味、体の疲れやすさ、貧血気味の 5 項目の訴え率が、3 群の

うちそれぞれ中間に位置した。一方、C 群は貧血気味を除いた 6 項目で、それぞれ一番

高い訴え率を示した。 

運動不足感ついては、健康感と組み合わせて各群の条件として用いたため、その訴え

率は A 群で 0.0%、B・C 群はそれぞれ 100%である。現在の運動頻度が少ない条件（週

2 日以下）に該当する人数割合は、A 群が最も低い割合（28.6%）を示した。また、B 群

ではその割合（89.6%）は 3 群の中間に位置し、C 群では一番高い割合（94.1%）であっ

た。傾向性の検定によれば、便秘気味と下痢気味と運動頻度について有意な傾向が認め

られた。χ2 検定では、便秘気味の訴え率と運動頻度の少なさについて、3 群間で有意な

関連が認められた。残差分析を行うと、C 群について、便秘気味、下痢気味、精神的ス

トレスの各訴え率と運動頻度の該当率がそれぞれの期待値比率に比較して有意に高く、

一方、A 群では便秘気味の訴え率と運動頻度の該当率が期待値比率に比べそれぞれ有意

に低かった。 
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表 6-9 健康感と運動不足感の組み合わせによる健康関連指標についての比較 

 

 

 

項目 

抽出条件 

全体 
A[健康感あり]かつ    

 [運動不足感なし] 

B[健康感あり]かつ 

[運動不足感あり] 

C[健康感なし]かつ      

[運動不足感あり]  
χ2 検定

の 

P 値 

傾向性 

検定の 

P 値 
n=105 n=21 n=67 n=17 

人数(%)  人数 (%)    人数 (%)     人数 (%)   

自覚症状               

腰痛 

あり‡ 

44 (41.9%) 9 (42.9%) ➁ 27 (40.3%) ① 8 (47.1%) ➂ .876 .825 

肩こり 46 (43.8%) 6 (28.6%) ① 31 (46.3%) ➁ 9 (52.9%) ➂ .256 .121 

便秘気味 25 (23.8%)  1 (4.8%)▼ ① 14 (20.9%) ➁ 10 (58.8%)△ ➂ .000** .000** 

下痢気味 41 (39.0%) 6 (28.6%) ① 24 (35.8%) ➁ 11 (64.7%)△ ➂ .051 .030* 

体の疲れやすさ 85 (81.0%) 16 (76.2%) ① 54 (80.6%) ➁ 15 (88.2%) ➂ .638 .357 

貧血気味 27 (25.7%) 6 (28.6%) ➂ 17 (25.4%) ➁ 4 (23.5%) ① .934 .719 

精神的ストレス 76 (72.4%) 15 (71.4%) ➁ 45 (67.2%) ① 16 (94.1%)△ ➂ .085 .159 

運動関連           

運動不足感 あり‡‡ 84 (80.0%) 0 (0%)▼ ①  67 (100%)△ ➁ 17 (100%)△ ➁ .000**   .000** 

運動頻度(少なさ） 週 2 日以下 82 (78.1%)   6 (28.6%)▼ ① 60 (89.6%) ➁ 16 (94.1%)△ ➂ .000** .000** 

*：P<0.05，**： P<0.01 

①➁➂：各行項目毎に良好順の順位を示す。 

△：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に高い（P<0.05） 

▼：2×3 クロス表の残差分析で当該セルの期待値より有意に低い（P<0.05） 

‡：抽出条件のありは選択肢の「よくあり」+「たまにあり」である 

‡‡:「運動不足」+「どちらかというと運動不足」 

C群 [健康感なし] [運動不足感あり]は表 1のⅢ群「どちらかというと不健康」と構成員は同じ同一集団である 
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表 6-9 において、健康関連項目と運動関連項目の訴え率・該当率（小さいほど良好）

について、それぞれ B 群の順位（良好順）に着目すると、全 9 項目中 7 項目で 3 群のう

ちの中間位置（1 項目は 2 位同順位）にあり、残り 2 項目（腰痛、精神的ストレス）で

1 位であった。同様に、A 群では 6 項目で 1 位、2 項目で 2 位、1 項目で 3 位、C 群では

7 項目で 3 位、そして 2 位タイ、1 位がそれそれぞれ 1 項目ずつあった。これらの結果

を総合すると、健康感と運動不足感を組み合わせたこれら 3 群について、健康度の良好

順序は、A 群、B 群、C 群の順となることが考えられた。 

 

3) 健康感尺度の順序による体力比較 

表 6-10 は、健康感尺度の順序に並べた 3 群（Ⅰ群、Ⅱ群、Ⅲ群）における体格 3 項目

（身長、体重、BMI）と体力 5 項目（立位体前屈、握力平均、上体起こし、垂直跳び、

最大酸素摂取量のそれぞれについて、平均値を比較したものである。その結果、3 群間

において体格項目についてはそれぞれ大きな違いがみられなかった。体力項目では最大

酸素摂取量を除いた 4 項目でⅠ群は他の 2 群に比べてそれぞれ高い平均値を示し、特に

握力についてⅢ群より有意に高い平均値を示した。Ⅱ群では体力 4 項目について各平均

値が 3 群のうちの中間に位置した。Ⅲ群では全体力項目についてそれぞれ 3 群中最低の

平均値を示した。項目毎にトレンド検定を行うと、握力についての順位傾向に有意性が

認められた（P=.003）。 

 

  



 

111 

 

 

 

 

 

表 6-10 健康感尺度の順序による体力比較 

  
全体 Ⅰ健康 

Ⅱどちらかというと 

健康 

Ⅱどちらかというと 

不健康 
多重比較 

(Tukey 

-Kramer 法) 

トレンド  

検定の 

P 値 
n=105 n=38 n=50 n=17# 

  平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 

体格項目                     

身長 [cm] 171.8 (5.8) 171.9 (5.4) ➁ 172.2 (6.1) ① 170.4 (5.8) ➂ ― .313 

体重 [kg] 61.2 (7.8) 61.1 (7.3) ➁ 61.7 (8.4) ① 60.2 (7.1) ➂ ― .969 

BMI [kg･m-2] 20.7 (2.5) 20.7 (2.4) ➁ 20.8 (2.7) ① 20.7 (2.4) ➁ ― .721 

体力項目               

立位体前屈 [cm] 9.8 (7.2) 10.9 (5.8) ① 10.3 (7.3) ➁ 6.1 (8.6) ➂   .087 

握力(左右平均) [kgf] 39.5 (5.8) 41.5 (6.1) ① 39.2 (5.5) ➁ 36.3 (4.9) ➂ Ⅰ＞Ⅲ   .003** 

上体起こし [回･(30 秒) -1] 30.2 (5.9) 30.7 (5.4) ① 30.6 (6.2) ➁ 28.1 (6.4) ➂ ― .345 

垂直跳び [cm] 56.1 (8.1) 57.1 (7.8) ① 56.8 (7.8) ➁ 51.6 (8.6) ➂ ― .068 

最大酸素摂取量 [ml･kg-1･min-1] 44.7 (4.6) 44.4 (3.4) ➁ 45.6 (4.8) ① 43.0 (5.8) ➂ ― .995 

*： P<0.05，**： P<0.01 

①➁➂：各行項目毎に高値順の順位を示す 

#：「Ⅲどちらかというと不健康」には，1 名の「Ⅳ不健康」を含む 
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4) 健康感と運動不足感の組み合わせによる体力比較 

表 6-11 は、健康感と運動不足感を組み合わせた 3 群（A 群、B 群、C 群）の間で、表

6-10 と同様に各体格・体力項目の平均値を比較した結果を示したものである。この 3 群

間において、体格項目の平均値にはそれぞれ大きな違いがみられなかったが、全ての体

力項目で A 群の平均値は他の 2 群に比べて高い値を示した。特に立位体前屈、握力、垂

直跳び、最大酸素摂取量の 4 項目で A 群の平均値が C 群よりそれぞれ有意に高い値を

示し、さらに最大酸素摂取量については B 群よりも有意に高値であった。一方、体力 5

項目全てにおいて、B 群の平均値は 3 群のうちの中間に位置し、C 群の平均値はそれぞ

れ最低値を示した。トレンド検定の結果から、上体起こしを除いた体力 4 項目（立位体

前屈、握力、垂直跳び、最大酸素摂取量）で、それぞれ有意な傾向が認められた（P 値

の範囲：＜.001～.018）。これらの比較の結果、今回用いた体力項目にについてその水準

を高い順に並べると、A 群、B 群、C 群の順となることが示された。 
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表 6-11 健康感と運動不足感の組み合わせによる体力比較 

  
全体 

A[健康感あり]かつ 

[運動不足感なし] 

B[健康感あり]かつ 

[運動不足感あり] 

C[健康感なし]かつ 

[運動不足感あり]
 
 

多重比較 

(Tukey 

-Kramer 法) 

トレンド  

検定の 

P 値 
n=105 n=21 n=67 n=17 

  平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 

体格項目                

身長 [cm] 171.8 (5.8) 172.2 (5.6) ① 172.0 (5.9) ➁ 170.4 (5.8) ➂ ― .243 

体重 [kg] 61.2 (7.8) 60.5 (7.6) ➁ 61.7 (8.0) ① 60.2 (7.1) ➂ ― .716 

BMI [kg･m-2] 20.7 (2.5) 20.4 (2.4) ➂ 20.9 (2.6) ① 20.7 (2.4) ➂ ― .464 

体力項目             

立位体前屈 [cm] 9.8 (7.2) 11.8 (6.3) ① 10.2 (6.8) ➁ 6.1 (8.6) ➂ A>C .018* 

握力(左右平均) [kgf] 39.5 (5.8) 41.1 (4.3) ① 39.9 (6.2) ➁ 36.3 (4.9) ➂ A>C .015* 

上体起こし [回･(30 秒) -1] 30.2 (5.9) 31.3 (5.0) ① 30.4 (6.0) ➁ 28.1 (6.4) ➂ ― .075 

垂直跳び [cm] 56.1 (8.1) 58.4 (7.6) ① 56.5 (7.8) ➁ 51.6 (8.6) ➂ A>C .017* 

最大酸素摂取量 [ml･kg-1･min-1] 44.7 (4.6) 47.5 (3.1) ① 44.3 (4.3) ➁ 43.0 (5.8) ➂ A>B,A>C .000** 

*： P<0.05，**： P<0.01 

①➁➂：各行項目毎に高値順の順位を示す 

C群［ [健康感なし] [運動不足感あり]は表 1のⅢ群「どちらかというと不健康」と構成員は同じ同一集団である 

 

  



 

114 

 

6.2.4 考察 

1) 健康感と運動不足感をそれぞれ有する学生の割合 

本研究で対象とした大学生男子新入生の健康感は、全体の 8 割以上が肯定的であった

（表 6-8 のⅠ群（健康）+Ⅱ群（どちらかというと健康））。大学生を対象とした他の調査

では、肯定的な健康感を有する割合は 7 割～8 割以上（門田，2002；小泉ら，1992；蒲，

2008）と報告されており、本研究の結果はこれらの範囲内であった。一方、本研究にお

いて運動不足感を有する割合も全体の 8 割おり（表 6-8）、他の報告における 7 割～9 割

以上と同程度であった（宮原ら，2007；早川ら，2016；中川，1994）。このように、本研

究を含め従来の報告によれば、良好な主観的健康感を有していてもそれが必ずしも良好

な運動状況に支えられているとは限らないということが示唆される。 

一方、運動不足は健康と大きく関係し、現代社会においてますます重要視されてきて

いる。藤沢（2006）によれば、成人男性の運動不足感は、形態、体力および食習慣の評

価を行う場合に有用性があることが示唆されたと報告している。さらに、小泉らによれ

ば（1992）女子大学生では、健康度について健康の三要素の不足感（運動不足感、休養

不足感、栄養不足感）のある者ほど低く、そのうち運動不足感をもつ者が最も多く、ま

た、運動を「している」者は「していない」者より運動不足感を「感じない」者が多く

みられたと報告されている。しかし、運動不足感そのものを、健康度を評価するものさ

し（またはその一部）として扱っている研究は筆者が知る限り見当たらないことから、

運動・体力を含めた新たな健康評価指標の作成と検討が課題として示された。そこで、

本研究では健康感と運動不足感の組み合わせによる多段階健康尺度の作成を試みた。 

 

2) 健康感と運動不足感の組み合わせによる健康関連指標についての比較 

表 6-8 の健康感尺度について、健康感尺度段階の異なる 3 群（Ⅰ群、Ⅱ群、Ⅲ群）では、

健康感が良好な順に、各健康関連指標によって表わされる健康状態も良好であることが
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確認された。健康度が高いほど運動不足感の訴え率が低かったことから、健康は運動と

正の相関性があると考えられる。しかし、健康感を有しているのに同時に運動不足感も

有している学生の割合は、健康度が最良のⅠ群（健康）においても 7 割以上にのぼり、健

康と運動との間の正の相関性イメージと矛盾していた。この理由としては、従来の健康

感のみの尺度では、運動の健康に及ぼす効果が十分に反映されていないことがあげられ

る。その結果、この尺度のままでは、健康度をより高めるために運動を増やす動機づけ

にはなりにくいことが予想される。 

そこで、本研究では、健康感と運動不足感を組み合わせた尺度をつくることで、健康

に対する運動不足感の重要性をより反映できるのではないかと考え、その尺度における

健康度各段階の特徴について、各種健康関連指標や体力水準を比較することによって検

証を試みた。まず、本研究で用いた健康・運動関連の各指標（健康関連 7 項目、運動関

連 2 項目）について、それらが従来の健康感のみの尺度とどの程度関連しているかを、

健康感の良好さの降順に並べた 3 群間で比較した（表 6-8 と表 6-9）。各指標の順位結果

を総合すると、健康感の良好さについてⅠ群（健康）が一番高く、Ⅱ群（どちらかという

と健康）は中間、Ⅲ群（どちらかというと不健康）が最も悪低いという順序となった。

この結果から、表 6-8 における健康感尺度の良好順位は各指標によって示される健康状

態の良好順位とほぼ一致することが確認された。このことから、本研究で健康・運動関

連指標として用いた各項目（表 6-8 と表 6-9）は、健康感を多段階に評価する上で適格

性を有していると考えられる。次に、健康感と運動不足感を組み合わせた 3 群（A 群、

B 群、C 群）の間で、上述の各指標についてそれぞれ比較した（表 6-9）。その結果、表

6-8 の健康感のみの尺度の 3 群（Ⅰ群、Ⅱ群、Ⅲ群）における順序に比較して総合的にみ

ると、傾向としてはやや弱いが、A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）、B 群（[健康感

あり][運動不足感あり]）、C 群([健康感なし][運動不足感あり])の順に各健康関連指標に

よって表わされる健康状態の良否（A 群が最良）を示すことができた。さらに、表 6-8
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の健康感のみによる尺度と表 6-9の健康感と運動不足感を組み合わせた尺度によるそれ

ぞれ同順位群（Ⅰ群と A 群、Ⅱ群と B 群）を比較すると、各指標についての結果にそれ

ぞれ大きな違いはみられなかった。なお、残るⅢ群と C 群については両者が同一群であ

るため比較する意味がない。以上の結果から、健康感と運動不足感を組み合わせた 3 段

階の健康尺度（表 6-9）は、健康感のみの 3 段階の尺度（表 6-8）と比較して、健康・運

動関連指標について同様の順序傾向を示しており、総合的な多段階健康尺度として扱う

ことが可能であることが示唆された。 

 

3) 健康感と運動不足感の組み合わせによる体力比較 

日本の大学教育の果たす役割として、大学生に生涯にわたって健康な社会生活を送る

ために必要な基礎的な体力を獲得させておくこと、そしてその体力を維持するため、運

動不足に陥らないようにすることも同様に重要である（北尾ら，2009）。 

体力は健康感または健康関連指標の良否と関連するものと考えられ（小西ら，2009；

宮原ら，2007；村田ら，2010；王ら，2015）、男女の大学新入生を対象とした調査では、

運動頻度が高い場合は、低い場合に比べて、健康感をもつことがより高い体力水準と関

連していると報告され（王ら，2015）、一般的に健康度が良好なほど体力も高い傾向に

ある。そこで、本研究においても両者間に同様の関連があるかについて、前述の健康感

を用いた 2 種類の尺度における各健康度別の体力水準をそれぞれ比較検討した。その結

果、まず健康感のみの尺度においては、全体的な体力水準の傾向として、Ⅰ群（健康）は

最も高く、Ⅱ群（どちらかというと健康）は中間で、Ⅲ群（どちらかというと不健康）

は最も低い体力水準を示した（表 6-10）。このことから、本研究の分析対象者の健康感

と体力の関係についても、健康度が良好なほど体力も高い傾向にあることが示された。

次に、健康感と運動不足感を組み合わせた 3 群間の比較結果では、すべての体力項目に

ついて、水準の高い順にそれぞれ A 群（[健康感あり][運動不足感なし]）、B 群（[健康
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感あり][運動不足感あり] ）、C 群（[健康感なし][運動不足感あり] ）となり、この順位

傾向は上体おこしを除く 4 項目それぞれについて有意であった（表 6-11）。表 6-10 にお

いて有意な順位傾向を示した項目が 1 項目（握力）のみであったことから、健康感と運

動不足感を組み合わせた健康度尺度の方が、健康感のみの尺度に比較して、体力との関

係がより明確であることが示された。さらに、表 6-10 の健康感のみによる尺度と表 6-

11 の健康感と運動不足感を組み合わせた尺度によるそれぞれ同順位群（Ⅰ群と A 群、Ⅱ

群と B 群）を比較すると、握力以外の全体力項目において A 群の平均値が I 群より高

く、一方、それとは逆に B 群の平均値はⅡ群よりやや低い値を示した。このことから、

2 つの多段階健康尺度においてそれぞれ最高健康度を表すⅠ群と A 群について、A 群（[健

康感あり][運動不足感なし]）がⅠ群（健康）に比較してより高体力の特徴を有しているこ

とが示された。以上の結果から、健康感と運動不足感を組み合わせた尺度は、健康感の

みの尺度に比較してより体力水準の違いが強調された尺度になっていることが確認さ

れた。  

表 6-11 において、A 群（[健康感あり] [運動不足感なし]）と B 群（[健康感あり][運動

不足感あり]）の比較から、両者の体力差は運動不足感の有無の違いに何らかの関係が

あることが示唆される。先行研究においても、30～50 代のサラリーマン男性を対象と

した運動不足感の調査で、体力（最大酸素摂取量、上体おこし、立位体前屈、握力、閉

眼片足立ち、および全身反応の 6 項目）は、いずれの年齢においても「運動不足感」を

もつ者がもたない者より劣る傾向にあった（藤塚，2006）。本研究の表 6-11 における運

動不足感の有無は、表 6-9 の運動頻度の少ない（週 2 日以下）人の割合の違い（A 群

28.6%、B 群 89.6%）を反映しているのは明らかであり、この運動頻度の違いが A・B 群

間の体力差をもたらしている有力な理由であると考えられる。 

大学生のライフスタイルについての最近の調査によれば、2017 年卒学生のスマート

フォン保有率は 97.4%と過去最高となっており（株式会社マイナビ，2017）、また、より
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低年齢の生徒を含めてネット依存問題となっている（総務省，2013）。このような状況

で、さらなる運動実施の減少が危惧される。本研究の結果から、主観的な健康感の有無

と運動不足感の有無を組み合わせた多段階尺度は、従来の主観的健康感のみの尺度に比

較して運動や体力をより反映した健康度の段階を設定できることが明らかとなった。
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6.3 章のまとめ 

 

第 6 章では問題点 3（29 ページ）について、2 つの課題（「健康感と運動不足感の有無

による運動・生活状況と心身の自覚症状の比較」と「健康感と運動不足感の組み合わせ

による多段階健康尺度の検討」）を設定し、検討した。 

その結果、以下のことが示された。    

 

1. 健康感と運動不足感の組み合わせによる 3 つの群は、心身の自覚症状や生活状

況からみて、健康状態の良し悪しの評価に対応した順位づけが可能であり、そ

のうち B 群（[健康感あり][運動不足感あり]）群が最大の割合（男子 43%、女子

61%）を占め、健康評価は中間に位置づけられた。 

2. 健康感と運動不足感の組み合わせは、単なる健康・不健康の 2 区分評価ではな

く、運動の影響を考慮に入れた健康評価としてより多段階の健康評価になりう

る。 

3. 健康感と運動不足感を組み合わせた 3 段階の健康尺度（表 6-9）は、健康感のみ

の 3 段階の尺度（表 6-8）と比較して、健康・運動関連指標について同様の順序

傾向を示しており、総合的な多段階健康尺度として扱うことが可能であること

が示唆された。 

4. 健康感と運動不足感を組み合わせた尺度は、健康感のみの尺度に比較してより

体力水準の違いが強調された尺度になっていることが確認されたことから、運

動や体力をより反映した健康度の段階を設定できることが明らかとなった。 
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第 7 章 総括的討論 

 

運動不足感の有無をアンケート調査によって調べることで、運動不足を自覚している

人々の抽出が可能となる。そのため、運動不足感の有無は、健康または運動に関する設

問として使用頻度の高いものとして知られている。国レベルの大規模調査（体力・スポ

ーツに関する世論調査や国民健康・栄養調査）においても健康関連質問項目として用い

られており、その結果は人々の健康状態を表す側面であり、個人や集団レベルの指標を

重要視すべきであると考えられる。スポーツ庁（2019）によれば、10 代から 70 代の各

年代において 2 万人の男女を対象とした調査結果では、運動不足を「感じる」割合とし

ては 8 割にのぼり、運動頻度別の運動不足感を「感じる」割合について読み取ると、週

3 日以上の者は 62.6%、週 1～2 日の者は 82.4%、週 1 日未満の者は 93.3%となり運動頻

度が低い人ほど運動不足を「感じる」とする割合が高い。すなわち、実際の運動頻度と

主観的な運動不足感とは逆相関の関係性が示される。これに着目すれば、社会的に運動

をより奨励していく際に、「運動不足感」を活用することで、より早急な改善策が図れ

る可能性が考えられるが、従来の調査報告では、基礎的な結果を発表した段階で終わる

ことになり、「運動不足感」を中心課題とするような検討までは行われてこなかった。 

一方、「スポーツの実施状況等に関する世論調査」（スポーツ庁，2019）によれば、8

割弱の人は健康感を持っているのに同時に 8 割の運動不足感も持っている。さらに、

「体力・運動能力調査」（スポーツ庁，2018）によれば、運動している者の中でも健康

でないと意識する割合は 3 割以上になっている。これらのことから、健康感を持ちなが

ら運動不足感も同時に持っている人が多いこと、もしくは運動していても健康感をもた

ない人が多く存在していることを問題視する必要性があると考えられる。 

一方、筆者が調べた限りでは、運動不足感を健康指標に取り込んでいる先行研究は見

られなかった。健康指標については、測定された健康診断項目（血液検査など）や体力
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測定項目等の「客観的」データまたはそれらの加工データと、アンケート調査等による

健康感や自覚症状項目等の「主観的」データまたはそれらの加工データとに分けられる。

また、別の見方として、杉浦（2001）が健康指標の表示の質について述べているように、

「個別」指標と「総合」指標がある。すなわち、個別指標とは、取り扱った内容そのも

のが健康の一側面の状況を表し、その意味で総合指標よりも直接的であるのに対し、総

合指標は抽象的概念を数値化したものであり、そこで表された健康状態は 1 つの側面

に限定されていない。例えば、一つの項目もしくは複数の項目を用いた指標とし、ウエ

スト値（渋谷ら，2005）や、健康診断による BMI、収縮期血圧、総コレステロール、HDL

コレステロール、HbA1c（村田ら，2008）がある。そして、健康診断や体力測定客観的

なものと健康感を含む主観的なものを結合し評価されるものがある（李ら，1996）。ま

たは健康状態を測定するための複数の質問項目を得点化しているものもある（鈴木ら，

1976；安倍ら，1998；徳永ら，2001；徳永，2005；中原，2016）。これらの分類法によれ

ば、本論文の第 6 章で検討した健康感と運動不足感を組み合わせた尺度は「主観的かつ

総合的」な健康指標にあたると考えられる。 

前述のように多くの健康指標があるが、必ずしも運動・体力に関する指標が考慮され

ているわけではないので、身体活動度や体力の高い人の健康評価には不十分であると考

えられる。また、運動が心理面に及ぼす影響として、肯定的な感情が増加し、否定的な

感情は低下し、身体活動量の多い者ほど生きがい度が高いことが報告されている（橋本

ら，2009）。運動が不足しているか否かに関して客観的には、実際の運動状況で評価で

きる一方で、それが主観的な運動不足感と必ずしも一致しないことから、運動不足感に

関連させた研究としては十分に検討されてこなかった。また、運動不足感は健康指標の

ひとつとして注目すべき要因である（大谷ら，1997）と問題提起されているが、検証さ

れるまでには至らなかった。そこで、本研究では運動不足感に着目し、運動不足感を健

康評価尺度に取り入れることによる新たな健康評価の提案を試みた。 
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以下では、本論文の各課題で得られた知見を基に、健康感と運動不足感の組み合わせ

た尺度の提案に向けた経過とその特徴について考察する。 

健康感と運動不足感は健康状況に関連する主観的健康項目である。第 2 章の文献研究

で述べたように、健康感については重要な健康指標の一つとして従来研究においてすでに

使用されているが、運動不足感については調査項目としては広く用いられているにもかか

わらず健康指標としての位置づけは不明確である。また、運動・体力を含む評価が十分で

なく、運動不足感と運動・生活状況や体力および運動習慣の関連などについて詳細な研

究はほとんど見当たらない。特に健康感と運動不足感の関係の検討が十分行われず、運

動不足感を含めたより総合的な健康状態を評価できる指標の検討の蓄積が不十分であ

った。そこで、本研究では、健康感と運動不足感がそれぞれ自覚症状・運動状況・体力に

対してどのような関係性を有するかについて検討を行った。さらに健康感と運動不足感の

相互関係の検討から、健康感と運動不足感の組み合わせによる多段階健康尺度の作成を試

みる。これによって、運動不足の改善および体力の向上がより考慮された総合的な健康管理

に資することを目的とした。 

 そこで、まず、第 4 章で、健康感の有無による体力比較（第 4 章 4.1）によって、

男女ともに健康感の有無別にみた体力水準は運動頻度の高低に影響されていることを

示唆する結果を得た。さらに、運動頻度別で検討した結果、運動頻度が高い場合は、低

い場合に比べて、健康感をもつことがより高い体力水準と関連することを示した。また、

健康感と自覚症状の関連を調べた結果（第 4 章 4.2）では、自覚症状の訴え率が低い学

生ほど、健康感が高いことが明らかになった。このことから、本研究の大学新入生につ

いて、運動実施と体力水準、自覚症状の少なさ、健康感を有することのそれぞれの関係

に正の相関性が示され、その関係性は、中高年者での結果に比べ矛盾しないことが確認

できた。 
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 次に、第 4 章の 2 つ課題では、健康感について先行研究と類似した結果を得たことが

示唆されたが、第 5 章では、主として運動不足感と運動・生活状況との関連を検討した。

その結果、運動不足感と自覚症状との関連について、健康感より弱いが、男子の体の疲

れやすさとの関連がみられた。また、運動不足感は、実際の運動実施状況・運動量（運

動頻度・時間）を反映し、特に運動頻度に大きく左右されることが示唆された（第 5 章

5.1）。また、運動を実施している人の一部に、運動不足感を有する人がいることは、こ

れらの人にとって運動不足感は潜在的な運動への意欲の表れであるとも解釈可能であ

る。しかし、性格的なもの、運動の継続時間などの交絡因子も考慮する必要があるため、

どの程度スポーツ授業時間の増加やスポーツ施設開放を進めるかについての検討が必

要であると考えられる。 

さらに、運動不足感の有無と体力および運動習慣との関連における研究（第 5 章 5.2）

では、運動不足感に関連する要因として、男子の運動習慣および体重、女子の運動習慣

および上体起こしが示された。そのため、運動不足感を検討する際には、運動習慣だけ

でなく、体格や体力も考慮する必要があると考えられる。また、運動不足感あり群にお

いて、週 1 日以上の運動習慣ありの人数割合が男子 53.5%、女子 26.0%であり、女子の

方が男子より有意に低かった。これにより、大学生新入生、とりわけ女子学生が運動不

足と感じながら、運動の実践に至っていない実態が明らかになった。運動実施状況が良

くない要因ついては、生活と教育環境などライフスタイルの変化なのか、運動できる機

会と施設の不足なのかについてさらに検討し、対応策を取る必要があると考えられる。

一方で、運動不足感を持つことは、ネガティブな側面を反映するだけではなく、ポジテ

ィブな面として、運動への関心アップや前向きに捉えることもでき、いわゆる運動動機

にもつながる可能性があることから、その活用も進められるべきである。 

第 5 章の 2 つ課題では、運動不足感について運動状況や体力との関係性を確認できた

が、第 6 章においては、まず、共に主観的指標である健康感と運動不足を同時に扱う研
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究として、健康感と運動不足感を組み合わせた多段階尺度の作成を試みた。まず、健康

感の有無と運動不足感の有無の組合せによってグループわけし、運動・生活状況や心身

の自覚症状について、それぞれの群がどのような特徴を持っているか検討した。健康感

の有無と運動不足感の有無を組み合わせることで、比較的簡便に、健康・不健康の中間

状態の集団として「［健康感あり］かつ［運動不足感あり］」群を見出せることが示唆さ

れた（第 6 章 6.1）。この群は、健康感を有している一方で同時に運動不足感も併せもっ

ていることから、高水準の健康段階とは言い難く、いわゆる「半健康」や東洋医学の「未

病」と近い状態かもしれないと推察され、このように、健康と不健康の中間状態の集団

の存在を浮かびあがらせることは、より高水準への健康度を目指す方策や健康状態の悪

化を防ぐための方策を検討するために重要であると考えられる。これらのことから、健

康感と運動不足感の組み合わせは、単なる健康・不健康の 2 区分評価ではなく、運動の

影響を考慮に入れた健康評価としてより多段階の健康の度合の設定に役立ち、その度合

は総合的な健康度として活用されることが期待できる。すなわち、新たな健康区分のみ

ならず、運動不足感を加えることで複合的に健康評価を改善できる可能性があると示唆

された。 

次に、その多段階健康尺度を再度検証するため、健康関連指標と体力水準との関連

から妥当性を検討した（第 6 章 6.2）。その結果、提案した健康感と運動不足感の組み

合わせによる多段階健康尺度は、従来の主観的健康感のみの尺度に比べて、健康・運

動関連指標について同様の順序傾向を示すことに加えて、組み合わせ多段階健康尺度

の方が運動実施や体力などの影響も反映でき、運動・体力状況がより強調された多面

的な健康状態を表せることが示唆された。運動不足感を改善することで健康評価が高

まる総合的健康評価を健康調査に提供することで、身体活動・運動に関する認知・意

識的な側面を変化させ、望ましい健康運動活動へ導くことが活用できると考えられ

る。 
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以上のことにより、本研究では、大学新入生を対象に、健康感と運動不足感に関す

る要因分析を行うことによって得られた結果は、健康感と運動不足感をより重要視し

た運動奨励方策に根拠を与えられると考えられる。これらのことをもとに、研究手

法・調査法や対象範囲を広げ、例えば文献レビュー、介入研究、測定・実験や調査を

各年齢層や職業別の対象者に対して実施し、より実証的な研究を行うことによって、

学校の教育現場、職場、運動・健康調査、日常生活習慣の改善に一定の役割を果たす

ことが期待される。 
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第 8 章 本研究の限界と課題 

 

8.1 本研究の限界 

 

本研究は以下のような限界があると考えられる。 

 

1. 本論文の対象は、学力が高い N 大学の大学新入生向けに開講されている「健康・

スポーツ科学系科目」を受講した一部の学生のみであったことから、健康と運動

に対する意識を持つ集団であると考えられ、大学新入生全体の状況を反映しきれ

ない可能性がある。 

 

2. 本研究のアンケート設問において、対象者の記憶力に依存する主観的部分があり、

実際の状況と異なる可能性もあり、過大または過少回答がある可能性が考えられ

る。特に運動強度を明確にしておらず回答者の理解に任せているため、運動につ

いて質的に曖昧な部分があり、結果に対する影響は不明である。 

 

3. 本研究で行われた 6 つの研究課題の調査法については、いずれも横断的な調査で、

変数間の因果関係の特定が難しい。 

 

4. 本研究の対象は比較的高体力者が多い（特に厚生労働省の指針と比しても男女と

も高い有酸素の能力）集団であり、本研究の結果がほかの年齢層においても一般

性の有無について予想しがたい。 
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5. 本研究における健康感・運動不足感への影響を検討するのに用いた変数は限定的

であり、このほかにも影響する変数が存在する可能性も考えられる。 

 

6. 本研究では、「生活活動」の変動分を無視して、「身体活動不足」＝「運動不足」とし

て関連課題を検討したが、実際には「身体活動」＝「生活活動」＋「運動」であるた

め、「生活活動」の変動分の影響を検証する必要がある。 
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8.2 今後の課題 

 

上述した本研究における限界を越えるために、今後必要な研究課題として以下の内容

が挙げられる。 

1． 多数の大学と連携して、大学新入生からより大規模な研究対象を無作為抽出し、

同様な研究調査を行い、本研究で得られた知見は本研究の対象（「健康・スポーツ

科学系科目」を受講した N 大学の大学新入生）だけに適用できるか、N 大学のほ

かの大学新入生（「健康・スポーツ科学系科目」を受講していない N 大学の大学

新入生や他大学の大学新入生にも適用できるかを確認・検討する必要がある。 

 

2． 本研究の結果を踏まえ、調査用のアンケートの内容を詳しく（特に運動の質と量）

分析・検討し、運動不足感の調査において選択肢を 5 段階で設問して行うことが

必要で、そして自覚症状強度、運動頻度と運動強度をさらに細分化することによ

って、より正確的な結果を探求する必要がある。 

 

3． 大学 2 年生と 3 年生も対象として調査研究を行い、健康感、運動不足感、自覚症

状と運動・生活状況について経時的な変化を追い、縦断的な調査によって変数間

の因果関係を特定する。また、本研究で得られた知見は、生活環境の変化が激し

い大学一年生のみに成立するか、他学年の大学生に成立するかを確認・検証する。

さらに、大学新入生時期の健康・運動・生活状況はその後の健康・運動・生活状

況に及ぼす影響などにおいても調査・検討する必要がある。 

 

4． 健康・運動に関連する研究の結果は、研究対象の年齢や職業などによって変わる

ことが多い。そのため、ほかの年齢層の対象者に対しても同様な研究調査を行い、

本研究で得られた知見の一般性を確認・検証する必要がある。 
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5． 健康度の主観感覚要因との関係について検討する際に、健康度の社会・環境要因、

すなわち運動機会（時間）や場所 （空間）、プログラムコンテンツ、 あるいは仲

間の存在などとの関係についても考慮し検証する必要がある。 

 

6． 健康感と運動不足感の組み合わせによる多段階健康尺度において、若者以外の対

象者にも有用かどうかの検証は意義がある。また、本研究には健康感と運動不足

感の組み合わせ尺度の分析に加えなかった[健康感なし]かつ[運動不足感なし]群

について、より多くの対象者を集めることによって、このグループの特徴を明ら

かにする必要がある。 

 

7． 「運動」だけではなく、「生活活動」も考慮し、「健康感」と「身体活動量不足」

との関連を考慮し検討する必要がある。 
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